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爆発！鉱大するアスベスト被害
クボタショックか52年、そして、これから…
格差と隙間のない補償と救済、

アスベストのない社会の実現をめざし、

被害者と支援者の思いがつながった集会報告集。
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アスベスト公害の原点 クボタショック
アスベスト被害 各地の状況
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アスベスト被害をめぐる医療 －法律－補償の現状
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特集／全国安全センターの厚生労働省交渉

石綿疾患労災認定事業場名
不開示方針ようやく撤回へ
健康管理手帳委託医療機関は公募制

全国安全センターの今年度の厚生労働省交渉
は、9月20日に行われた。第18回総会議案の活動
方針にあるように（8月号67頁参照）、1997年以来独
自に窓口を開いて、毎年厚生労働省交渉を行って
きた。現場に根差した建設的な提案をしつつ、着
実に一定の成果を引き出してはいるものの、一方
で、厚生労働省側のその場しのぎの不誠実な対
応に腹立たしい思いをしていることも事実。そこで
10年目の節目として、国会議員らの同席を得るかた
ちで設定して、マンネリ化を打破したいと考え、衆
議院第一議員会館第4会議室を会場にした。

幸い、阿部知子・衆議院議員（社民党）と、7月に
初当選したばかりの川田龍平・参議院議員（東京
HIV訴訟原告）の両議員が、合計3時間30分の長
丁場の大部分を同席してくださり、他にも数名の議
員秘書が参加していただいた。

全国安全センター側は、天明佳臣・議長、井上
浩・顧問をはじめ、全国から31名の代表が参加。
厚生労働省側の参加者も25名にのぼった。

要請事項は、従来どおり以下の3本の柱に分類

したが、Cの時間を十分確保するために、AとBを
合わせて1時間、Cについて2時間、という時間配分
で行った。要望事項および主な回答とやり取りは、
12頁以下の交渉記録を参照されたい。

A. 全般的事項
 B.  労働安全衛生関係
 C-. 労災補償関係

石綿労災認定事業場名の公表①

8割分が公表されていない

今回最大の争点となったのは、「石綿曝露作業に
係る労災認定事業場一覧表の2005年度、2006年
度分のデータの公表」である。

石綿関連疾患の労災認定は、クボタ・ショック後
に激増した。詳しくは別表のとおりだが、大雑把に
言えば、クボタ・ショック以前―2004年度以前の累
積認定件数とほぼ同じ件数が2005年度1年間だ
けで認定され、2006年度は1年間でおよそその2倍

古谷杉郎
全国安全センター事務局長
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―わずか2年間（実際には1年半）のうちに、それ以
前の累積労災認定件数の4倍に膨れ上がってし
まったという状況である。さらに2006年度には、石
綿健康被害救済新法による「時効救済」事例が、中
皮腫569件、肺がん272件あった。これも加えると、
中皮腫、肺がん、合計のいずれにおいても約5倍に
膨れ上がったのである。

そして、これら全ての事例について、労働基準
監督署が事業場情報を把握しているわけである。
クボタ・ショック直後―7月29日と8月26日の二回に

分けて厚生労働省は、2004年度以前の労災認定

分に係る「石綿ばく
露作業に係る労災
認定事業場一覧
表」を公表した。

にも関わらず、
2005、2006年度分
に係る認定事業場
名情報が公表され
ていないのである。

年   度
2004
以前

2005 2006
労災
認定
合計

公表対
象率①

2006
時効
救済

総合計
公表対
象率②

中皮腫 502 503 1,006 2,011 25.0％ 569 2,580 19.5％

肺がん 354 219 790 1,363 26.0％ 272 1,635 21.7％

合   計 856 722 1,796 3,374 25.4％ 841 4,215 20.3％

両年度分も含めた合計労災認定件数に対して
2004年度以前分が占める割合＝「公表対象率①」
は25％、時効救済分も含めれば（「公表対象率②」）
約20％にすぎない。しかも実際には、「関係資料が
保存されていない等」として、2004年度以前分で
あっても公表されていない部分もかなりある。

2005年5月30日に、「石綿による肺がん及び中皮
腫に係る労災請求・補償状況（平成17年度）」が公
表された（2006年7月号参照）。
しかし、認定事業場名の公表がなされなかった

ことから、全国安全センターは即座―6月2日に、厚

石綿関連がんの労災認定件数

前列左から飯田勝泰・事務局次長、井上浩・顧問、天明佳臣・議長、阿倍知子・衆議院議員
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生労働大臣・職業病認定対策室長宛てに「『石綿
曝露作業に係る労災認定事業場一覧表』の公表
継続等に関する緊急要請」を送った（2006年9･10
月号13頁参照）。

また、ある国会議員からも働きかけてもらったこと
に対するリアクションだと思われるが、職業病認定
対策室長から電話で、一覧表を見ての相談がどれ
くらいあったか等の問い合わせなどもあった。

しかし、2006年7月20日に行われた昨年の厚生
労働省交渉の場での回答は、「効果や及ぼす影響
等を十分に考慮し、慎重に検討したい」という内容
にとどまった。「進んで実行する気はない。拒否では
ないのだが、重い腰を動かすためにはもうひと工夫

いるようだ」と評価した所以であった（2006年9･10月
号15頁参照）。

中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の会やアス
ベストセンターの厚生労働省交渉などでも繰り返し
公表を要求してきたが、なかなか事態が打開され
ないために、患者と家族の会と地域センター等で
2006年末には、安倍晋三･内閣総理大臣、柳澤伯
夫・厚生労働大臣、村瀬清司･社会保険庁長官、
衆議院・参議院厚生労働委員会各委員宛てに、
別添のような要請を届けるFAX作戦も展開され、
12月29日には関西労働者安全センターが報道各
社に対して、詳しい資料を示したプレスリリースも行
われた。この問題を取り上げたメディアもあったが、

2005年6月のいわゆるクボタショックのあと、
石綿関連企業の中で多くの石綿肺がん、中皮
腫の患者が発生していることが、マスコミ報道
や企業、業界団体の情報開示によって明らか
になりました。このことが、多くの患者、家族、遺
族が、「病気の原因がアスベストであること」、
「仕事や居住など石綿にどこで曝露したの
か」に気がつき、救済と補償を求めることにつな
がりました。直接の当事者だけが気づくのでは
なく、知り合い、元同僚、医師、看護婦その他の
まわりの人からから「あなたのところのお父さん
は、アスベストが原因ではないのか」「あそこで
仕事をしていたことが原因ではないのか」と声
をかけられたことが、労災請求や救済給付申
請につながった方は数知れません。中でも、厚
生労働省による2004年度以前の肺がん、中皮
腫にかかる労災認定事業場名は、社会的なイ
ンパクトが最も大きいものがありました。社会全
体が石綿被害に気づき、補償、救済の重要性
に目を向けた最大の要因は、こうした情報公開
にあったことは誰の目にも明かです。

2005年度以降の労災補償状況をみると、

2005年度の支給決定件数が722件（肺がん219
件、中皮腫503件）、2006年度は9月までで840
件（肺がん328件、中皮腫565件）、合計1,562件
に達しています。一方、2004年度以前の労災
認定事業名公表で公表されたのは、認定件数
640件にかかる415事業場でした。船員につい
ては、3事業場、4件（中皮腫）が公表されてい
ます。

2005年度以降の認定件数はすでに公表さ
れた件数の2倍以上にのぼっています。公表
の趣旨を踏まえれば、2005年度以降の労災認
定事案についても引き続き事業場名等が公表
されるべきです。しかし、厚生労働省、社会保
険庁は労災保険、船員保険にかかる認定事
業場名を未だ公表していません。患者団体、
市民団体等の要請が行われているにもかかわ
らず公表されていないのは、誠にゆゆしきことと
言わざるをえません。

早急に、2005年度以降について労災認定
事業場名等の情報の公表を継続して行われる
ことを強く要請いたします。

2006年12月

2005年度以降も石綿肺がん、中皮腫にかかる労災認定事業場名等の公表を求めます
－石綿疾患の労災認定事業場名の公表（情報公開）の継続について－

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉



安全センター情報2007年11月号   5

厚生労働省の態度を変えるには至らなかった。
「石綿による肺がん及び中皮腫に係る労災請

求・補償状況（平成18年度）」は、2007年5月25日に
公表された（2006年7月号参照）。

前頁表のような状況がますますはっきりするなか
で、筆者も、2007年3月25日の「石綿健康被害救済
新法一周年徹底検証  アスベスト問題は終わって
いない！ 労働者・市民シンポジウム」や、7月1日の「ク
ボタ・ショックから2年  写真と報告で綴るアスベスト
被害尼崎集会」など、機会あるごとにこの問題の
重要性を訴えてきたつもりである。

一方、厚生労働省では、石綿に関する健康管
理の在り方について、2005年度に「石綿に関する健
康管理等専門家会議」を開催し、その報告書を
2006年2月24日に取りまとめた。その中で、石綿関
連疾患を発見するための検査は、石綿ばく露の可
能性のある人に対して行うべきであるとの提言が
なされ、まずは石綿ばく露の可能性の有無につい
て、よく聴取りを行うことが大切であるとされたこと
を踏まえて、マニュアル作成部会を立ち上げ、2006
年11月2日に「石綿ばく露歴把握のための手引」を
公表した。これは、「石綿相談窓口の相談員、呼吸
器の診療に携わる医師等、石綿ばく露についての
知識を必要とする方々が、石綿ばく露歴の聴取り
を行う際にご活用ください」とされている。 （http://
www.jaish.gr.jp/information/mhlw/sekimen/

h18_tebiki.html）
現在同「手引」の改訂作業中で、同専門家会議

には名取雄司・アスベストセンター所長、マニュアル
作成部会には飯田勝泰･東京労働安全衛生セン
ター事務局長も参画しており、両名らも、同手引の
意義や改訂作業に対する必要性という観点から
も、事業場一覧表の公表の重要性を訴えてきた。

石綿労災認定事業場名の公表②

公表しないことを決定？

厚生労働省労働基準局労災補償部がかつて
も今も、公開に乗り気でないことはわかっている。ク
ボタ・ショックのときに政府として国民に提供できる
情報がそれくらいしかなかったことから、首相官邸
等からの圧力によってやむなく？2004年度以前分
の労災認定事業場名情報を公表せざるを得な
かったものの、あくまで「緊急対応」＝例外であって
前例にしたくないということであろう（41頁及び2006
年9・10月号33頁参照）。
しかし、再び「外圧」によって公表せざるを得なく

なるとも限らないし、社会的に指弾されたくもないの
で、「公表しない」とは言わない。世論の様子をうか
がうという姑息な姿勢をとってきたわけである。

われわれとしては、今回国会議員同席のもとでこ
の問題の重要性を理解してもらい、交渉だけで埒
が明かないようであれば国会の場でも取り上げても
らって考え方を変えさせようという方針で臨んだ。

さらに、片岡明彦・関西労働者安全センター事

患者と家族の会・古川和子さん（右から2人目、その左は川田龍平・参議院議員）

2006年12月29日付け
毎日新聞
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務局次長が、情報公開法を活用して、クボタ・ショッ
ク後「石綿による肺がん及び中皮腫の処理経過
簿」が作成されていることを突き止め、これを開示
させて膨大な資料の解析によって事業場情報の
重要性を明らかにすることによって、公表に向けた
だめ押しにしようという計画でもあった（11月3日付
け毎日新聞等参照、近く本誌に詳しい報告を掲載
していただく予定である）。

ところが蓋を開けてみると、彼らがすでに正反対
の方向に考え方を変えたことが曝露された。「現
時点で、事業場を公表しなければならないという緊
急性、必要性に乏しい状況において、あえて公表
することは適当でないと考えている」というのである

（30頁参照）。
回答者が、上述の経過を踏まえて話したかどう

かは不明。たんに現時点での考え方を書いたメモ
を読み上げただけかもしれない。しかし、「公表す
るかどうか検討する」というこれまでの公式答弁か
ら「公表しない」に変わったことは確かであった。

われわれに非難されたとしても、ごく一部の声な
のであって、取るに足らないということなのだろう。
われわれももちろんだが、国民もメディアも何ともな
められたものである。

筆者自身、厚労省がこのまま不公表で押し通そ
うというのであれば、そのような決定を下した責任
者の「首を取る」覚悟になった。いつ、誰が（どのレ
ベルで）方針変更を決定したのか、徹底的に追及
した。労災補償部内で不公表方針を決め、労働
基準局レベルでも承知していたようである。
「緊急性、必要性に乏しい」という認識に対して

は、日々 患者、家族と接している現場からの、説得
力のある厳しい非難が相次いだ。詳しいやり取り
は39頁以下を参照していただきたい。

阿部知子衆議員も、「国民の知る権利を奪う補償
部の判断の犯罪性」を指摘して、再考を促し、国会
でも取り上げることを予告してくれた。

石綿労災認定事業場名の公表③

再逆転「公表に向けて検討」

以上のやり取りは決定的な意味を持っていた。
今回の交渉がなければ、また、今回の交渉での反
撃が弱かったとしたら、不公表方針が固まっていた
だろうと考えるとそら恐ろしくなる。

一方、川田龍平・参議院議員と環境行政改革
フォーラム（http://eforum.jp:80/）が連携して、
2007年11月15日に内閣に対して、「クボタ・ショック
後のアスベスト対策に関する質問主意書」が提
出された。このなかでは、「五  アスベスト問題にお
ける事業場名の公表について」として、以下の項
目が掲げられた。これは、この間の経過を知って
いるアスベスト問題について考える会の大内加
寿子さんのご尽力の賜物でもある。（http://www.
sangiin.go.jp/japanese/joho1/syuisyo/168/
meisai/168058.htm）
１  政府は、2004年度までのアスベストに関する
労働災害認定860件について、ほとんどの事業
場名を公表した。しかしながら、2005年度の同
認定722件、2006年度の同認定1,796件につい
ては、事業場名を公表していない。なぜ、2004
年度までは事業場名を公表しながら、2005年度
以降については公表していないのか。かつて政
府が事業場名の公表について「広く国民に提供
することが重要」と説明していたことを踏まえた
上で、合理的かつ具体的な理由を示されたい。

２  事業場名の公表は、かつて政府が説明して
いたとおり「対象事業場でこれまで業務に従事
したことがある方に対し、石綿ばく露作業に従事
した可能性があることを注意喚起」でき、「周辺
住民となるか否かの確認に役立」ち、かつ「関係

川田龍平・参議院議員

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉
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けて検討」であるから、再度180度の方針転換で
ある。この答弁書の内容を知ってすぐ筆者は労災
補償部に電話した。前回の公表時と同様、事業場
に確認―お断りを入れる等の作業をしなければな
らないということで、公表の時期はまだわからないも
のの、公表されることはまちがいなさそうである。

昨年6月の緊急要請から1年半、患者・家族らの
FAX要請からでも約1年かかったことになる。9月
号（13-16頁）と10月号（41頁）で紹介したとおり、環
境省「石綿の健康影響に関する検討会」の尼崎
市の疫学調査中間報告から、官僚の引き回しを排
除するのにも、患者と家族の会の異議申し立てと
傍聴が必要だったように、アスベスト対策を官僚ま
かせにしておくことは到底できないのである。

行政通達の公表

昨年一年間も改善なし

今回の交渉では、その他にも情報公開もからん
で焦点となった問題が多くなった。

法令の解釈、運用等に関する行政通達は公
表するという厚生労働省の方針が明らかであ
るにもかかわらず、労働基準行政関係で実行さ
れていないことも積年の論点のひとつである。「厚
生労働省法令等データベースシステム」（http://
wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/）に、過去1年間
に新たに掲載された行政通達が、労働安全衛生
法関連の22本を除くと、労働基準法、労災保険法、
石綿健康被害救済法いずれも「0（ゼロ）件」であっ
たことを指摘して、いつになったら「改善する」という
毎年繰り返している約束を果たすつもりがあるの
か、あらためて問うた。

また、「中皮腫の診療のための通院費」の取
り扱いを改正した通達（2005年度基労補発第
1031001号）が公開されていないこと（「アップ（公
開すべき）ものだと考えます」という回答）や、有期
雇用雇い止めに関する例を上げて同じ日付で出さ
れた同趣旨の通達のうち一部のものしか公表され
ていない例があることなども追及した。

労働安全衛生法関連では、例のごとく中央労

省庁及び地方公共団体等における石綿被害
対策の取組みに役立」つのではないか。政府の
見解を示されたい。

３  政府は、アスベストに関する労働災害認定し
た事業場名について、2005年度以降についても
公表するべきではないか。政府の見解を示され
たい。

福田康夫・内閣総理大臣の「答弁書」は、11月
22日に示されたが、上記に対する回答は、以下のと
おりであった。
五の1について

厚生労働省においては、平成17年度以降の石
綿ばく露作業に係る労災認定事業場の情報の公
表を含め、石綿ばく露作業に関する情報の周知の
在り方を検討してきたところであり、現時点で公表
に至っていないものである。
五の2について

石綿ばく露作業に係る労災認定事業場の情報
の公表は、公表対象事業場でこれまで業務に従事
したことがある方に対し、石綿ばく露作業に従事し
た可能性があることの注意喚起につながるもので
あり、また、石綿ばく露作業に係る労災認定事業場
の周辺住民となるか否かの確認や関係省庁及び
地方公共団体等における石綿被害対策の取組に
役立つものであると考えている。
五の3について

五の2についてで述べたとおり、石綿ばく露作業
に係る労災認定事業場の情報の公表は、公表対
象事業場でこれまで業務に従事したことがある方
に対し、石綿ばく露作業に従事した可能性がある
ことの注意喚起につながるものであり、また、石綿ば
く露作業に係る労災認定事業場の周辺住民とな
るか否かの確認や関係省庁及び地方公共団体
等における石綿被害対策の取組に役立つもので
あると考えていることから、石綿健康被害救済法
に基づく特別遺族給付金に係る請求の促進という
観点も踏まえ、平成17年度以降に行われた石綿ば
く露作業に係る労災認定事業場の情報の公表に
向けて検討を進めてまいりたい。

「公表するかどうか検討」ではなく、「公表に向
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示を請求して、開示させている（別掲は開示された
復命書の1枚目）。

これは、労働基準監督署「保有個人情報」の開
示にあたって、被災労働者の情報を請求者である
遺族の情報とみなして開示したものであって、7月11
日に行われた患者と家族の会・アスベストセンターの
厚生労働省でその旨回答されているが、再度確認
した。ただし、情報公開法に基づく開示請求をしな
いと情報が公開されないというわずらわしさは残さ
れている。

石綿健康管理手帳の交付対象拡大

委託医療機関は公募制

「石綿健康管理手帳の交付対象者の拡大」に
係る労働安全衛生法施行規則の改正が8月31日
に行われ、10月1日から施行された。

交付要件の見直しによってどれくらい交付対
象者が増えるものと見込んでいるのかを質したが、
「過去の石綿特殊健康診断の受診者数を参考
にすると、万単位で増えるのではと考えている」と
の回答。

阿部知子・衆議院議員に、ここ数年の実績と合
わせてもう少し具体的な数字を取り寄せていただ
くよう要請したところ、前者については次頁表のよ
うな数字、後者については約3万5千人程度と見込
んでいるという回答であった。

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉

働災害防止協会の「安全衛生情報センター」ホー
ムページ（http://www.jaish.gr.jp/user/anzen/
hor/horei01.html）に載っていたり、法改正等の
「トピックス」のページには載せておきながら、肝心
の「法令等データベースシステム」には載せられて
いないものも多いことなども指摘された。

国会議員同席の場で問題にされたことによっ
て、事態が改善されるかどうか見守りたい。

労災調査復命書の開示

遺族の情報とみなして開示

労災認定に当たって労働基準監督署が調査し
た内容の被災者・遺族への情報開示についても取
り上げられた。

とくにアスベスト関連疾患等の死亡事例では、被
災労働者の労働実態の全貌を必ずしも把握でき
ていない遺族が、可能な限りの資料・情報を付けて
労災や時効救済の申請手続を行っている。支給・
不支給という結論は知らされるものの、労働基準監
督署が、どの事業所における、どのようなアスベスト
曝露・労働条件等を認定したのかということは遺族
には十分に知らされてはいない。

この点に関連しては、患者と家族の会の古川和
子さんが、遺族補償年金の算定の基礎となる平均
賃金の計算の誤りを正すために、調査復命書の開

健康管理手帳所持者の急増に対応するために、健診指定医療
機関をどのように増やすのかも問うたが、「設備要件の一部を緩和す
るなどして、医療機関の拡大に努めていきたい」とは言ったものの、具
体的なことはすべて「いままさに検討中」とのことであった。交渉が行
われたのはは9月20日なので、施行10日前の時点の話である。

設備要件等については、「健康管理手帳所持者に対する健康診
断の実施について」（実施通達： 昭和47年9月30日基発第653号）
で「健康管理手帳所持者に対する健康診断実施要綱」が示され、
「健康管理手帳所持者に対する健康診断の実施の運営について」
（運営通達： 昭和47年11月29日基発第762号）で実施要綱の運用
について示され、「『健康管理手帳交付等関係事務取扱要領』の策
定について」（事務取扱要領通達： 平成11年12月1日基発第682号）
も含めて、手帳制度の一部改正のたびにこれらの通達も改正されて



安全センター情報2007年11月号   9

年 新規交付者数 健康診断受診者数※

2002年 39 555

2003年 88 599

2004年 92 629

2005年 1,493 1,111

2006年 6,822 8,742

石綿健康管理手帳の現況

※健康診断は年に2回実施されているため延べ数

きたこと、また、いずれの通達とも情報公開法による
開示請求手続を経ないと提供しないことは知って
いた。

担当者が退席する際に、これらの通達が改正
されたら提供してほしいと要請したが、「やはり開
示請求をしてもらわないと出せない」とのことであっ
た。開示請求には時間がかかるので、これも阿倍
知子・衆議院議員に取り寄せてもらうよう依頼して
入手することができた。ところが、それだけではなく
思いがけず、両通達の改正を含めた関連通達が
10月15日付けで、厚生労働省法令等データベース
システムに搭載されたのである。

反省して心を入れ替えたのかと思ったが、さにあ
らず。上記3通達を改正する基発第0926001号に
よって改正された運営通達の記の2によって、「委託
医療機関については、公募を行い、要件を満たす
ものと契約を結ぶこと」とされたのである。公募制と

したために、要件等を示した通達を公表せざるを
得ないことになったというのが真相であろう。

公募制―要件を満たす医療機関が手を上げた
場合には委託契約を結ぶということは、じん肺健康
管理手帳の健診項目に肺がんが加えられたとき以
来われわれが要求してきたことであり、それが石綿
に限定しないですべての健康管理手帳で実現し
たこと、及び、関連通達が厚生労働省法令等デー
タベースシステム上で公開されたことは成果であ
る。しかし、設備等の要件及び健診項目等の内容
とその運用、また、手帳所持者への通知方法（石
綿全国連は、割り振りをやめ、受診可能な医療機
関リストを提供して選択できるようにすることを求め
ている―9月号29頁参照）等については、引き続き
議論や監視が必要となるだろう。

職業性間接曝露者

離職後の健康管理検討

ところで石綿健康管理手帳制度の見直しの内
容そのものについては、9月20日の全国安全セン
ターの交渉では突っ込めなかったのだが、9月号で
紹介したように石綿対策全国連絡会議がパブリッ
クコメント手続で16項目の意見を提出しており、9月
7日に回答が示されている（http://search.e-gov.
go.jp/servlet/Public?ANKEN_TYPE=3&OBJ
CD=100495）。石綿全国連の意見はひとつも採用

していないだけでなく、回答していない項目が多いことも特徴（「その
他の意見」として件数や内容を掲げ、意見を募集した内容と直接関
係ない等のコメントを付ける場合が多いのだが、それすらない）。

唯一注目される回答は以下のとおりで、今後の動向に注意してい
きたい。
「職業性の間接曝露者については、石綿に係る健康管理手帳の

交付要件見直しのため、厚生労働省が中央労働災害防止協会に
委託してとりまとめた『石綿業務に従事した離職者に対する健康管
理についての報告書』において、『他の健康管理手帳の対象となる
化学物質等も含めて、総合的に検討する必要があるため、今後の課
題と考えられる。』と言及されています。厚生労働省としてはこれを踏
まえ、職業性の間接曝露者に係る離職後の健康管理のあり方につ
いて検討する」。
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石綿特殊健康診断

年2回X線義務付け見直し

関連して、昨年も要請した、石綿特殊健康診断
で若年者にまで年2回の胸部レントゲン検査を義
務づけるべきではないという問題も取り上げた。

たしかに職場健康診断に関しては、2006年8月
31日に「労働安全衛生法における胸部エックス線
検査等のあり方検討会」報告書、2007年4月2日に
「労働安全衛生法における定期健康診断等に関
する検討会」報告書がまとめられてはいる。しかし、
様 な々思惑が錯綜し、前者では、「本検討会のとり
まとめ結果を明確に裏付けるエビデンスを今後さ
らに得る必要があり、科学的なデータ等を収集した
うえでとりまとめの内容を実施すべきという意見が
あった。そのため、実施に当たっては調査・研究を
行い、必要な関係規則の見直しを行うことが必要
である」などとされてもいる。
しかも、これらの検討会においては、問題として

いる石綿特殊健診における不要なレントゲン検査
の取り扱いは一切検討もされていないのである。
健康診断に係ることという点では同じだからとそれ
らの検討作業の様子をみながらとか、それらの一
環としてということではなく、むしろ石綿健康管理手
帳の見直しが行われたこの機会に合わせて迅速
に実施してほしいという要望なのであったが、今回
も正しく理解されたかどうか……

石綿建材の把握・除去対策

行政が前面に出るのが第一歩

近畿鉄道名古屋駅の事例等をあげながら、建
築物等における石綿の把握、除去工事等における
安全対策についても取り上げられた。

担当の化学物質対策課の回答は基本的に、石
綿障害予防規則等で必要なことは定めている、守
らないことが問題だと、突き放した回答だった。

この問題では、11月25日付けの読売新聞朝刊

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉

が、以下のように報じている。「アスベストを使った
建物の解体・改修工事で、2006年度に大気汚染
防止法に違反する事例が全国で63件みつかり、
飛散防止措置を怠るなど悪質な違反が40件を占
めることが、自治体を対象にした読売新聞の調査
でわかった。悪質な違反のうち31件は住民の通報
などで発覚。アスベストが飛散した事例も7件あり、
現行の監視体制では大量飛散が起こりかねない
実態が浮かび上がった」。以下も同じ記事である。
「東洋大学の神山宣彦教授（労働衛生工学）は、

『業者の技術水準にばらつきがあるうえ、末端業
者が低コストで工事を強いられる構造が背景にあ
る。行政が前面に出て、ずさんな工事ができない
状況を作ることが第一歩だ』と指摘する」。

指摘されているような行政の姿勢の転換、アス
ベスト対策基本法の制定のような抜本対策に加え
て、ひろく労働者・市民の協力を得る体制が不可
欠だということにいつになったら気付くのだろうか。

嫌がらせ・いじめ対策

安全衛生対策指針要求

個別労働紛争相談件数に占める「職場の嫌が
らせ・いじめ」が1割を占めるようになっているなか
で、昨年から労働安全衛生対策としてこれに取り
組むよう問題提起をしている。しかし、昨年は、どの
部署が回答するのかさえはっきりせず、今年は安
全衛生部が、「メンタルヘルス対策指針」が改訂さ
れたということの紹介だけで話をそらせている。
「職場の暴力」―実際の暴力・傷害行為だけで

なく、脅迫、嫌がらせ、いじめ、セクハラ、パワハラな
ど、労働者の心身を脅かす様 な々問題に真剣に取
り組んでいかなければならないと訴え続けたい。

労災補償給付の現金払い

根本的解決策が必要

労災補償関係では多くの課題が取り上げられ
ているが、労災補償給付の現金払いの問題のやり
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天明佳臣・全国安全センター議長

取りに一定の時間が費やされた。
これは、金融機関における身分証明が厳格化さ

れるなかで、外国人労働者が郵便局で受け取る
ことが不可能になっているという問題から話が展
開されたが、在留資格のない外国人の場合にとど
まらず、ワークング・プア等として社会問題化してい
るような不安定、未権利状態の働かされ方がひろ
がっている―そして、そこで労働災害や職業病が
現実に発生している―なかで、権利としての労災
保険給付を確実に受給できる仕組みを確保するこ
とが課題となってきているということである。

現場では、労働基準監督署や支援団体等の関
係者が、知恵を振り絞って大変な苦労しながら対
処している現実がある。一方で、「合法的」に確実
な手段を示そうとしても行き詰まってしまう。交渉
では、考えあぐねた担当者が、「受給する方法は
現在見当たりません」と回答して騒然とする場面も
あった。（46～50頁参照）

井上浩･全国安全センター顧問は、交渉の場で
もその後も、厚生労働省と財務省で話し合って、根
本的解決を図らなければならないと訴えている。

労災（再）審査請求等

審査会では若干の改善

労働保険審査会については、この間、①裁決の
一部ホームページ公開、②事件プリント送付を4週
間前から6週間前に、③審理調書の閲覧だけでな
く写しの交付も可能に、等若干の改善がなされた。

これらの動きは、総務省が「行政不服審査制度
検討会」（http://www.soumu.go.jp/gyoukan/
kanri/gyouseifufuku/）を設置して、検討を進め
ていることとも関連しており、そうした動きもにらみな
がら引き続き改善させていきたい。
しかし、兵庫労働局の労災保険審査官らによる

偽造文書事件という大問題も起こっている。この
件では、ひょうご労働安全衛生センターが審査請
求をしたことのある当事者を含めて兵庫労働局と
交渉も行ってきたことを踏まえて、調査および再発
防止を求めたが、前向きな回答はなされていない。
内部調査と文書による指導だけですませてしまうと
いう体質を変えなければならない問題である。

成田労働基準監督署の暴言（「こんなにもらっ
て甘えるな」、「審査請求したら6か月分回収する」、
「労災を切ったあとどうなろうが知ったこっちゃな
い」等）･労災打ち切り問題等も取り上げたが、厚
生労働省交渉では「個別案件についての回答は
控える」という常套の官僚答弁もあり、内容のある
回答をなかなか得られないことも事実ではあるが、
真に再発を防止していくためにも、現場―労基署、
労働局レベルでのやりとりを踏まえて本省にもきっち
りとものを言っておく必要があると考えている。

肺がん労災補償の始期

じん肺合併症の補償始期

その他の労災補償関係については交渉の記録
を参考にしてほしいが、やり取りができなかった「じ
ん肺合併肺がん」の労災補償給付の始期の問題
について、最後にふれておきたい。

労災補償給付の始期は基本的に「初診日」であ
るにも関わらず、じん肺合併症についてのみ「症状
確認日」という独特の取り扱いがなされている。全
国安全センターでは、アスベスト曝露による中皮腫・
肺がんの事例に対して、じん肺合併症の場合と同
じ「症状確認日」を始期とするという誤った取り扱
いをする労働基準監督署が少なからずあったこと
からこの問題を取り上げ、是正させてきた（2004年
8･9月号28-30頁、2005年5月号56頁等参照）。
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1. 厚生労働省の情報公開について

（1） 法令等の解釈、運用の指針等に関する通達
を公表すること。昨年の回答では、「順次見直
し、必要に応じて掲載していくという方法でやっ
ている」（労災管理課）、「新しく発出した通達な
どは次第に掲載されるように順次手続きをとって
いる（総務課）と回答している。しかし、この1年

間の実績では、法令ベータベースの掲載通達数
は下記の通りである。今後の掲載の具体的な
計画を明らかにすること。

     2006/8/1 2007/7/11 増加
労働基準法 66 66 0
労働安全衛生法 144 156 22
労災保険法 66 66 0

労働安全衛生・労災補償に関する
要望書及び交渉の記録

2007年度厚生労働省交渉

  A. 全般的事項について

2003年4月1日から、原発性肺がんがじん肺の合
併症として取り扱われることになったことに伴い、同
年1月20日付け基労補発第012001号「じん肺法施
行規則改正に伴う労災補償上の取り扱いに関す
る留意事項等について」によって、以下のとおり、じ
ん肺合併肺がんについても、他のじん肺合併症と
同様の取り扱いがなされることとされてしまったの
である（2003年4月号参照）。
「1 平成15年3月31日までの間に業務上外の決定

を行うじん肺有所見者（石綿肺の所見がある者
を除く。）に発生した原発性肺がん（以下「肺が
ん」という。）については、平成14年11月11日付け
基発第1111001号［2002年12月号20頁参照＝
特別の言及はないが、「初診日」を始期とする取
り扱いになる］に基づき、事務処理を行うこと。

2. 施行通達の記の第3の2における「症状確認
日（医師による診断確認日）」とは、じん肺法第3
条に基づく胸部らせんCT検査又は喀痰細胞診

若しくはその他肺がんの診断の基礎となった検
査の実施日であること。

（3、4―省略）
5  施行通達の記の第3において石綿肺の所見
がある者を除くとしているのは、石綿肺の所見が
ある者に発生した肺がんについては、従来から
労働基準法施行規則別表第1の2第7号7に該
当する業務上疾病として取り扱っているところで
あり、その取扱いに変更はないものであること。」
アスベスト関連肺がんの補償事例が増加するに

つれて、逆に、同じ職業がんであってもじん肺合併
肺がんの場合だけ、「初診日」ではなく「症状確認
日」を始期とする取り扱いが続いているのはおかし
い。肺がんだけでなく、そもそもじん肺の合併症に
ついてだけ、他の職業病と違った取り扱いをするの
はおかしいではないかという問題提起である。

是非改善させていきたいと考えている。

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉
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石綿健康被害救済法 1 1 0

 【労働基準局総務課】

  ホームページ関係を担当している労働基準
局総務課としては、法令の解釈や運用の指針
等といった通達については、基本的にはホー
ムページの方には積極的に掲載をしていくべ
きものだと考えている。今後とも積極的に掲載
していくようにということで、さらなる徹底をさせ
ていただいて、今後適切な掲載に努めていき
たいというふうに考えている。

（2） 監督復命書、労災調査復命書の個人情報開
示請求には全部を開示すること。事業場情報、
医師情報（労災医員、主治医の氏名、意見）は本
人にとっての既知情報または本人自身にかかる
情報であるため、全て開示すべきである。

 【労災補償部補償課】

  労災復命書の労災保険給付に係る個人
情報の開示請求にあたっては、行政機関の
保有する個人情報の保護に関する法律に基
づいて、開示、不開示の決定を行っている。
今後とも適正に法令に基づき対処してまいり
たいと思っている。

 【労働基準局監督課】

  監督復命書に関しても労災復命書と同様
に、開示請求については、行政機関の保有
する個人情報の保護に関する法律に基づい
て、事案ごとに、開示、不開示の決定を行って
いるところ。今後とも適正に判断して対処して
いきたいと考えている。

（3） 死亡災害に係る遺族からの請求については
被災者本人とみなして開示すること。

 【労災補償部補償課】

  遺族から、被災労働者の死亡に係る労災
適用の請求があるものについては、当該被災
労働者の情報を、請求者である遺族の情報
とみなして開示、不開示の決定を行っている。
先ほども申しましたように、今後とも法令に基づ
き、開示、不開示の決定をしてまいりたい。

（4） その他
  労働基準行政情報システムの活用実態を明
らかにすること。そのデータベースに登録されて
いる検索対象の通達・事務連絡（共通部分）、
決定書、裁決書、判決例（労災補償関連）は年
ごとにそれぞれ何件あるか明らかにすること。

 【労働基準局監督課】

  労働基準行政情報システムの活用につい
ては、私たち職員が円滑効率的に遂行する
ために、各職員の判断で、業務遂行上必要に
応じて当該システムをフル活用していく。職員
の判断で使うということですから、特に活用実
態を把握する必要はないと考えている。

 【労災補償部労災管理課】

  データベースに登録されている通達等の件
数を明らかにすることとあるが、判決例等につ
いては業務上参考として活用しているものな
ので、年ごとに何件あるか集計する必要はな
いと思う。仮に件数を把握することになればシ
ステム等の改修も必要になってくるので、実務
上件数を把握する必要はないと考えている。

厚生労働省の情報公開問題

飯田勝泰（東京労働安全衛生センター）： Aにつ
いて、ご意見･質問をどうぞ。
質問： A1（1）について、昨年とほとんど数字が変わ
らない。この理由は何か。また同じような回答だ
が、どういうことか。
高山俊雄（亀戸ひまわり診療所）： 数の変わって

いない具体的な理由ですか。ちゃんとやるという
予定だったでしょ。
回答： こちらとしては事務処理等やるということで
したが、実績が伴っていないという認識はござい
ます。ですので、さらにそういう指導等させてい
ただいて、1件でも多く載せていきたいと、総務課
の方では考えています。
質問： 考えてたって、どうやったら各部署が進んで

やることになるの？
高山： そういう趣旨を法令所管課の方にきちんと
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説明させていただいて、繰り返しになりますが、1
件でも多く載せていきたいと考えています。
飯田： あなたはホームページ担当の仕事でしたよ

ね。したがって、出てこないものは載せようがない
ので、安全衛生法の関係で言うと若干増加して
いるが、基準関係や労災関係、ましてや石綿健
康被害救済法の関係については全く出ていな
いということですよね。たとえば労災補償と監督
の方でちゃんと答えていただかないと答弁になっ
ていない。いくらあなたがそうおっしゃっても、出
てこないものは載せようがないですからね。労災
補償と監督の方で答えてください。
回答： 労働基準局監督課で労働基準法関係を

みています。厚労省のデータベースシステムに
おいて通達等を公表することは重要なことであ
ると認識している。おっしゃるとおり、ご指摘を踏
まえて2006年以降の掲載が十分ではないと認
識しているので、この点については、新たに発さ
れた通達等について順次ホームページに掲載
する手続を講じているところ。ホームページ上に
掲載させていただきたいと考えております。
川本浩之（神奈川労災職業病センター）： 少なくと
も、いろんなことで新聞発表されることがあるじゃ
ないですか。それは往々にして通達が新しく出
されたときとか、事件があってそれに伴って通達
が出てますよね。確かに救済法などは何も変わっ
てなかったかもしれませんが、そういう意味では
プレスリリースされたものについては、間違いな
く総務課に、通達の根拠となる、あるいはそれに
伴って出されたものは同じように出すというような
仕組みというかシステムを作らないと。「必要に応
じて」というのは、要するに「担当者任せ」という
ことでしょ。その結果がこうでしょ。結果を変える
ためには仕事のやり方を見直す。皆さん、日常の
仕事をいろいろやっているわけだから、総務課が
出すのかどこが出すのか知りませんが、こういう
ものは必ず載せるんだよというのをまず出さない
と。必要に応じてといっていたら、面倒くさいから
何もしないということになってしまう。もう10年も毎
年同じように回答されているんですから、変わら
ないですよ。だから、こういう場合は絶対にちゃん

とホームページにアップするんだという仕組みを
まず作るべきです。少なくともプレスリリースすると
きに通達が出てるのがあるのだから、それくらい
はすぐにちゃんとアップするという仕組みを作った
らどうですか。
飯田： 補償課も言ってください。
回答： 労災補償部労災管理課です。回答として

は去年と同じになってしまって申し訳ないのです
が、労災補償関係に関しては、平成18年3月17日
に制定されている「石綿健康被害救済法の施
行について」を最後に掲載が止まっている。今
後については、順次掲載をしていくように努めて
まいりたいと考えております。
飯田： 実証的に示していただかないと、毎年同じこ
とをやっていても埒が明かない。われわれは厳し
くチェックしてますから、あまり同じような回答を毎
年繰り返していただいても、仕事やってるの？ と
いう話になってしまいます。今日はみなさん、その
言葉を忘れないでください。
中山（三多摩労働安全衛生センター）： 労働基準

関係、今のその情報公開という点について具体
的にお聞きしたいが、平成15年10月22日に有期
雇用労働者関係の通達が出ているが、これが
実際には掲載されていなくて、012号くらいまでし
か載ってない。同日発表されたいくつもの通達
で、有期雇用労働者の雇い止めに関しての具
体的な事例を挙げたのものが掲載されていない
というのは何か恣意的なものを感じたのだが、な
ぜ同じ日に発表された通達がすべて開示されて
いないのかという点をお聞きしたい。
回答： すみません、その事情は存じておりませんで
した。具体的にどの通達が載っている？
中山： 001号から012号くらいまで同じ日に出され

た通達のうち3本しかが載っていない。
回答： 有期雇用雇い止めのですね。
中山： そうです。
回答： それは十分認識していなかったので、確認
をしてみます。
中山： そういうふうに同日に出されたものが載せら

れていたり載せられてなかったりというのは、恣
意的なものを感じるのですが。

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉
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回答： いえ、そういったことはないです。
中山： ないですよね。はい、わかりました。
飯田浩（尼崎労働者安全衛生センター）： ひとつ

は通達のことで、アスベスト被害者の場合、疾病
にかなり難しい内容があるので、広域でも交通
費を支払うということになりましたよね。その広域
の範囲について通達で書かれていたと思うが、
これは公表されているのかどうか。つまり被害者
の方が、かなり離れた専門病院に行きたいという
場合、そこが交通費が出るのかどうかすぐに自
分で判断できるような段取りがつけられているの
かどうか、教えていただきたいというのが1点。

  もうひとつは、1（3）にかかるのですが、その前
にちょっと経験したことを言うと、あるアスベスト被
害者が中皮腫で亡くなっており、どこかでアスベ
ストを吸っているわけですがわからないから、そ
のお連れ合いの方が、すべての工場の名前を
分かる範囲ですべてあげて労災申請をしたら、
労災が通ったんです。私はその方の相談に乗っ
ていて、大きなトラックの運送の仕事をしていて、
そこはよく天井からアスベストが落ちてきたという
話をしていたので、そういうことで認定されたとし
たら、かなり驚くべきケースだなと思って確かめて
みたら、それ以前の仕事で認定されていたので
すが、御本人は全然ご存じないんですよ。認定
されたことはわかるけど、結局どういう仕事でど
こで認定されたのか、本人はご存じない。こうい
うケースについては開示請求をしなくても、労災
申請されたときは、わからないから申請しますとい
うことでされていますから、これこれこういうことで
認定されましたということくらいは連絡がいっても
よいんじゃないかと。開示の姿勢のイロハの問
題だと思いますが。

  それからもうひとつは、一人の被害者の方、
中皮腫だったと思いますが、生存中に労災申請
をされて認定された。それからしばらくして亡く
なられて、それから非常に期間が経ったのです
が、遺族の方が会社に慰謝料請求をしたいとい
うことになった。当然、遺族は遺族年金を給付さ
れているわけですが、夫の仕事の中身をよく知ら
ないわけですから、どういう仕事で認定されて、

それはどういう人たちが証明してくれたのかを知
りたくて情報の開示請求をした。すると、遺族年
金が支払われたことについての書類は出てきた
が、その前提になっている労災認定された根拠
については出てこなかった。だから今でもその方
は、会社のどういう人たちが証明してくれて、名
前まではよいのですが、どういう証明があって、
夫が労災に認定されたのかということが分から
ない。ここで書かれているのは、遺族の方が労
災請求をするというか、遺族年金の請求をする
ケースを指しているのかもしれませんが、いま申し
上げたようなケースについては、会社の方は、何
十年も前のことですから、その方がどういう仕事
をされていたのかはっきり証明できない、監督署
が認定したとしてもうちとしては簡単には認めら
れないという話になりますよね。それを証明しよう
とすれば、最低限なぜ監督署が認定することに
なったのかというレベルの情報は必要です。そ
れが本人じゃないと出てこないというのは、いささ
か不合理だと考えるのですが、それについての
見解を聞かせていただきたい。
回答： 補償課です。3点要望をいただきました。
  まず、1点めは移送費の関係ですが、17年度
に移送費の取り扱いを変えて、制限を外して同
じブロック内であれば最寄りの医療機関で、
飯田： 通達の説明はいりません。
回答： すみません、その通達についてはデータシ
ステムにまだアップされていないので申し訳ない
ところですが、それで最終的に、どこの医療機関
であれば移送費が支払われるかどうかは、その
通達に基づいて署で判断するので、見た方が、
ここだったら行けるというのは、その通達を見て
も具体的には示されていないのですが、こういう
取り扱いになっていますという通達を広く知らし
めるという意味ではアップすべきものだと思いま
すので、その点は重々承知の上、あの、順次挙
げていきたいと思っています。

  2点目は、中皮腫の取り扱いで、監督署の、そ
の人がそういう仕事をして中皮腫になったのかと
いうことですよね。これについては認定された時
に、一応きちんと監督署の窓口で説明責任を果
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たすということは、署の職員にも指導しております
ので、その点は徹底していきたい。
飯田： それは通達か何かは出るのですか？
回答： そういうのは留意通達とか、会議とかで窓

口担当者の指導の徹底とか、扱いとか指導、定
期的に指導というか、指導しているところでござ
います。

  3点目の、会社に民事訴訟をされている方の例
を出していただいたのですが、先ほどもお答えし
たように、遺族ということであっても第三者だから
亡くなられた方の情報は開示できませんという対
応はもちろんしておりません。ただ同僚の方のど
なたがどういう証言をしているとか聞き取りをして
いるという話になると、同僚労働者の情報になる
ので、その点も含めて総合的に個別に判断して
いく話になります。ただ、どういうことで労災認定
されたかは、もちろん認定基準に基づいて判断
した話なので、その点はきちんと説明をしている
と認識しております。
飯田： いまの話はわりと最近の話ですが、石綿救

済法で特別遺族年金の請求をされたと、こういう
ケースはそもそも労災かどうかも含めて判定しな
くてはいけませんから、割合に全体的な流れが
分かるような資料が出てきますよね、開示されると
すれば。だけど労災が既に決まっている人につ
いては、遺族が遺族年金を請求していたと、それ
についての資料を請求した場合、今の話だと、
本人と同一とみなして、同僚の名前まではいい
のですが、労災認定されるに至った経過につい
て分かる資料が開示されている、あるいはして
いるはずだというふうに伺ってよいですか。
回答： これは通常の個人情報と同様に、もちろん

第三者ということであれば別ですが、そういうとこ
ろで判断しているものと、私は認識しています。
飯田： 言っていることがだんだん分かりにくくなって

いるのですが、要するに、夫がアスベスト取り扱
いの仕事をしていて、本人が労災申請して労災
になったと。ご遺族の方が、今度、会社の方に、
慰謝料を支払うべきじゃないか、会社の責任が
あるんじゃないかということで話をしに行ったとこ
ろ、何十年も前にどんな仕事をしていたかなど証

明できない、だから不可能だ、と仮に言ったとしま
すよね。それじゃなぜ労災認定されたのかという
情報を手に入れておきたいというは当たり前のこ
とでしょ。だから、それは実際に開示してもらえる
のかどうか。非常に分かりやすい質問だと思い
ますが。
回答： なぜ労災認定されたかという話になると、先

ほどもかいつまんでいただいたのですが、認定
要件を満たしたということになってくるのですが。
それがどういう内容で出されているかはちょっと
事例がないので分からないのですが、わかるよう
な内容になっていると思うのですが。
飯田： いまの答弁は、要するに、分かるような内容
になっているのが当たり前という答弁ですよね。
なっているはずだという答弁でしょ。だから、なっ
ていなければ、こちらからあらためて監督署に話
をしてよいいということになりますよね。
回答： 内容が分かっているかどうかについては、え

～、その～、要は、出された、その～、復命書とか
そういったもので、それこそ個別にこれはどういう
状態にあるかを見ていかなくてはいけないので、
その結果としてお示ししたものが分からないとい
うのは、どういうところが分からないっていうのが
あるんでしょうか。
飯田： だんだん難しくなってきましたが、会社の方

は、あなたのおつれあいが本当にアスベストにか
かわる仕事をしていたのかどうか、40年も経った
今となってははっきり証明できない、会社にはそう
いう資料がない、と言っているわけですよ。これ
はお連れ合いの方からすると、そんなに毎日毎
日、夫が帰って来てから現場の中の状況を細か
く報告してメモを取っていることは一般的にない
わけですよ。すると、最低、労災に認定された経
過についての資料は欲しいというのは当たり前
でしょ。今おっしゃったのは、そういう経過につい
て、なぜ労災になったかについては分かるような
ものが提供されているはずだとお答えになったと
思うのですが、そうじゃないんですか？
回答： 認定要件にあてはまるだけの曝露があるか
とか、こういう仕事をしていたということが、同僚
労働者の証言とか供述から持ってきている場合
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は、その証言や供述は、その方の情報でもある
わけです。たしかに従事期間は認められるとか、
従事していた、と結果としてなっているとは思うん
です。ただその根拠となると、その供述をした人
が、その方の情報でもあるわけで、そこらへんは
先ほども言ったように個別に判断するということに
なっています、はい。
飯田： ごめんなさいね、時間をとって。今おっしゃっ

たことは、非常に極端に他人の情報にかかわる
ことを除けば分かるように出ているはずだという
お答えですよね。それは確認してよいですかね。
回答： 結果として、何年あるとか、プラークがあった
とかいうのは分かる。そうしないと認定はしない
でしょうから。ただ、医者がどういう意見を書いた
かとか、同僚労働者がどういう供述をしたか、そ
ういう第三者にかかるようなことについては個別
に判断すると。
古川和子（中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の
会）：ちょっと許せない言葉があったので一言言
わせてください。中皮腫アスベスト疾患・患者と
家族の会の古川と言います。先ほどのお答えの
中で、被災者本人と見なして開示してくださいと
いう要望に対して、遺族の情報とみなして開示し
ていくとおっしゃいましたね。その遺族はどうして
生まれたんですか？夫が死んだからでしょ。その
夫の情報を求めてどこが悪いんですか。今の尼

崎の飯田さんの質問もそのへんですよ。その遺
族という立場を受けざるを得なくなった者が、夫
の情報を開示してくださいと、そのどこが悪いん
ですか。それに答えてください。
回答： すみません、良いとか悪いということについ

ては私どもでは言ったつもりはなかったのです
が、亡くなられた方の情報について、基本的に開
示対象として取り扱っているところです。それは
ご理解いただけますか。
古川： 分かってますよ。だけど、遺族でさっきから

言っているように、自分で知りうることができない
情報をあなたたちは持っている、なぜなら夫のこ
とを調査したわけですね。例えば、私も遺族で
すが、夫のことを調査したわけ。だから労災認定
になった。だから平均賃金が決まった。そういう
情報をあなたたちは持っているわけでしょ。遺族
として、遺族の権利として、それを教えてください
と情報公開を求めているんです。それに対して、
もっと誠意をもって対応してくださいよ。そういう
ことです。
回答： 誠意を持つのは当然、法律に基づいて対

応させていただいているところです。
古川： その法律が悪いと言っているのではない。

考え方が悪い。だれも望んで遺族になったわけ
じゃないということです。

  B. 労働安全衛生関係

1. 職場の嫌がらせ・いじめ対策について

  個別労働紛争解決援助制度に寄せられる相
談において、「職場の嫌がらせ・いじめ」が相談の
1割を超えている。「職場の嫌がらせ・いじめ」が
労働者のメンタルヘルス低下をもたらす要因とも
なっており、労働衛生上の対応策が急務の課題
である。こうした相談内容を分析し、「職場の嫌が
らせ・いじめ」等を防止するための対策指針（ガ
イドライン）を策定すること。

 【安全衛生部計画課】

  メンタルヘルスの観点から安全衛生部に
おいては、平成18年3月31日付で出されている
「労働者の心の健康の保持増進のための指
針」に基づいて、労働者の職場におけるメンタ
ルヘルス対策を引き続き行っていきたいと考え
ている。

2. 健康管理手帳について

（1） 石綿による疾病の健康管理手帳の見直しの
内容（予想交付対象者数を含む）及び時期につ
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いて明らかにすること。

 【安全衛生部計画課】

  石綿等を製造または取扱業務に係る健康
管理手帳の交付要件について、最新の医学
的知見等を踏まえ労働安全衛生規則の改正
を行い、すでに8月31日に公布されているが、
10月1日から施行する。改正の内容について、
これまで石綿の健康管理手帳の交付要件に
ついては、両肺野に石綿による不整形陰影が
あり、または石綿による胸膜肥厚があることと
いう要件だったが、これに加えて、石綿等の製
造作業を、石綿等が使用されている保温材、
耐火被覆材等の貼り付け、補修もしくは除去
作業、石綿等の吹き付け作業または石綿等
が吹き付けられた建築物、工作物の解体、破
砕等の作業に10年以上従事した経験を有し、
かつ、初めて石綿等の粉じんに曝露した日か
ら10年以上経過していること、というのを一つ
の要件として追加した。もうひとつは、いま申し
上げた作業を除いて、石綿等を取り扱う作業
に10年以上従事した経験を有していること、
ということを新たに追加するということ。今まで
の、石綿の所見があるという要件に加えて、一
定の従事歴がある方にも健康管理手帳の交
付が認められる場合があるということである。

  今回の改正に伴い、新規の交付対象者が
どれくらい増えるかということだが、これは予
想が難しい話だが、うちの方としては、一つの
根拠としては現在行っている石綿の特殊健
康診断、平成10年から18年における平均受
診者数が10年間で2万6千から7千でして、そ
れをひとつの参考にすると、万単位で増えるの
じゃないかなという見通しで考えている。

（2） 労災補償と安全衛生の部署の連携を充分に
図り、石綿疾患で業務上認定になった被災者が
石綿にばく露したと考えられる全ての事業所に
対して、同僚や退職者に石綿健診を受診するよ
うに呼びかけるよう、きちんとした通達を出すこと。

 【安全衛生部計画課】

  これは退職者についてのことになりますが、
健康診断を受診するように呼びかけるようにと
いう話だが、これまでも健康管理手帳の制度
については、あらゆる機会を通じて周知に努
めてきたところで、今回の交付要件の改正に
あたって業界団体等を通じて周知に努めると
ともに、改正内容を厚労省のホームページに
掲載するなどして周知の徹底を図っていきた
いと考えている。

（3） 石綿健康管理手帳の交付要件の緩和によっ
て今後退職者の石綿健康健診が急増すること
が予想される。健診指定医療機関を大幅に増
やす必要があると思われるが、医療機関の選定
をどのように考えているのか明らかにされたい。

 【安全衛生部労働衛生課】

  今回の改正によって、手帳の交付件数も増
えるだろうし、健診受診者の増加も見込まれる
と認識している。新規の委託医療機関につ
いては、健診の精度を確保しなければいけな
いというのも当然あるが、健康診断に用いる設
備要件の一部を緩和するなどして、医療機関
の拡大に努めていきたいと考えている。

3. 石綿ばく露防止について

（1） 石綿障害予防規則について
① 建築物または工作物の改修・解体工事におけ
る石綿則第3条の事前調査が自己申告でいい
かげんになっている。労働基準監督署の安全
衛生課に改修・解体工事において石綿則に基
づいた調査結果の掲示がなく、養生もしていな
い。湿潤化（第13条関係）していない工事につ
いて通報し、現場への調査を依頼すると「吹き
付け石綿さえ使用されていなければ問題ない」
という答えが返ってくる。石綿等が使用されてい
る保温材、耐火被覆材、断熱材が貼り付けられ
た建築物等の解体等の作業は石綿則第5条の
作業届けを行わなければならないが、解体等に
おいても吹き付け石綿と同様の措置を講じるよう
改正すること。
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 【安全衛生部化学物質対策課】

  石綿障害予防規則第3条の事前調査の件
と、保温材、耐火被覆材について吹き付けと
同様の措置を講じることの2点について要望
されていると認識している。まず、石綿を含有
する建築物の解体等の工事については、石
綿障害予防規則に基づく措置を講じる必要
があって、各労働基準監督署においては事前
の届出やその他の情報に基づいて必要に応
じ、現場への立ち入りや必要な指導を行って
いると認識している。

  また、事前調査については、誰が行ってもよ
いということではなくて、石綿作業主任者、特
別教育等の石綿に関する一定の知識を有す
る者が行うことが望ましいということを各都道
府県を通じて指導している。引き続きこれらに
基づいて対応してまいりたいと考えている。

  また、石綿含有建築物の解体作業につい
ては、石綿粉じんの飛散の程度に応じて必要
な措置を規定している。吹き付け石綿と、石綿
を含有する保温材等では、その除去作業等
において石綿粉じんの飛散の程度が異なるこ
とから、現時点では必要な措置はとっていると
いうことで、吹き付け石綿で求めている隔離ま
では求めていないが、関係労働者以外の立
ち入り禁止の措置を求めているところである。

② 石綿特殊健康診断について、6か月以内ごと
に1回行うことが義務付けられているが、石綿関
連疾患の潜伏期間を考えると、少なくとも就労後
10年までは胸部レントゲン検査で石綿関連疾患
が発見される可能性はない。むしろX線被爆に
よる副作用の方が問題である。とりわけ若い労
働者の場合被爆の影響が大きい。また、事業主
の経済的な負担にもなる。その他、石綿健診以
外にじん肺健診と一般定期健康診断も義務付
けられており、すべて実施すると1年に3回胸部レ
ントゲン検査を行うことになり、さらに被爆は大きく
なる。したがって、石綿健診は就労後10年まで
は問診と診察のみにすべきである。10年以降も
石綿健診、じん肺健診、一般健診を1回の胸部レ

ントゲンで診断するように指導されたい。

 【安全衛生部労働衛生課】

  このご要望については昨年度も話をいただ
いていると思う。ご存じのとおり、X写真につい
ては、あり方検討会というのが持たれ、その中
で各方面から多種多様なご意見をいただい
ている。専門家の皆様のご意見をいただきな
がら今後も検討してまいりたいと考えている。
健康診断の中でX線の検査回数ということだ
が、これは御存じのとおり、じん肺法第10条で
は、健康診断においてはその限度において一
般健康診断や特別健康診断を行わなくてもよ
いということになっているので、そこの部分を含
みおきいただければと思う。

（2） 民間の個人所有の会社などでも、監督行政
機関の権限を躊躇なく積極的に行使すること。

 【労働基準局監督課】

  ご指摘の事項については、われわれとして
は、会社の形態等の区別なく、必要な場合に
必要な対応を行っていると認識しているので、
引き続き対応してまいりたいと考えている。

（3） 2006年秋、近畿鉄道の名古屋駅のホームの
天井に石綿含有塗料が確認されないままコン
コースの一部改修工事が行われた。これは2005
年7月、2006年10月の国土交通省の調査から漏
れていたことが判明した。この調査は厚生労働
省が国交省に委託をして実施したものである。

① このように厚生労働省の委託を受けた国交省
の建物の石綿調査は正確な調査とは言えない。
厚生労働省としての考えを明らかにすること。

② 近鉄名古屋駅のケースについて厚生労働省
はどのように指導しているのか。また同様のケー
スは全国に何件あるのか明らかにすること。

 【労働基準局監督課】

  近鉄名古屋駅のケースは今年5月に近畿
鉄道株式会社から記者発表があった件で、
案件を把握した際に、所轄の労働基準監督
署で事実関係を調査した上で法令順守およ



20  安全センター情報2007年11月号

び再発防止の徹底について指導している。

4. 石綿の全面禁止について

（1） 禁止措置の対象が0.1％超含有物に拡大され
たことに伴い、「天然鉱物中の石綿含有率の分
析方法」も示された。0.1％を超える石綿の非意
図的含有の可能性のある天然鉱物を取り扱う
事業場に対する監督、指導等の実施状況を明
らかすること。

 【労働基準局監督課】

  監督指導等の具体的な実施状況等につい
ては、詳細を申し上げることはできないことをご
理解ください。ただ石綿については、非意図
的含有であっても0.1％を超えて含有する場合
は製造等が禁止されることになるので、この事
例を把握した場合には、各労働基準監督署
において必要な対応を行っている。昨年10月
16日に記者発表したのだが、タルクの関係で
0.1％を超えて含有しているものを製造してい
ると疑わしき事例があったので、製造している
33事業所に対して緊急調査を行い、10月16日
に記者発表している。製造事業所とともに商
社や使用事業所についても、実名、会社名を
公表している。

5. 小規模事業場の医師による面接指導に関し
て

（1） 平成18年4月1日施行の改正労働安全衛生
法附則第2条において、常時50人未満の労働者
を使用する小規模事業場における面接指導等
については、平成20年4月1日以降に適用するこ
ととなっており、通達によれば「地域産業保健セ
ンターを活用すること」があげられている。しか
し、地域産業保健センターの活動については、
一部活発な活動がみられるものの地域によるば
らつきがみられ、きわめて低調なセンターも多く見
受けられ、8月7日に公表された総務省の「労働
安全等に関する行政評価・監視結果に基づく勧
告」においても指摘されているところである。今
後同センター事業をはじめとした小規模事業場

における面接指導等の実施を確実にする施策
をどのように展開する予定か明らかにされたい。

 【安全衛生部労働衛生課】

  ご存じのとおり、平成20年4月1日以降は小
規模事業所においても、長時間の時間外や
休日労働を行った労働者に対しては医師によ
る面接指導を実施するということが義務付け
られることになっている。この面接指導につい
ては、確実に実施が行われるよう事業者に対
して、申し入れ様式の作成や具体的な体制
整備の方法等についてパンフレットを配布する
ことによって啓発に努めているところ。集団指
導やあらゆる機会を通じて事業所に対して指
導を実施している。この指導を引き続き実施し
ていきたいと考えている。また、小規模事業所
においては、面接指導を実施するにあたって
地域産業保健センターを活用するということを
考えているが、この地域産業保健センター事
業の活用促進を図るためにパンフレットを作成
配布することにより、労働者や事業所に対して
周知することについて検討してまいりたいと考
えている。

石綿健康管理手帳

飯田： 時間があまりないので、Bの関係について
質問や意見を出してください。
平野敏夫（東京労働安全衛生センター）：東京労

働安全センターの平野です。亀戸ひまわり診療
所の院長をやっています。健康管理手帳の問
題と石綿健診のことで、若干、現場の状況をお話
ししながら聞きたいのですが、まず、健康管理手
帳の健康診断ですが、どういう要件でその指定
医療機関を選んでいるかというので、先ほどの
回答では、健診の精度の問題を考えているとい
うことしか言われなかったのですが、私は神奈川
の港町診療所でも診療をやっていまして、神奈
川の指定医療機関で石綿健診を受けたという
患者さんを何人か診たのですが、非常に診断が
いい加減です。明らかにアスベストによる胸膜プ
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ラークがあるような写真にも関わらず、石綿関連
疾患の疑いだとか、曖昧な診断で、要CTなのに
CTをやってないとか、そんな方がちらほらと見ら
れる。明らかにアスベスト疾患についての知識
がない医者が診ているという印象を受ける。だ
からどういう要件で選んでいるのかさっぱり分か
らないというのが一点。詳しく聞きたい思います。

  もう一点は、石綿の健康診断ですが、昨年も
質問したら「検討する」という話でした。年2回レ
ントゲンを撮らなくてはいけない。この間、うちの
診療所でも石綿健康診断を受けに来る方がい
ます。最近は新規参入の業者さんが多くて、非
常に若い方が来るんです。中には高卒の方も来
られたり、20歳くらいの方とか、結構給料もよいの
でしょう、そういうことでたくさん若い方が来られま
す。これから石綿の仕事をする、除去作業をす
ると。そういう方に、毎年2回レントゲンをとらなく
てはいけない。やらないと入れてくれないので、
真面目に来ます、皆さん。半年に1回必ず。する
と、やる方はつらいですよ。医者としては非常に。
やっても無駄ですからね。これからやるとか、は
じめて半年や1年の方に石綿によるプラークが
出るわけありません。全く意味がない。被曝レベ
ルがあがるだけですよ。こんなことを年2回もやっ
て。このへんを昨年も話をしたら、「趣旨は分かり
ます。検討します」ということでした。1年経って、
今日もまた「検討します」という回答だったので、
どういうふうな検討をされているのかお聞きした
い。この2点、お願いします。
古谷杉郎（全国安全センター）：ちょっと、前者の件
については、健康診断実施の運営通達が出て
いるのは承知していますので、変える、緩和する
と言われたわけですが、これはもう出たのかな？
回答： まだです。
古谷： 実施要綱通達も変わりますか？
回答： はい。
古谷： そしたら実施要綱通達と運営通達が変

わった時点で、10月1日というからもう少しで出ま
すよね。それをください。いまの委託医療機関の
選定基準については出ていることは知っている
ので、それはこっちでやるので、変わる内容が答

えられるなら、それだけ答えてください。
回答： 健診にあたって医師についての、呼吸器と

かあの～、放射線の専門的知識を持っている方
ということで、要件は現状のものでは、専門的知
識や経験を有するということがお話しにあったと
おりそういうかたちになっているんですが、それに
加えて、診断に必要な知識や技能を有する医師
を確保することが重要だという認識はありますの
で、まさしくその要件にどういったものを加えるか
というのは今やっているところで、正直なところ。
平野： 要件に合えば、医療機関のほうから手を挙

げて「うちでやります」というような要請があった
場合は検討していただけるのですか？
回答： いわゆる公募方式ということでしょうか？
平野： 指定医療機関にしてくれという要望があっ

た場合は検討していただけるのですか？
回答： 要件がありますよね。
平野： だから要件を満たしていれば。要件を満た
しているということで手を上げた場合です。
回答： 局で指定医療機関の手続をやっていく中で

そういった要件に満たしていれば、そういった機
関と契約を締結していくいくことになるのかなと。
高山俊雄（亀戸ひまわり診療所）： それは間違いな

い？そういうふうになっているのね。
回答： いいえ、いま申し上げているのは、あの～、そ
こに向けて検討しているというふうな段階なんで
す。正直申し上げて。
平野： まだなっていないということね。
回答： そうです。まだなってないですね。ちょっと今

の段階で、この段階で申し上げるのかどうかはあ
るんですが、そういった問題点、医師の確保とい
う問題点は認識しているので、そういったことを
踏まえて、いま詰めの段階をやっているところで
す。10月1日施行ですから、それまでにそういった
問題意識を反映させるような改正ができればよ
いなということを考えています。
平野： 10月1日って、もうすぐじゃないの！まだ決まっ

てないの？
回答： はい、あの～正直申し上げてまだ決まってる
というわけではないので。
平野： 何やってんだよ！
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回答： 今まさしくやっているところです。

石綿特殊健診のレントゲン検査

回答： 健康診断の問題は、先生からお話しいただ
きましたとおり、この間も検討していてまだ検討中
かいと。おっしゃるとおりですが、別に放っている
わけではございません。これはご理解ください。
いろいろな業務が重要だということも理解してお
ります。そのうえで、いろいろな業務を並行して
進めながら、申し訳ないのですが、時間的には頬
かむりするほかない。ごめんなさいしかない。
平野： 就労して1年や2年の人に年2回もレントゲン
を撮るのは無駄だという認識は共通しると考え
ていいですか？
回答： これは無駄かどうかは、無駄なら、じゃ、やら
なきゃいいじゃないかと。
平野： じゃ、そこらへんを含めて検討しているという
ことですか？
回答： 就労してから何年経ってからというと、そうい
うことには全部こだわらないです。トータル的に
やっています。
平野： 検討内容として、就労直後から年2回毎年

若い人に無駄なレントゲンを撮るのはまずいん
じゃないか、という認識はしてないんですか？
回答： 先生がおっしゃいますのは、2回撮っても、若

い人は曝露したとしても、陰影が出ないという話
ですよね。そこのところは、いまのところは加味し
ていません。
平野： 被曝によるデメリットがある、副作用がありま

すよ、ということも含めて言っているんですよ。
回答： そうですね。
平野： それもまだ全然検討してない？ そういう認識

はないですか？ いまのところは。
回答： いろいろな方面の意見があるわけですよ。

前回は7月だったと思いますが、あり方検討会の
報告書が出て、そのあと報告を受けて、それを
加味しながら検討しているのですが、その中で
先生がおっしゃるように、じゃ若い人はどうすると
か、そこをスポット的にやっているわけではないん
ですよ。
平野： 定期健診はやらなくちゃいけないよ。その

上にまたさらに石綿健診の話をしているのです。
石綿健診というのは、石綿による石綿関連疾患
である石綿肺などを診ようという健診でしょ。これ
を就労時から毎年、年2回もやるのは無駄じゃな
いですかという話です。定期健診の話じゃない
ですよ。アスベストの石綿肺、肺がん、中皮腫を
みるためにやる健診なんですよ。たとえば石綿
肺やプラークが就労から1年で出ますか？
回答： いや、それは医学的なことなので、先生の

おっしゃることが多分正しいので。
平野： そういう認識はあるわけですよね、もちろん。
回答： 先生のおっしゃることにつきましてはね。
平野： であれば、就労時から必ず毎年やることを

見直す必要があるわけでしょ。今はだいたい5
年から10年たって石綿肺の0/1が出てきますよ。
そう、石綿作業主任者のテキストに書いてありま
すよ。であれば、せいぜい10年くらいまでは石綿
肺もプラークもでるということでやるのは無駄なわ
けでしょ。無駄などころか、被曝が2回あるわけ
です。それを考えると、止める方向で検討してい
ただけるのがまず最初ではないかと思いますが。
回答： 先ほど申し上げた専門家の先生方、もちろ

ん先生も専門ですからご意見をいただきながら
検討していきたいということでお話は承ります。
平野： 前回だって同じじゃないか。前回も同じ話を
しているでしょ。何も進まないじゃない。あなた方
は進んでいるようなことを言っているけど。
川本： そんなの問診で職歴を聞いて、10年間曝

露がないですかというのを1項目いれて、それで
「ありません」という人は除外すればよいという
だけの話じゃない。何の難しいこともない。
回答： そういうことを簡単に決めるわけにはいかな

いんですよ。
川本： いや、議論してないだろ。してるのかよ！
じゃ、本当にそれを。委員会の中で一言も入って
ないじゃないか、石綿のこと。議論してないだろ、
全く。持ちかけたけどそこで議論があるのだった
ら、それを言ってくれよ。議論してないんだよ。問
題認識が分かってないんだよ、事務方は。
片岡明彦（関西労働者安全センター）： それはそ

れで別建てでちゃんとやれば良いんじゃないで
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すか。
回答： 意見ということで聞いているわけですから。
川本： 去年から同じこと言うてるんだよ。
片岡： やっているが、えらい時間がかかってると。

だけど、ま、石綿健診は増えてるし、小手先の解
決ができそうだから、ちょこちょこっとやったら良い
んじゃないですか。僕はそう思うんですけど。メ
インのややこしいのは、それは、ま、やっといても
ろて、いま先生が言った分かりやすい話はちょこ
ちょこっと変えたらそれで良いんじゃないですか。
回答： ま、そういうご意見ということで…。
片岡： ご意見というても、皆そう思っていると思いま

すよ。
回答： そう思っているということでお伺いします。
＜交渉団ざわめく＞
阿部知子（衆議院議員）： 去年もそうだったんで
しょ。同じような指摘ですよね。
回答： そうですね、はい。
阿部： この1年、何を検討されたんですか。
回答： 検討会報告をいただいて、その中で…
川本： 報告の中には入ってないじゃないか！
平野： それは定期健診の報告でしょ。
川本： 違うことを言うなよ！
阿部： この件に関して。
平野： 石綿健診の検討会はやってないじゃない。
川本： やってないよ。
飯田浩： X線撮影はもともと廃止の方向で検討さ

れてきましたよね。全員が一律にやる必要はない
ということで。あと肺がんの問題で、肺がんをやっ
ているところと、やってないところとで、肺がん検
診の有効性がどのくらいあるのかがずっと議論
になっていますよね。そういう議論の絡みの中で、
もう一方で、石綿健診やじん肺健診が重なって
出てきている。私の知っている人の中にも何回も
胸部レントゲンを撮る健診を受けている…
古谷杉郎（全国安全センター）： だから去年もそ
うだけど、その本体の方の議論をやって、そのこ
との話をされているのだけど、そっちもなかなか
決められない状況も見てて、報告書もまどろっこ
しいなと思いながら読んでいますが、去年、今年
ときているのは、その議論の中で埋もれてしまっ

て、実際には全然議論されていない石綿特殊
健診のこの問題については早く手を打ってほし
いという話をしている。趣旨はそこにある。
回答： 大枠のところではご質問の趣旨は…
古谷： そう、石綿特殊健診の話は全然されてな

いでしょ。そこで埋もれている話を去年も今年も
言っているの。
回答： そうしましたら、私もいい加減なことは言いた
くないので…
古谷： 健康管理手帳のこともあるし、チャンスなん

だよ、石綿の健康診断の見直しについては。
回答： ちょっと待ってください、よろしいですか。
古谷： ええ。
回答： まずは、ご要望の趣旨に対して、去年と今年
と同じじゃないかと、何もやってなかったんじゃな
いかという話のとこだと思うんですよ。それは確
かに責められるところだと思います。私もこうやっ
てお答えできない。じゃ、本当に何もやってなかっ
たのかと。「やってません」とは私は一言では言
いません。大変申し訳ないのですが、去年7月か
ら今年までの間、少なくとも私が来てからの間は
具体的にこのご質問についての、ご要望につい
ての検討をどういうふうにしましょうというのを、話
はもちろん出ていますが、話が出ているくらいで
は何もしないといわれるでしょうが、どういうふうに
もんだのかを、もう一度すみませんが、さかのぼっ
て検証させてください。それでお答えをさせてく
ださい。どなたにお答えしたらよろしいですか？
阿部： それじゃ何も…本当はこの前までに準備し

て来ないと。時間と労力の無駄ですよ。それで
ね、ここでもさらにゆずって、こちらから、繰り返し
撮るのはリスクを高めるという認識があるのかと
いうところまで、こちらは引き戻って聞いたんです
よ。あまりにゼロ回答だから。やっているかどうか
も分からない。
回答： 具体的にどういうかたちで検討したのか、そ

の内容ということになると、今お話できるようなもの
を私も持っていないです。ただ、全く話を去年か
らしないで、特にそのあとこういう検討会の報告
も出ていますから、そのあと全く話もしないで何も
しないで今日に及んだということではありません。
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阿部： じゃその話を、全くないのでないのだったら。
回答： ということで先ほど申し上げたように…
阿部： この場でその答えを聞きたいんです。だっ

て、そのために設定しているんですから。
回答： はい。
阿部： 誠意がないんじゃない、これじゃあ。調べて
きてくれても良いですよ。待ってますから。3時間
しっかりあるんですから。後回しにして待ってま
すから、この場で答えてください。
回答： 分かりました。時間内に調べますので。
飯田： 第一部で時間を使いすぎてしまって、ないん

ですが、最後に、じゃ。
 （→51頁を参照）

建築物の石綿対策

繁野芳子（名古屋労災職業病研究会）： 近鉄名
古屋駅の件ですが、3（3）①の回答はすっ飛ば
されたので、それをお聞きしたい。

  それと厚生労働省の指導、名古屋西労基署
の管轄ですが、ここは指導は確かにしておりま
す。ただ、改正石綿則ができているにもかかわら
ず、アスベストが含有されているかどうかの調査
をしないまま改修工事をしてしまいました。先ほど
の回答では、法律順守、再発防止という二つを
挙げていましたが、どうしてこういうことが起きた
のか。しかも近鉄という半公共的な、一日11万人
が利用するところで、なぜアスベストの含有を調
査をしないまま改修工事をやってしまったのか、
そのへんは調べているのかどうか。

  それと再発防止の中身をお聞きしたい。同様
のケースは全国に何件かあるのではないかと
思ったのですが、これは調べられたのでしょうか？
回答： 化学物質対策課です。3点ございましたが、

1点目の、国交省が厚労省の委託を受けてとい
うことですが、こちらとしては特段、委託とかした
事実はないと思うので、国交省が何をもってそう
思っているのか、わからないところです。こういう
調査というのは基本的に、労働者を雇う事業主
が自らの労働者の健康被害を防止するために
やるもので、事業主がしっかりとやっていただくも
のと認識しています。

  名古屋のケースがなぜこういうふうなことが起
こったのかと言われた場合、それはやはり事前
調査をしっかりしていなかったからと判断せざる
を得ないと思います。吹き付けバーミキュライトの
上に塗装されていて固まっていたという話だと思
うのですが、吹き付けバーミキュライトであっても
0.1％を超えて石綿を含有していれば、それは吹
き付け石綿と同様の措置が必要になります。吹
き付け石綿については、石綿則第3条に基づい
て、吹き付けであればちゃんと調査して、石綿含
有しているかどうか判断した上でやっていただく
ことになると思います。そういう中では、やはり調
査をしっかりしてもらうということの徹底を図って
いきたいと思いますので、事業主においてもその
ようなことがないようにしっかりやっていただきた
いとお話ししていきたいと思います。

  名古屋の件の具体的な指導の内容について
は、申し訳ないのですが、こちらとしては公にでき
ません。具体的指導の内容については、控えさ
せていただきます。

  また、全国に何件くらいあるのかという調査に
ついては、こちらもまだ情報は把握していません
が、個別事案があった場合には、当然、監督署
で必要な措置をとるよう指導していきたいと思い
ます。ご理解いただきたいと思います。
永倉冬史（アスベストセンター）： いまのバーミキュ
ライトの件ですが、これは実際に直接私が話を
聞いて、東京の大田労基署ですが、吹き付け
バーミキュライトの改修工事の際に、どういう工
事がされるのかという話をしていた時に、バーミ
キュライトの吹き付けは、そのケースは劣化して
いないからレベル3の工事でいいんだという正式
回答しているんですね。
回答： 吹き付けの除去の時にですか？
永倉： 除去というか、改修工事です。
回答： そこの部分を触らないということですか？
永倉： はい。ただ、レベル3の工事ではないですよ

ね。それは共通認識として、劣化していなければ
レベル3の工事というのは正しいのですか？
回答： 吹き付けの除去については、いわゆるレベ
ル3ということはあり得ないですね。ただ、そこを
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触らない、つまりそこの部分とは関係ないところを
改修していくということであれば、吹き付け部分と
は関係ないですということであれば、そういうこと
もあろうかと思いますが。
永倉： いろいろないですよ。だってレベル3は、外

壁建材を指摘して厚労省が指定した規定なん
だから。吹き付け、ひる石の認識でレベル3という
ことがあり得るのかどうか。これは大田労基署が
正式に回答しているのですが、私は間違いじゃ
ないかと言っているんですが、どうなんですか？
全国的に労基署がそういった認識で、吹き付け
アスベストであっても劣化状態によって飛散の可
能性がなければレベル3といってよいのかどうか。
そういう指導をしているわけですよ、現実に。
回答： 解体工事なのか、それとも10条に基づく事

務所の吹き付け石綿なのか、ということで、もしか
したら情報が混乱しているのかもしれませんが、
吹き付け石綿の解体除去等の工事であればレ
ベル1です。これは間違いありません。それは劣
化だとか何かは書いてありませんので、吹き付け
石綿の固定化であっても隔離措置はしておりま
す。劣化というのは10条の規定ですが、これは
普通に事務所として使っているところとか、屋根
とかに吹き付けがついているもの、つまり事務所
として使っている中の、天井なり耐火物の中に吹
き付け石綿がある、そういうものについて劣化損
傷の恐れがなく石綿飛散する恐れがないなら措
置は必要ないということになっています。それは
10条です。だから解体工事ではないです。
永倉： それは分かっています。
回答： 解体工事で吹き付けをやるのであれば、そ

れはレベル1で、それは条文を見れば分かってい
ただけると思います。何をもってレベル3という判
断になるのか、それは条文に書いてあるのか、詰
めていけば、どちらが正しいかは答えが出ると思
います。
永倉： そうとは思いますが、全国的に労基署の認

識を統一してもらわないと、まちまちな認識で工
事をやっている可能性があるということです。だ
から名古屋のケースも吹き付けのパーミキュライ
トですが、こすった後はずいぶんあるんですよ。

そこから飛散しているはずなのに、自分らでその
上に塗料を塗ったりしてるという現実がある。現
場をご覧になっていただかないと分からないこと
がいろいろありますので、ぜひ調査してください。
回答： 分かりました。大田署の件は、直接は東京

局を通じて聞くことになると思うので、今回ご指
摘いただいたことについては、局のほうにお伝え
したいと思います。また、名古屋の件もお話しさ
せていただこうと思います。
飯田： ありがとうございました。積み残しもあります

が、また個別に、確認したいことがありましたら、
問い合わせをさせていただいた時に応対いただ
ければと思いますがよろしいでしょうか？ はい、ど
うもありがとうございました。

飯田： 次に第二部に入ります。
  参議院議員の川田龍平さんも来ていただい

たので、ご紹介します。
川田龍平（参議院議員）： 皆様、ご苦労さまです。

今年の夏の参議院選挙で参議院議員になりま
した川田龍平です。厚生労働行政について、
薬害エイズの問題からこの国の行政を変えたい
という思いでやってきました。厚生労働省という
仕事が何のためにあるのかということを薬害エイ
ズ問題を通してずっと問うてきましたが、人の命、
生活、安全、そういったことのために厚生労働省
がしっかり仕事をしてもらうための国会議員とし
ての仕事をしていきたいと思っています。とくに闘
う相手としては財務省、しっかり闘って、厚生労
働省がしっかり仕事ができるように皆さんとともに
厚生労働行政が守られるようにしっかりやらなく
てはいけないと思っています。薬害問題だけでな
く、首相が過労死するかもしれないという状況に
追い込まれるいまの日本で、過労死の問題、労
災の問題、これは一人ひとりの命の問題、これが
本当に大事にされる社会をしっかり作っていきた
いと思っています。本当に今の自分たちの社会
が大事なことは何かを、厚生労働省の人たちと
一緒に守るという仕事をしていきたいと思ってい
ますので、今後ともよろしくお願いいたします。皆
さん、御苦労さまです。よろしくお願いします。
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飯田： 時間の関係で7番目を最初に回答していた
だきます。

7. 治ゆ後の健康保険給付との関係

（1） 治ゆ後における健康保険給付について、地
方公務員の公務災害後の共済保険給付同様、
支給を明確にし、労災保険、健康保険いずれか
らも給付されぬことがないようにすること。

 【保険局保険課】

  保険局保険課企画法令係です。私どもの
都合で繰り上げて回答させていただくことにな
り誠に恐縮です。どうぞよろしくお願いします。
治癒後の健康保険給付ということですので基
本的には保険課のほうから回答させていただ
いて、補足がありましたら担当の者からさせて
いただくという形で回答させていただきます。

  治癒後の疾病について健康保険給付を行
うことを明確にするということ、すなわち、治癒
後であれば健康保険から一律に給付されると
いうような運用を事実上行うということになり、
これは困難であると考えている。理由は大き
なものとして二つあり、労災保険で治癒という
のはどこまでかという認定の難しさということに
なろうかと思うが、労災保険においても治癒後
に業務上疾病が再発する場合がある。再発
とみなされた場合は、再度、労災保険で認定
を行って給付されるという場合もあるので、治
癒後は一律に健康保険から給付ということを
運用するのは難しい。もうひとつは、対象とな
る傷病が業務上のものであるか業務後のもの
であるかの認定は、健康保険においては健康
保険者が個別具体的な事情を踏まえて行うこ
とになっているので、そういった個別具体的な
事情を踏まえるということなしに、一律に健康
保険から給付することを運用することは難し
い。健康保険と労災保険のいずれからも給付
されないという事態が仮に生じるとすれば、そ

れは対象者の方々の立場を非常に不安定な
ものにするということは当方でも認識している
ので、当省としてはそういったことがないよう現
場の第一線機関が十分な連携を取って、い
ずれからも支給されない事態が起こらないよう
努めるべしというふうに指導しているので、（1）
についてはそういうことで鋭意努めておるとい
うところでご理解をたまわりたい。

（2） 労災保険の休業補償給付は厚生年金・国民
年金との調整規定があるが、労災保険の障害補
償年金受給者が健康保険の傷病手当金を受給
申請した場合の支給基準を明らかにすること。

 【保険局保険課】

  この場合の支給基準は、労災の休業補償
給付の額が、もし傷病手当金をもらえるならそ
の額に満たない場合、そのような場合には、そ
の満たない部分について傷病手当の方から
支給されるというかたちで指導している。

飯田： この部分のやり取りをやってから、最初に
戻っていきたいと思います。いかがでしょうか。
斎藤洋太郎（アスベスト・センター）： ここにもあるよ
うに地方公務員については、公務災害が終わっ
た後は共済給付で出すというふうに明確に通達
が出ている。じん肺については、業務上の傷病
だけど合併症になる前の段階の治療について
は健康保険でやると明記されているので、精神
としてはどちらからも受けられないことがないよう
にというのははっきりしている。そういうことが出
ないというのは、患者さんに不安を与える。症状
固定になって労災の補償が出ないという段階に
なってもまだ治療が必要な方は、結構いま出てき
ているんですね。そういう方についてはとてもア
フターケアだけではカバーできないので、健康保
険の給付を明確に出していただきたいす。

  それから（2）ですが、休業補償と傷病手当の
場合は、そういう調整の考え方があると思います

  C. 労災補償関係

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉
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が、労災の障害補償と健康保険の傷病手当は、
趣旨が違うと思う。労災の休業補償を受けてい
る方が、厚生年金の障害年金を受ける時には丸
まるもらえるわけじゃなく、労災の方をちょっと削る
というか、調整をしているわけです。この場合、
労災の障害補償と健康保険の傷病手当の関係
は、調整というかたちではできないんですかね？
傷病手当が、障害年金の額が上回ったら、傷病
手当は出さないというかたちになるが、それは趣
旨が違うのではないかと思います。休業と傷病
手当ではなくてね、障害と傷病手当という関係で
すので。千葉の社会保険事務所でそういう回答
をいただいて、具体的に、これは外傷性の脳損
傷の方のケースですが、労災は打ち切ってある
のですが、健康保険での治療が引き続き、かなり
やらなくてはいけないという状態です。
回答： 一番目の問題意識の提起については、お

そらく皆様方の立場からすれば、現場でとりあえ
ず指導がないのに調整しろというのは分かるが、
ここは一律に出るということを明示してくれた方
が患者の立場としてはよいということは認識いた
しました。患者の立場からすればおっしゃるとお
りかもしれませんが、ここはなかなか労災保険と
健康保険の制度の趣旨、哲学の違いと申します
か、やはり、ま、労災の場合は、雇う側の責任に帰
すべきものであるから労災保険から出る。一方、
健康保険の場合は、雇う側と雇われ側が保険料
を半分して出し合って備えるという制度の違い
がございますので、そこを一律にどちらかから給
付すると決めるには、やはり社会的な、石綿の場
合のような社会的な合意がなされたうえで、一律
にどちらかから給付するというかたちがとられる
と思っています。現時点においては、労災保険、
健康保険においては、現場の事情を踏まえて妥
当な解決策を取るというかたちに落ち着いてい
ますので、そこは石綿の場合はこうなっていると
いうような意見もございますが、それはおっしゃる
通りだと思いますが、そういう社会的な合意のあ
る石綿の場合と、そもそも健康と労災の関係はい
ろいろ違うこともあり…
斎藤： 石綿じゃないよ、じん肺も昭和の昔から出て

る通達です。労災になる前のじん肺の治療につ
いては健康保険でやるということからすれば、業
務上の傷病であっても労災保険給付が出ないも
のについては戦前から健康保険で、もともとこの
制度自体は業務上のものについて出していたわ
けで、そういう趣旨から谷間をつくらないというの
は、ずっと戦前から一貫していると思うんですよ。
そういうことをきちんとしていく。
回答： ええ、おっしゃることは承知しています。た

だ、繰り返しになりますが、個別具体的に合意が
できて、そのうえでどちらかの給付が定まるという
のが当省の立場ですので、現場できちんと調整
を図るという努力を通じて、谷間が生じないよう
させていただきたい。（2）については、労災の年
金の場合は、休業補償とその趣旨が違うのでは
ないかということですよね。ええ、そこはおっしゃる
とおり、休業給付と障害年金の、休業給付は休
業中の所得の減少を補うもので、年金の方は私
は詳しくは存じ上げませんが、障害という状態に
対する給付であるということです。そもそも現在
の傷病手当金と休業給付が、目的を一にするも
のであるから受給調整されているということから、
障害年金は障害に対する給付であって、一方、
傷病手当金は働けなくなることに対する手当で
あって、目的が違うのだから調整すべきではない
のではないかというご意見ですが…
斎藤： 併給で調整ということです。障害補償の額

が高ければ傷病手当を一切出さないという話で
はなくて、障害補償と傷病手当を併給して調整
すべきではないかということです。
回答： それは誰が？ 高くても出るようにするという

趣旨ですか？
斎藤： 労災の場合に、休業補償を受けていて、厚

生年金などの障害年金を受ける場合、労災のほ
うを少し調整して減らすわけです。それと同じよ
うな考え方によって、労災の障害補償と健康保
険の傷病手当を併給して、労災を調整してとい
うやり方を考えていただきたい。
回答： ああ、労災の方を調整すると？
斎藤： またご検討いただければと思います。
飯田： こちらの問題意識は御理解いただいたわ
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けですね。
回答： すみません、もう一度教えていただけます

か？
斎藤： だから、労災の障害補償を受けると同時に

健康保険の傷病手当も受けるという場合に、障
害補償の一日当たりの額が傷病手当よりも高け
れば、一切出さないという話になっているので、
それはおかしいんじゃないですかと。両方を出
すかたちにして、どっちを調整するかは分かりま
せんが、両方の趣旨は違うので調整していただ
ければということです。
飯田： 基本的には併給を前提にして、どちらかを

調整するならするというやり方もあるのではない
かという趣旨で提案するわけで、今日はそれに対
して回答はいただけないです、ね。
回答： ご意見としてうかがっておきます。
飯田： では、あらためて継続してということで、引き

続きちょっと話をさせていただきたいと思います
のでよろしくお願いいたします。では、C1に戻っ
て回答をお願いします。

1. 脳・心臓疾患、精神障害等の労災認定につい
て

（1）精神障害等の請求事案について、支給決定
の業種別、職種別、年齢別の件数は公開されて
いるものの、心理的負荷の要因別の支給・不支
給の決定件数を明らかにすること。

【労災補償部補償課】

  これについての集計はない。そもそも労働
者に発病する精神障害というものについて
は、事故や災害の体験、仕事の失敗等の「業
務による心理的負荷」、それと自分の出来事
と家族の出来事等の「業務以外の心理的負
荷」、それと精神障害の既往歴等の「個体側
の要因」の3つの要因があり、これらが複雑に
関係しあって発病するものであるから、そのよ
うな集計を行うこと自体がちょっとできないとい
うことになっているので、その辺ご理解いただ
きたい。

（2） 脳・心臓疾患の請求事案について、支給決定

の業種別、職種別、年齢別の件数は公開されて
いるものの、過重負荷の要因別の支給・不支給
決定件数を明らかにすること。

【労災補償部補償課】

  これについても統計は行っていない。これ
についても、脳･心臓疾患に係る労災認定に
あたっては、労働時間のみならず、勤務形態、
作業環境、精神的緊張等の労働時間以外の
付加要因を統合的に判断しているものである
から、そのような集計を行うこと自体がちょっと
できないということになっている。

（3） 今年度、「脳・心臓疾患の労災認定実務要
領」及び「精神障害等の業務上外判断のため
の調査要領」の改正が予定されているが、具体
的に改正内容を明らかにすること。

【労災補償部補償課】

  脳･心臓疾患及び精神障害等の事案につ
いては、近年の請求件数が増加する状況を
かんがみ、迅速適正な処理を図るために見直
しを図ることとしている。

（4） 精神障害等の労災認定において心理的負荷
をもたらす具体的な出来事が複数ある場合は、
心理的負荷の強度を高めるように評価すること。

【労災補償部補償課】

  精神障害発病前、概ね6か月間に、発病に
関与したと考えられる出来事が複数ある場
合、各々の出来事の発症時期、出来事以降
の状況等を検討し、総合的に判断することとし
ている。

（5） 「セクシャルハラスメントによる精神障害等
の業務上外の認定について」（「基労補発第
1201001号、平成17年12月1日」を周知徹底する
こと。

【労災補償部補償課】

  ご指摘の通達の内容については、判断指
針にあてはめるセクシャルハラスメントの概念、
内容、判断指針の評価に際しての留意点に

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉
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ついて取りまとめたものである。今後とも精神
障害の労災認定については、パンフレットに記
載されている内容を周知してまいりたいと考え
ている。

（6） 使用者によるリストラ、退職強要等を意図して
行われる職場の嫌がらせ、いじめについても「心
理的負荷が極度のもの」または「出来事に伴う
変化等を検討する視点」のなかで、事業主の雇
用上の義務として配慮すべき事項について十
分検討し、心理的負荷の強度を評価すること。

【労災補償部補償課】

  ご指摘の、使用者によるリストラや退職強要
等を意図して行われる職場の嫌がらせ、いじ
めについては、上司とのトラブルがあるなど具
体的出来事にあてはめ、そうした状況におい
て、会社の講じた措置の有無やその具体的
内容を、出来事に伴う変化などを視点として
検討したうえで、心理的負荷の評価を行って
いるところである。

（7） 昨年度の脳・心臓疾患、精神障害等の認定
状況の発表の際、過去5年分の決定件数も明ら
かになったが、各年度の未決定件数がこの5年
間で脳・心臓疾患は455件、精神障害等が670
件にのぼっている。取り下げなども含まれると思
われるが、これらの未処理分は年々件数が増加
しているので、今後どのように解消するのか明ら
かにすること。

【労災補償部補償課】

  脳･心臓疾患や精神障害等の事案につい
ては、効率的かつ計画的な調査を徹底し、迅
速かつ適正な処理に努めることが重要と考え
ている。今後とも未決事案の解消に努めてま
いりたいと考えている。

（8） 脳・心臓疾患、精神障害等の認定率はその他
の業務上の疾病の認定率と比べても明らかに
低く、現状と認定基準に相当の隔たりがあること
が疑われる。認定率が低い原因を精査・分析し、
認定率を向上させる対策をとること。そのために

現行の認定基準及び指針を見直すこと。

【労災補償部補償課】

  脳･心臓疾患や精神障害等の事案の労災
認定は、認定基準及び判断指針に基づく調
査判断の結果である。今後とも認定基準およ
び判断指針の適正な運用に努めてまいりたい
と考えている。

（9） 自殺については、業務起因性が認められる場
合には、業務による精神障害の介在がなくても
業務上と認定すること。

【労災補償部補償課】

  労災保険法第12条2（2）第1項は、労働者
が故意に負傷し障害若しくは死亡又はその
直接の原因となった事故を生じさせた時は、
政府は保険給付を行わないとしている。この
故意とは、結果の発生をみて自殺行為である
とされている。精神障害によらない自殺につ
いては、本人が結果の発生を意図した故意
の死亡であり、保険給付を行うことができない
ところである。

2. 石綿による疾病について

（1） 中皮腫、石綿肺がんの労災認定事案につい
て、曝露歴、期間、治療経過などをデータベース
化し、労働基準監督署職員はもちろんのこと、医
療関係者その他が活用できるようにすること。

【労災補償部補償課職業病認定対策室】

  石綿による疾病の認定基準については、労
災認定についてはすでに平成18年2月9日付
けの通達によって認定基準が定められ、当該
認定基準に基づいて適正に判断しているとこ
ろである。データベースの必要はないと考えて
いる。

（2） 欧州各国等の取り扱いも参考にして、喉頭が
ん、胸膜プラーク等もアスベストばく露による職業
病として認定すること。

【労災補償部補償課】

  石綿による疾病の認定基準については、同
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じように平成18年2月の石綿による健康被害
に係る医学的判断に関する検討会の報告書
を踏まえて改正したものであり、石綿との関連
が明らかな疾病として、石綿肺、肺がん、中皮
腫、良性石綿胸水、び慢性胸膜肥厚を対象と
して考えているところ。喉頭がんについては、
石綿の関与を疑う研究報告もあるが、現時点
では、中皮腫、肺がんのように確立した治験を
得ているとは言えないため、さらなる知見の集
積、確立が必要であると考えている。胸膜プ
ラークについては、それ自身では肺機能障害
を伴わず、療養を要するものではないため、労
災補償の対象とすることはできない。

（3） 石綿による疾病の労災請求事案において、確
定診断のために再検査等を必要とする場合に
は、請求人及び主治医に対してその理由を具
体的に説明すること。

【労災補償部補償課】

  認定にあたっては、各種の検査結果あるい
は主治医の意見等を収拾して判断していると
ころ。また、労災認定にあたっては、収集でき
た資料に基づき判断しているところであるが、
労災認定のための医学的資料を得る目的の
みをもって被災労働者に対して侵襲性の高い
検査を依頼することはしていない。事案によっ
ては、収集できた資料では判断が困難な場合
もあるが、そのような場合には、不明な点等を
請求人あるいは主治医に対して説明のうえ、
必要な資料の収集に努めているところである。

（4） 石綿曝露作業に係る労災認定事業場一覧
表の2005年度、2006年度分のデータを公表する
こと。

【労災補償部補償課】

  平成17年度に行った石綿関連疾患に係る
労災認定事業場の公表は当時、石綿に対す
る情報が皆無に等しい状況だったこと、石綿
による健康被害が急激に社会問題化した一
方、急速に広がった国民の不安に対する緊
急対策として実施したものである。現在、政府

全体で取り組んだ大規模かつ重点的な周知
広報の結果、石綿に関する様々な情報が社
会的に浸透してきている、またこれを裏付ける
ようなかたちで労災保険や救済法の請求も
相当数増加しているという状況で、現時点で、
事業場を公表しなければならないという緊急
性、必要性に乏しい状況において、あえて公
表することは適当ではないと考えている。

（5） 市区町村ごとの年別、男女別石綿関連疾患
による死亡数データを公表すること。

【労災補償部部補償課】

  石綿による疾病についての労災認定者に
かかる市区町村ごとのデータは、把握してい
ない。

（6） 2006年度の時効救済請求件数1453件の疾
病別内訳を明らかにし、今後の公表においても
疾病別内訳を示すこと。

【労災補償部補償課】

  特別遺族給付金の支給あるいは不支給決
定された事案の疾病別の内訳は公表したとこ
ろだが、対象疾病の特定については、調査の
過程で行われるので、請求事例の内訳はそ
の必要がないことから、把握していない。

（7） 労災補償・時効救済事例の発症及び／また
死亡年毎の状況を明らかにすること。

【労災補償部補償課】

  労災保険法あるいは石綿救済法の支給決
定者に係る発症年別状況等については、把
握していない。なお、石綿救済法の死亡年別
の内訳については、とりまとめを行ってお渡しし
たいと思う。

（8） 少なくとも人口動態統計で中皮腫死亡件数
が確認できるようになった1995年以降の分につ
いて各年の中皮腫死亡者のうち、労災補償、新
法救済、その他諸制度による給付を受けた者の
内訳を関係省庁等と協力して確認し、「隙間の
ない補償・救済」の達成状況を検証すること。

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉
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【労災補償部補償課】

  人口動態統計による中皮腫死亡者数に比
べ、労災保険法あるいは救済法による認定者
数は少ない状況にあるということについては
承知している。これまでも周知広報に努めてき
た。引き続き、適切な認定救済が図られるよう
に取り組んでまいりたい。

（9） 「中皮腫の80％が職業曝露によるもの」という
のが国際的コンセンサスだと承知しているが、そ
の点に関する貴省の理解及び中皮腫の労災補
償状況が十分か否かについての貴省の見解を
明らかにすること。

【労災補償部部補償課】

  ヘルシンキ国際会議のコンセンサスレポート
については、中皮腫症例の約8割が何らかの
職業上の石綿曝露によるものであるとしている
ことについては承知している。なお、労働者に
石綿曝露作業に従事したという認識がなく、
請求に至っていないケースが考えられることか
ら、適切な認定救済が図られるようこれまでも
周知広報に努めてきたところである。

（10） 「石綿による肺がんは中皮腫の約2倍」と
いうのが疫学的コンセンサスだと承知している
が、その点に関する貴省の理解及び中皮腫の
労災補償状況が十分か否かについての貴省の
見解を明らかにすること。

【労災補償部補償課】

  ヘルシンキ国際会議のコンセンサスレポート
において、悪性中皮腫の約2倍が石綿による
肺がんになると推測されていることについては
承知をしている。中皮腫については労働者が
石綿曝露作業に従事したという認識がなく請
求に至っていないケースが考えられることか
ら、適切な認定救済が図られるようこれまでも
周知広報に努めているところである。

（11） 時効救済は新法施行から3年以内に請求
しないと権利を失うこととされており、新法初年
度―2006年度の実績ははなはだ不十分である

と考える。請求権を有する者に行き渡らせるた
めの新たな施策及び新法施行から3年以内とい
う請求期限の見直しを行うこと。

【労災補償部労災管理課】

  平成18年2月3日の第164回通常国会で石
綿による健康被害の救済に関する法律が可
決成立し、3月27日に公布されているところ。こ
の中で厚労省としては、時効により労災補償
請求の権利を失った労働者の遺族の方々、
時効により労災保険法に基づく遺族給付金
の請求権が消滅した方 に々ついて、いわゆる
特別遺族給付金を支給する救済措置を講じ
たものである。特別年金及び特別遺族一時
金の請求については、現時点においても死亡
後長期間経過しており、医学的証拠の確保
が難しい中、さらに期間が経ってしまうと一層
確保が困難になる恐れがあること、また給付
金を受けられる遺族の方々は、すでに支給要
件が満たされているものであり、すぐに権利を
行使できるにもかかわらず行わない状態が続
くことが権利関係の安定性の確保に向けて
問題があるということ、また労災保険法に基づ
く保険給付の時効が指定されていることなど
を考慮して、施行3年以内とする請求期限が
設けられた。平成18年3月27日に可決成立し
たので、時効期限は21年3月になる。本法の目
的は、時効により労災補償請求の権利を失っ
た方々の一日も早く救済することであり、時効
が迫っているということを含めて、今後も一層
の周知活動に努めて、一日も早く労働基準監
督署等の窓口に請求していただくということに
努めてまいりたいと考えている。

（12） 中皮腫の労災認定基準の曝露要件―「原
則1年」を「数週間の曝露」または「わずかな曝
露でも可能」と改めること。

【労災補償部補償課】

  中皮腫の認定基準においては、石綿曝露
作業の従事期間が1年以上あることを要件と
している。これは中皮腫発症の重要な要因と
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して概ね1年以上の石綿曝露作業が想定さ
れることによるものである。また、従事期間が1
年に満たない場合であっても、石綿曝露作業
の内容によっては中皮腫発症の可能性を否
定しえないことから、この場合は本省協議を経
て、業務上外を判断することとしている。

（13） 石綿肺がんの労災認定基準に示される要
件は、「AＮＤ」－AであればBの要件も満たすは
ずという趣旨ではなく、「ＯＲ」－いずれかの要件
を満たせばよいという趣旨であることを徹底させ
るとともに、曝露要件を強化及び緩和してすでに
認定例が多く出ている職種、事業場に関しては
10年未満の一定の従事歴のみをもって認定が
可能となるようにすること。

【労災補償部補償課】

  肺がんについては、喫煙など様 な々要因が
指摘される中で、石綿を原因とみなせるものは
肺がんの発症リスクを2倍以上に高める量の
石綿曝露がある場合として認定基準に要件
を定めているところであり、一定期間以上の
石綿曝露作業に従事したことのみをもって業
務上と認定することは適当ではないと考えて
いる。また、石綿曝露に関する所見について
も、適切なものが認められる必要があると考え
ている。また、石綿曝露の状況については、同
一職種あるいは同一事業所であっても異なる
ものであるので、すでに認定例が多く出てい
る職種あるいは事業所であることを根拠に、
従事歴のみで業務上外の判断をすることは
適当でないと考えている。なお、認定基準に
おいては、石綿曝露作業への従事期間が10
年に満たない事案であっても、一定の医学的
所見が得られているものについては業務上と
することとしているところである。今後とも認定
基準の適正な運用に努めてまいりたいと考え
ている。

3. 化学物質過敏症について

（1） 本年6月より「化学物質に関する個別症例検
討会」が開催されているが、どのような症例が検

討されているのか明らかにすること。発生状況
が明らかな化学物質過敏症の労災請求事案
は、症例検討会にかけることなく労基署で業務
上認定すること。

【労災補償部補償課】

  化学物質に関する個別症例検討会におい
ては、いわゆる化学物質過敏症とかシックハウ
ス症候群とかいったものだが、そういったものと
して請求された事案について検討することと
している。化学物質過敏症等の発生基準に
ついては、いち早く研究に着手している米国
においても、主として心的要因の観点、神経
感作の観点あるいは慢性蓄積中毒の観点か
ら、それぞれ研究が進められているが、疾病
概念等について医学的なコンセンサスが得ら
れていない状況にある。労働基準監督署に
おいて、化学物質過敏症等を明らかに業務上
と判断することは困難であると考えている。

（2） 業務に起因して発症した化学物質過敏症を
業務上疾病として認定すること。

【労災補償部補償課】

  化学物質過敏症等として労災請求された
事案については、傷病名にとらわれることなく、
個々の事案ごとに曝露の状況や発症の経過
などを調査し、主治医の意見はもとより、様々
な医学的情報を収集し、業務起因性の判断
を行っているところである。化学物質過敏症
等については、現時点において、その疾病概
念、様態あるいは発生のメカニズム等につい
て医学的コンセンサスが得られていないた
め、化学物質過敏症という傷病名をもって業
務上疾病として認定することは困難である。
なお、過去に化学物質過敏症として労災請求
された事案については、化学物質過敏症とし
て労災認定されたわけではなく、曝露の状況
や症状などから有機溶剤中毒などとして労災
認定しているところである。

4. 被災労働者の社会復帰対策について

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉
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（1） 被災労働者の社会復帰対策要綱（基発第
172号、平成5年3月22日）に基づく被災労働者の
社会復帰支援対策の全国的な実施状況につ
いて明らかにすること。172号通達の周知徹底
を図ること。

【労災補償部補償課】

  被災労働者の社会復帰支援対策の実施
状況であるが、平成18年度は計画対象者105
名のうち、職場復帰希望者が93名おり、その
うち2名が職場復帰されている。新規就職希
望者2名はいずれも新規就職をされている。ま
た、症状固定者44名のうち、職場復帰希望者
が11名おり、うち6名が職場復帰。新規就職
希望者7名のうち4名が新規就職をされてい
る。引き続きこういった制度の周知徹底を図っ
てまいろうと思っている。

（2） 長期療養者職業復帰援護金受給資格申請、
長期療養者就労・職種転換訓練援護金の実績
を明らかにすること。治ゆ後6か月以内の者に限
るという制限をなくすこと。

【労災補償部補償課】

  長期療養者職業復帰援護金受給資格申
請と職種転換訓練援護金の申請は残念なが
ら昨年度はゼロだった。これは早期の職場復
帰の促進を図るという目的で設けられた制度
なので、治癒後6か月以内の者に限るという制
限を撤廃しろというご要望であるが、これはな
くすことはできないと考えている。

5. 脳脊髄液減少症

  脳脊髄液減少症について、主治医や専門医
の意見を尊重すること。その際、補償の調査に
当たっては、病名にとらわれることなく、被災者の
傷病の実態に即して補償すること。

【労災補償部補償課】

  脳脊髄液減少症については、疾病名にか
かわらず、災害の状況、傷病の状態などを調
査のうえ、主治医や専門医の意見をふまえて
判断しているところである。なお、労災補償制

度における療養の対象については、療養の効
果が医学上一般に認められるものでなけれ
ばならないので、健康保険に準拠しているとこ
ろである。脳脊髄液減少症については、現段
階では検査方法や治療方法が確立しておら
ず、健康保険の取り扱いにおいて給付の対象
となっていないことから、ブラッドパッチ療法や
検査法については労災保険においても保険
給付の対象とはなっていない。

6. 作業関連筋骨格系障害

（1） 頚肩腕障害、腰痛など治る職業病は原則職
場復帰まで労災療養補償、休業補償を継続す
ること。

【労災補償部補償課】

  労災保険制度における治癒とは、その症状
が安定し、医学上一般に認められた治療を
行ってもその効果が期待できなくなったとき、
症状固定と定めているため、治癒後につい
て、療養補償や休業補償を継続することはで
きないということである。ただ、治癒後につい
ては、残存する後遺障害が障害等級に該当
する場合には、障害補償給付を支給してい
る。また、後遺症がある場合は、併発疾病を
発症する恐れがある場合については、各種ア
フターケア制度を設けさせていただいていると
ころである。

（2） 成田労基署の2005年度暴言・打ち切りの全容
を解明し、労災課長らの懲戒処分を公表するこ
と。人権侵害、適正給付管理通達違反の打ち
切り決定を取り消すこと。

【労災補償部補償課】

  後段の部分に関して回答する。この件につ
いては、現在、再審査請求されているため、労
働保険審査会において適正な採決がなされ
るものと考えているので、その動向を見守りた
いと考えている。

【労災補償部補償課】

  前段部分について回答する。懲戒処分の
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公表については、平成15年11月10日付けの懲
戒処分の公表指針に基づいて労働局におい
ても実施しているところである。本事案につい
ては、労災課長らの懲戒処分ということだが、懲
戒処分ではないので公表は実施していない。

8. 外国人労働者の労災

（1） 労災補償給付金の確実な受給について
  金融機関の預金口座を持たない外国人労働

者が労災補償給付金を受給する場合、労基署
での現金給付により確実に受給できるようにする
こと。

【労災補償部労災管理課】

  労災補償給付金を給付窓口において現金
で給付するということは、現金管理上のコスト
の件あるいは警備上の面、あと人員上の面と
踏まえて、非常な問題を抱えているので、ご要
望にお応えすることは現状では困難である。
なお、休業補償給付や年金給付等について
は、銀行等に口座を持っていない方も現金で
郵便局の窓口で受け取ることが可能になって
いるので、最寄りの監督署にご相談いただくと
ともに、御理解を賜ることをお願いする。

（2） 外国人研修生の労災については就労の実態
をもって労働者性を判断すること。

【職業能力開発局外国人研修推進室】

  研修技能実習制度における研修性は、在
留資格が「研修」となっており、制度上、就労が
認められていないので、制度上、「労働者」に
はなっておらず、労災適用にはならない。しか
しながら、在留資格上認められる実務研修を
研修性が行う場合については、受け入れ機関
の要件として、入管法の基準省令上において、
「研修中に死亡し、負傷し、または疾病にり患し
た場合における保険への加入、その他の諸
措置を講じていること」を規定しているので、
実務研修中の事故疾病については、入管法
令において措置されているところである。

9. 労働福祉事業

  労働福祉事業の労災就学援護費、労災就労
保育援護費は「申請が行われた月」から支給さ
れることとされているが、労災保険の給付請求を
行う時期が遅れたとき、あるいは給付請求を行っ
た際に当該処分庁の職員よりこれら援護費等の
請求が行える旨の示唆がなかったときなど、遅れ
た申請月より前分については支給されない。支
給すべき事由が発生した月に遡及して支給する
ように改める措置を行うこと。

【労災補償部労災管理課】

  労災就学援護費については、先だって法
律改正になった社会復帰促進等事業として、
被災労働者の方 ま々たはその遺族の方々に
対して、就労の援護を図るために支給される
ものなので、社会復帰促進等事業の中でも保
険給付と一体的な特別支給金とは性質の異
なるものであると理解している。また、労災就
学援護費については、業務災害または通勤
災害による重度の障害の方、長期療養者の
方および遺族の年金受給となった方が申請し
てはじめて支給するということにしているもの
であり、災害発生時まで遡及して支給するとい
うことは現状は行っていない。実務上、遺族
補償年金等の請求時に合わせて労災就学
援護費の支給申請の受け付け日を支給決定
と同日とするよう努めているところである。

  なお、他の同様の制度と比較して、現行制
度は見直しを検討しており、この部分について
はお約束はできないですが、見直しを行う途
上についているということだけを、かなり前向き
にご回答させていただきたい。

10. 審査請求・再審査請求

（1） 兵庫労災保険審査官の虚偽文書作成事件
① 本年6月、兵庫労働者災害補償保険審査官3

名が、虚偽文書作成罪で告発されるという前代
未聞の事件が報じられた。兵庫県労働局によれ
ば、労災保険審査官2名により虚偽文書作成、
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亡失が8件確認されたという。かかる不正事件
は労災保険審査官、審査請求制度の信頼を根
底から揺るがすものであり、断じて許されない。
本事件について厚生労働省としての見解と明ら
かにし、再発防止策を明らかにすること。

【労災補償部労災保険審理室】

  本件の不正行為は、審査請求制度として
審査官の信頼を損なう行為であるとは考えて
いる。本省として二度とこのような不正行為が
行われないよう、審査官における厳正な事務
処理を行うことについては指示しており、審査
請求制度の信頼回復と適正な事務処理の確
保を徹底してまいりたいと考えている。

② 2名の労災保険審査官が担当した全ての不
服申立事案について、適正な調査・審査が行わ
れているか再調査すること。

【労災補償部労災保険審理室】

  当該審査官が担当した事案については、す
でに全数、兵庫労働局において不正行為の
有無は確認しているところである。

③ 全国の地方労働局において、労災保険審査
官が適正な審査、決定を行っているのか調査す
ること。

【労災補償部労災保険審理室】

  審査官は審査請求事案の適正な事務･審
理を進めているところだが、本件のこともあり、
審査官に対して再度、法令順守した適正な事
務処理の徹底について指示したところである。

（2） 審査請求について
① 原処分庁に明らかな調査不足、事実認定の

誤りがある場合には、それを指摘し事案を原処
分庁に戻して再調査させること。

【労災補償部労災保険審理室】

  原処分庁の明らかな調査不足等があると、
審査官から審理の過程において確認した場
合は、審査官自らの職権により審理のために
必要な処分を行い決定するものである。

② 労災保険審査官は原処分庁の提出した資料
を重視し、請求人からの再調査の要望に十分こ
たえていない。形式的に請求人に文書資料の
提出を求め、意見聴取が行われる傾向にあり、
決定書にも十分に審査が尽くされたとは言えな
い内容のものもある。審査体制を抜本的に改革
し、労働者側、使用者側の参与が決定に関与で
きるようにすること。

【労災補償部労災管理室】

  労災保険審査官は、法令に基づいて審査
請求人からの意見等をふまえて、公正な立場
から決定していくものである。今後とも適正な
処理に努めてまいりたいと考えている。

（3） 労働保険審査会・再審査請求
① 事件プリントを早期に配布し、公開審査会の日

程を請求人・代理人と調整できるようにすること。

【労働保険審査会事務室】

  審査指導の写しを事件プリントというが、こ
れについて、現在は公開審理の4週間前を目
途に通知と一緒に送付させていただいている
が、本年10月開催の公開審理分から、2週間
早めて、6週間前を目途に審理通知と事件プリ
ントを送付することとしている。今後は、状況も
踏まえてできるだけ早期に配布できるように検
討していきたいと考えている。また、公開審理
の日程調整については、再審査請求件数が多
いこと、受付順に処理をしているということから、
現在は開催日の調整は困難であるのだが、将
来的には検討していきたいと考えている。

② 議事録の写しを提供すること。

【労働保険審査会事務室】

  公開審理の審理調書のことだと思うが、従来
これに関しては閲覧のみを可能としていたとこ
ろだが、現在は請求人等の申請によって審理
調書の写しの交付も行っているところである。

③ 労働保険審査会の裁決を公開すること。本
年3月15日のHP公開は評価したい。しかしその
後更新されていない。現在の掲載は、平成16
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年度の取消事件14件（全裁決444件）、平成17
年度の取消事件20件（全裁決606件）のみであ
る。過去の事件、取消以外の事件も公開するこ
と。具体的には、「労働保険審査会裁決総索引」
（労災保険）を労働保険審査会設置以来の裁
決事例を公表すること。今後の整備の予定を示
すこと。

【労働保険審査会事務室】

  労働保険審査会の裁決だが、現在の厚労
省のホームページに平成16年および17年の
取り消し裁決を掲載している。今後の予定だ
が、ご要望にあるとおり、棄却裁決の方も順次
掲載していく予定はあるが、現在、平成16年、
17年、18年の棄却裁決および18年の取り消し
裁決で主だったものを順次整理作業している
ので、掲載についてはもうしばらくお待ちくださ
い。更新については、最近ちょっと更新したの
だが、今年3月の更新では、平成18年3月31日
現在の統計表を、平成19年3月31日現在のも
のに更新したので、是非ご覧いただきたい。

④ 原処分庁の労働基準監督署の調査時点で
明らかな調査不足やそのための事実誤認が指
摘された場合は、事案を原処分庁に戻して再調
査させること。

【労働保険審査会事務室】

  労働保険審査会の方の職権で調査するこ
とはできる。労働保険審査官および労働保険
審査会法第46条に、審査会が調査の必要が
あると判断した場合については職権で調査を
行うことができるという規定がある。これに基
づいて、審査会が、原処分庁の方で調査不
足で調査が必要であるとした場合は、調査を
行っているので、わざわざ原処分庁に戻して
再調査を行う必要はないと考えている。

12. じん肺合併症の労災認定について

  石綿による肺がんは発症日より労災補償給付
されるが、じん肺合併肺がんは、胸部らせんCT
または喀痰細胞診若しくはその他肺がんの診

断の基礎となった検査の実施日を症状確認日と
しているため、発症日から労災補償給付されな
い。じん肺合併肺がんの労災認定においても、
初診の胸部レントゲンでがんの陰影を確認した
日を発症日として労災補償給付を行うこと。

【労災補償部補償課】

  発症時期については、一般的には医学療
養上必要と認められるに至った時期により、通
常は療養を開始した初診日から業務上疾病
と取り扱われることが多いかと思う。じん肺の
合併症の場合は、じん肺管理区分が管理2以
上であって合併症がある場合にはじめて療養
を要するものと認められるところだが、その発
症時期については症状確認日を定めている。
つまり、じん肺合併症については、当該合併症
の症状確認の日に発症したものとして取り扱う
こととしており、じん肺合併の肺がんについて
は、肺がんの診断の基礎となった検査を行っ
た日を症状確認日として取り扱うこととさせて
いただいている。

13. 業務上認定と労基法第19条の解雇制限につ
いて

  青梅労働基準監督署における精神障害の労
災請求事案において、労基署が業務外とした
後、審査請求で原処分庁の決定が取り消しとな
り業務上となった。しかし、その間、使用者が休
職期間切れを理由に被災労働者を解雇した。
被災労働者と労働組合は労基法19条（解雇制
限）に違反するため使用者に対する指導を求め
たところ、労基署、労働局は「通達がないことか
ら法的な争いを行わない限り事業主を指導でき
ない」という対応だった。審査請求、再審査請求
中で休職期間切れとなった場合、あるいは労災
申請中に休職期間切れとなった場合、その後の
行政処分で業務上認定されたならば、労基法
第19条（解雇制限）が適用されると考えるが、厚
生労働省の見解を明らかにされたい。

【労働基準局監督課】

  法令事務を担当している。労働基準法第
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19条においては、使用者は、労働者が業務上
負傷または疾病にかかり療養のために休業す
る期間その後30日間は解雇してはいけないと
規定されている。したがって、解雇制限期間
中においては、第19条の但書きに書かれてい
る事項に該当しない限り、労働者を解雇する
ことはできない。なお、労働者が傷病により療
養のため休業している場合、またそれが業務
上疾病であるかどうか判明せずに使用者が
解雇した後に業務上疾病であることが判明す
る場合もあるが、このような場合に当該解雇が
19条に違反するかどうかについては、解雇時
点において使用者に故意が認められるかどう
か等の諸事情に基づいて個別に判断するこ
とになると考えている。なお、労働基準監督署
への申告については、労働基準法違反の疑
いが認められる場合には、労働者が申告する
ことは可能なので、これを付け加えて回答させ
ていただきたい。

精神障害・自殺の労災認定

田中誉（えひめ社会文化会館労災職業病相談
所）： 1（9）の自殺について、先ほどの説明では、
平成11年の基発545号の説明だけで終わって
いる。問題なのは、精神障害、特に自殺等につ
いては、平成11年9月14日の基発544号によって
かなり改善されてきたといわれているが、いずれ
にしても問題点が非常に多いということで、改定
を要求していかなくてはならないと思っている。
たとえば精神障害があるということは、指針の中
の自殺の取り扱いのなかで、精神及び行動の障
害ということでF0からF4についての症状につい
て一応ひとつの限定をされている。それから別
表1の職場における心理的負荷評価表というの
をもとにして判定されている。そこで問題なのは、
精神障害がない場合―医学的な診断というも
のがあってはじめて精神障害と言われるわけだ
が、精神障害的な症状がある、しかし医者にか
かっていないために、たとえば仕事で責任を感じ
て自殺をするという事例がある。医者の診断に

基づいた精神障害がない場合の自殺の認定に
ついてはあるのでしょうか、ないのか？
回答： 自殺をする前に病院やクリニックに行ってな
くて、精神障害が治療されていないということが
なければ行政としては精神障害として認めない
のかということですが、現状においては、自殺さ
れる方の多くは、病院に通っていないケースが多
い。そういう場合でも自殺される前の症状とか状
況とかを見て、こういった症状や状況が精神障
害を発病するかというのはきちんと審査をしてい
る。それがなくて、業務により精神障害を発症し
ていたかどうかはちゃんと見ているので、これは
別段、自殺前に病院に通っていなくても、それを
もってはねるということはしていない。
田中： 平成11年にはじめて指針ができた。それ以

前に、昭和42年ロ第62号ということで、タンクロー
リーを回送運転中に民家に突入して民家も負
傷し、運転席から離れたところで自殺をしたとい
うケースがあります。これは大阪の労基署です
が、これについては、業務上そういう作業をしたこ
とは認めている。しかし、運転席から離れたから
業務起因性がないということで、業務外というこ
とで支給されなかった。審査請求をしたものの、
審査官は同じように却下した。最終的に再審査
請求をして、話にあったように、この本人も負傷し
ているわけだから精神的に分からなくなった、し
たがって自殺したことについては業務上と認め
るべきだということで、支給決定をしているわけで
す。これは昭和42年のことです。今から40年前
の話ですが、そういう事例があるわけですね。し
たがっておっしゃったように、精神障害という医
者の診断がなくても、そういうことが想定される、
精神障害がなくても自殺と認めるべきではないの
かということで問題提起をしているわけです。実
際に2件ほど相談がありまして、1件は2005年に、
仕事上の責任、上司のいじめがあったでしょう、
長時間労働もあったでしょう、そういった中で車
の中で自殺をした。それについて、2年以上も監
督署で調査に時間がかかったのですが、今年6
月に業務上認定をされているわけです。これは
精神障害という医学的な診断を実は受けていな



38  安全センター情報2007年11月号

い。しかし、その勤務の労働の実態、言動、それ
といじめといういろんな実態を含めて精神障害
的な要素があるということを認めているわけです
ね。6か月と言われましたね。そういう経過がいる
ということですが、それ以前からもそういう状況
が起きて、現在も突発的に自殺する場合もあるん
です。当然、仕事について非常に責任を感じる、
いじめの要素がある、そういういろんな苦渋の中
から自殺をするということがあるわけですから、当
然それについては労基署においても認定をする
ということになってくると、そういう認定基準だけ
でなく、総合的、社会通念的に判断すべきでな
いの？ということを実は言っているわけですよ。
回答： いずれにしても自殺については、精神障害
によること、そしてその精神障害は業務に起因
すること、それをもってうちの方では労災認定を
しています。
井上浩（全国安全センター顧問）： 結局、業務によ
る精神障害の介在がなくても業務起因性が認
められる場合があるのだということです。一番の
良い例は、戦争が終った、負けた、その時に陸軍
大臣が自殺をしたでしょう。あれは公務災害では
ないでしょうか、本当は。そういうのがあるわけで
すよ。だから労働省のいままでの裁決をみると、
交通事故が起きてから10分から20分以内に自
殺した人は、だいたい労災になっているわけです
よ。審査会でもそうですね。日通の人が、日通に
とって非常に大事なお得意さんの荷物を車で運
んでおって交通事故でひっくり返って荷物をぶっ
壊したわけだ。その人はそのまますぐ走っていっ
て首を吊って死んだんです。そんなので、だいた
い10分から20分以内に死んだ場合には労災に
なっているんですよ。で、今度の文章をみると、そ
ういうのもダメみたいな感じがするわけです。そ
のへんをもう少し考えなくてはいけないんじゃな
いかということを言いたいわけです。
回答： 趣旨は分かります。
田島陽子（関西労働者安全センター）： 精神疾患
についてはたくさんいろいろ、（1）もそうですが、
あと（5）とか（6）とかも全部関係があるのです
が、私たち相談を受けている者の実感としては、

精神的負荷の評価について、実態に即してない
んじゃないかという実感があって、それでこういう
項目を出しているんです。いまの基準で本当に
良いのかどうかを、もっと真剣に検討してもらいた
いという趣旨があって、こういうものを出していま
す。だから統計が取りにくいからとか、集計でき
にくい項目だからとか、そういうものを求めている
のではなくて、もっと内容を、とにかく事務局の方
でも審査して分析する姿勢を取ってほしいという
ことです。いつも、専門検討会を開いて検討す
るとおっしゃるけれど、確かに専門家の意見は重
要ですが、実際に窓口でやっている方のほうが、
どういう案件が相談に来ているかが分かってい
るわけです。私たちのように対応しているものと
同じように窓口で分かっている方がいると思いま
す。そういう方の感覚も入れて、本当にこの評価
が、たとえば対人関係とか仕事内容が変わった
とかはあまり評価が高くないんですね。これが実
感として本当にそのとおりなのかというのを、専門
家ばかりに頼らないで、もっと分析するという姿勢
を示してほしいと思います。これに対しては今こ
こで回答できるものではないと思いますが、趣旨
はそういうことです。お願いします。
西山和宏（ひょうご労働安全衛生センター）： 先ほ
どの回答の中で、1（3）の部分が改正された内
容がなかったので回答してもらいたいのと、それ
とPTSDの関係での事例ですが、尼崎の電車
の脱線事故があったわけですが、その救急救
命作業をされていた救急救命センターの看護師
の方がPTSDを発症された。労災申請をしたん
ですが不支給になったということで、いま再審査
をあげているのですが、監督署の調査復命書を
含めて情報公開で見たところ、兵庫労働局の局
医の方が、PTSDというのは戦争等の特別な事
情でなくては起こらないという見解を監督官に対
して言うてるというのがちゃんと残っているんで
すよ。これが労働省の皆さんのPTSDに対する
見解なのか。お聞かせください。
回答： まず一点目。（3）の具体的な改正内容とい
う話ですか？ これは先ほども関連した質問がご
ざいましたが、脳･心臓疾患や精神疾患の請求
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事案が多くなっております。そういった状況を踏
まえて事務処理マニュアルの改訂を考えていま
す。いかに現場において、迅速かつ適正な認定
を確保しつつ被災された方に迅速に給付すると
いうことが最大の課題となっておりますので、そう
いうことに向けて、いかに現場が効率よく事務処
理するための、事務処理マニュアルをいま作成
しております。

  PTSDと発症要因の話ですが、労働省の判
断指針に書かせていただいているICD10の診
断基準、診断ガイドラインに基づいてやらせてい
ただいていますので、その診断ガイドラインがす
べてとなっています。確かに戦争を例にたとえ
て、生死が関与するということになっていますの
で、そのような場合にPTSDが発症するというの
は確かに書かれていますが、戦争に限っていな
いというのはあります。
西山： 実際に、救急救命士の事例の場合、現場

の監督官が局医にそういうふうに訊ねているん
ですよ。PTSDはそういう特別の場合でしか起
きないと言い切っていて、それが調査の中でひと
つの判断理由になっているわけです。こういうこ
とが労働局の中での意見になっているのでした
ら、ほとんど救済されませんよね。
回答： 私どもも、各労働局への指示というのは、

ICD10の診断ガイドラインに沿ってやっていただ
きたいということを申し上げていますので、その
範囲でお答えしたのかとは思います。実際にど
ういうやり取りがあったのかはちょっと分からない
ので申し上げられませんが、本省としてはICD10
を指示しています。
西山： 局医の方がそういうふうに言われているの

で、違うのでしたら、局医も含めてちゃんとそうい
うふうな話をしてください。
回答： そのへんは機会をとらえて指導を徹底して
まいりたいと考えております。
飯田浩： 脱線事故で実際にPTSDで労災認定さ

れた事例はありますか？
回答： 脱線事故とはこの間のJR福知山線事故で

すか？あ、すいません、事例については私は把握
していませんので。必要でしたら、帰って調べて

お答えしますが。
飯田： 実際に労災認定されている事例があったと

書いてあったように記憶しているのですが。調
べていただけますか？
回答： 分かりました。

石綿労災認定事業場名の公表

古川和子（中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の
会）：  2（4）です。ちょっと飛びますけど、この件に
関して、私たちはずっと各労災認定事業場名の
公開を求めてきました。患者と家族の会の古川
と言います。そして、私たちもそうですが、皆さん
も2年前のクボタショックによって大きな教訓を得
ているはずです。労災認定者数の多い事業場
の近所では、必ずと言ってよいほど近隣住民に
被害が起こっています。このように労災認定の
事業場を公開するということは、近隣住民に対し
ての警告を発信する、そういった意味でもありま
す。だから是非、1回こっきりではなくて、ずっと情
報を公開してください。いまたまたま退席されまし
たが、参議院議員の川田先生はおっしゃいまし
たでしょ。命の問題を大切にする社会をつくらな
ければならないと。これこそ本当に命を粗末にし
ている、そういった現われです。
回答： 事業場の公表については、確かに平成17

年度公表した目的のひとつには、過去従事したこ
とのある労働者の労災補償という問題と近隣住
民に対する注意喚起というのがございました。そ
もそも労災認定事業場が外に出すべき情報か
どうかという問題もありますが、17年度当初と比
べて、われわれとしては、当然足りないというご意
見もあろうかと思いますが、石綿に関する危険性
とかそういうことについて周知広報に努めてきて
いるところです。今後もそういったことで対応さ
せてもらいたいと思っています。
古川： 公開してもらえるんですか？
回答： いえ、周知･広報の充実という観点から徹底
させていただきたいと思っています。
古川： 公開してもらえるかどうか、お聞きしていま

す。
回答： それは、いま現在は、必要はないと考えてい
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ます。
古川： どうしてですか？理由を教えてください。
回答： 平成17年度当時と比べて、情勢が変わって
川本浩之（神奈川労災職業病センター）： 変わっ

てないよ。その認識が間違ってるよ。
＜交渉団ざわめく＞
片岡明彦（関西労働者安全センター）： ちょっとい

いですか？ 質問ですが、労災認定件数は、2004
年度までの労災認定件数に比べて、この2年間
で労災認定されたものと新法で時効救済認定
されたものの件数を比べると、2年間で何倍の件
数を認定しましたか？
回答： あの～、平成17年度、18年度で労災で700

件程度、詳しいデータは持ち合わせていません
が、700件程度と認識しております。
片岡： 17年度と18年度で700件かい。
回答： 700件か900件か、ちょっとうろ覚えですが。
片岡： 隣の人は？
回答： 数字は覚えていませんが…
片岡： ふざけるなよ！
回答： 1000件くらい…
片岡： 誰か、新しい黄色い本（安全センター情報

2007年8月号）見してやってくれよ。ふざけるな!
団体： （その本の）14ページ。
片岡： 誰か近くの人、個所を示して読み上げさせ
ろよ。分かった？ どこか分かりましたか？
回答： 労災補償で、その～中皮腫、石綿で、2005

年が722件という数字が。
片岡： じゃ、その次の年は何件ですか？
回答： 1,796件ですね。
片岡： 足したら何件ですか？
回答： 約2,500件ですね。
片岡： そこに時効救済の認定件数をのせたら何

件ですか？
回答： 800件ですから、3,300件ですね。
片岡： 2004年度までは全部で何件ですか？
回答： 2004年度までは653件です。
片岡： 853件じゃないですか？
回答： 2004年度まで、この表でいくと…すいませ

ん。800ですね。
片岡： 何倍ですか？

回答： 先ほど3,000ですので、4倍ですね。
片岡： じゃ、もうひとつ質問ですわ。労災認定事業

場名を公表しましたね。いろんな事業場名が公
表されていますよ。新たに認定を行った事業場
の数は、全体の件数がそんだけ増えていて、激
増しているんじゃないですか？ もうひとつ質問ね。
すでに認定している事業場があるとしますよね。
中皮腫が1件、2件という件数で事業場名を公表
された事業場も多いですよね。それぞれ既存の
事業場は、いったい何倍この2年間で認定され
たかということも分かりますでしょう。たとえば、1
件しか認定していなかった事業場が、この2年間
で10件認定したといったら、さっきの古川さんの
言っていたことですよ。たくさん認定者を出した
周辺は危ないっていう話で、平成17年度は公表
したんじゃないですか。
回答： …（聴きとれず）…
片岡： じゃ、その緊急性はまさにあるでしょ。件数

が増えている、一事業場の認定件数が激増して
いる、場合によっては10倍以上になっている。ど
こに緊急性が薄れたという根拠があるのか、僕
ははっきり分からない。853件が3千数百件に増
えているんですよ。新規認定事業場数も増えて
いる。同じところで10倍、20倍認定された事業場
もありますよ。で、それでね、あなたね、なんで初
めて聞いた時に件数が分からないの？
回答： 正確な数字は…
片岡： 正確な数字とかいうのではなく、あなたたち

の頭の中に何も入ってなくて、この事態が頭の中
に全然入っていないということじゃないですか。
853件が3千数百件ですよ。どこに2年前と状況
が変わっているんですか。状況は悪くなっている
じゃないですか。僕らが、2年前にいろんな施策
がやられた中で、100％評価した施策の唯一のも
のが認定事業場名の公表ですよ。僕は個人的
にあれは100％評価しましたよ。石綿新法だって
反対しましたし。その100％評価できるのがゼロ
になったら、という受け止めですよ、被害者は。な
んで一番良いことを止めるんですか？ しかも現
状に全然即してないじゃないですか。あなたた
ちは全然そのことが頭の中に入っていないという
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ことがわかったですよ、今日。厚生労働省の石
綿行政の後退を象徴しているのが、この問題で
すよ。という認識なんですよ。間違ってますか？
冗談じゃないですよ。何が緊急性がなくなったと
言えるんですか。
古川： 緊急性をなくそうとしているんじゃないです

か。私にはそう感じる。
片岡： 現実問題として、2件しか中皮腫の認定して
なかった事業場が20件も認定してたら、それ自
身大問題じゃないですか。アスベストが飛んで
いたかもしれんという話じゃないですか。そうい
うことだから認定事業場名を公表するといって
やったのが2年前のことでしょ。
交渉団： なんで黙ってんだよ。
阿部知子（衆議院議員）： そういうふうに、公表しな

いというふうに方針転換したことが審議されたの
ですか？
回答： …（聴きとれず）…
阿部： じゃ、逆に言うと、基準局がそう判断した理

由なり基準は何ですか？ 数も増えているし、申請
だってこれからまだまだありうることですよね。
回答： そもそも労災で認定された事業場は…
古川： マイクを持って言ってください。
回答： 労災認定された事業場は、公表を前提に

集めた情報ではございません。それで、その認
定された理由が公表できるかどうか、そもそも私
どもとしては公表すべき情報ではないと判断し
ておったのですが、17年当時の社会的情勢等
をかんがみて、まさにこれはうちの方でこれをしな
くてはいけないというような情勢だったというか、
で、当時そうなった。それから経過して、危機感
がなくなった、薄れてきたというようなご批判をい
ただきましたが、当然、私どもはそのようなことを
思っているつもりは全然ございません。
阿部： 社会的な情勢は何か変わりましたか？
回答： あの～要はその～非常に石綿問題というの

がマスコミ等でクローズアップされて、あの～積
極的というか、請求件数等も、認定件数もそうで
すが、過去に比べて増えておるというような状況
で、あの～皆さんのあいだでも石綿問題の危機
感というものが浸透したものというふうに私どもは

考えておるところですが。
古谷杉郎（全国安全センター事務局長）： 明らか
に変わってるでしょ。おととしは必要性があると
言って公表した。去年の回答は、必要性と、メリッ
トとデメリットを検討したいと。今年は、必要性が
ないと。去年とおととしと変わっているわけだよ。
それの説明を、今それが公式な説明で良いわ
け？ 労働基準局として決定した説明。
阿部： 周知徹底すれば、もう良いんだってことです

ね、一言でいうと。周知徹底したんだと。危機感
は薄らいだと。
回答： 周知徹底はしたというか、していくつもり、し

ていきます。危機感が薄らいでいるとは思ってお
りません。
阿部： じゃ、なぜ公表しないの？
回答： 公表しないということについて、認定事業場

名というものが、他の労災の関係もそうですが、
出すべき情報ではないかなという判断があって
やっています。

＜交渉団複数発言、聞き取れず＞
天明佳臣（全国安全センター議長）： 緊急性がな

いと言ったよね、さっき。
回答： 当時の状況、、すいません、あれです…
天明： 取り消せよ！緊急性がないとはっきり明言し

たんだから。
回答： 現在において緊急性がないというふうにおと
りされたのであれば、その発言は取り消します。
17年度当初と比べて半年ほどのという意味で使
わせていただいたんですね。危機感というか。

＜交渉団ざわめく＞
阿部： 件数は増えているんだから、今後も増える

かもしれないんだから、何ら、逆に言うと、危機も
去ってないし、周知徹底はこれからますます、患
者さんたちというか、ま、認定者増えていくんじゃ
ないですか。その見極わめもないわけですよ。
天明： 疫学的には2025年までピークは続くと言っ

ているんだよ。すでに曝露されている人はいっ
ぱいいるんですよ。何言ってるの、あんた。ふざ
けたこと言わないでくれよ。
回答： …（聴きとれず）…
阿部： いや、内容がふざけてるんだよ。あのね、言
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葉がふざけているとかじゃなくて、やっぱりこのア
スベスト被害というものが私たちの社会に及ぼ
す影響はあまりにも大きいという意味でふざけて
るって言ってるんです。それは労働基準局の中
で決めたと？ じゃ、労働基準局はそういう認識な
んですか。その判断責任者は誰ですか？ 誰が
判断しましたかと質問したらどう答えますか？
回答： 判断責任者というものは、あの～アスベスト

事業場名を公表するということについてあの～
17年度にやったものについては、非常に特異とい
うか特別な措置として、例外的な措置として対
応させてもらったので、それであの～今回これは
いまの段階での～私どもの認識ではございます
が、あの～誰が、そういうやらないという方針を決
めたのかというようなものではございません。
阿部： 報告してないなら、やらない方針は…
古谷： いまさ、「労働基準局として決定した」と言っ

たでしょ。
片岡： 言ったよ。
古谷： 昨年は「まだ検討したい」と言ったんだよ。

今日は違う。もう決定したと言ったよ。それは事
実でしょ。「労働基準局として決定した」と、さっき
言ったよ。
回答： 労災補償部としての意見を、まず何というか

あの～幹部まであげたということです。
片岡： え～？幹部ってなんですか？よく分からない。
古谷： じゃ、責任者は何？労働基準局じゃないの？
さっきは局って言ってたのに、今は補償部って。
高山： 正確に言ってくれないかな。
古川： 本当のことを言ってくださいよ。
片岡： 補償部かい、局かい？
阿部： この段階ですごく大きな影響がある…
片岡： ものすごく大きな影響がある話ですからね。
古谷： そう判断した責任者は？
阿部： なぜ、特例、例外的なんですか？ これから続
くんですよ。特例、例外的って、ただメディアが問
題にしていたからというんですか？
古川： マスコミ向けに発表したんですか？
回答： 違います。
古川： 違うでしょ。そうでしょ。
阿部： とくに補償部だったら、一番そういう労災認

定の補償の実態が一番如実に分かっているとこ
ろでしょ。逆にこれから減っていくと思っているん
ですか？
回答： …。
阿部： 物事の周知徹底はそんなに短期間ではい

かないですよ。
古川： 今日の交渉でも、近鉄名古屋駅の話でも

あったように、今まさに、今からどんどんどんどん
問題が大きく出て行くんですよ。その最中に、もう
浸透しているとか、危機感が違うとか…
片岡： 毎日ね、被害者の声を聞いている現場の声
として聞いてもらいたいんですが、例えば、おじ
いさん、おばあさんが、自分の家族が死んだのが
何が原因かと思ってすごく悩んでて、それで社
会問題化して新聞で読んで、いろいろ調べて、
ああここだったなということになって、監督署の窓
口に行くわけですよ。保健所の窓口に行ってい
る状況がずっとまだ続いているわけです。

  具体的な問題で僕はちょっと言いたいです
が、初めに古川さんが言ったことですが、認定者
を沢山出したところが一番問題になってきてて、
本当に具体的な話として、認定者をすごく増やし
ている事業場がありますよね。見たら分かります
よ。その情報というのは大切なことじゃないです
か。例えば、増えたということは、周辺住民の問
題もあるし、家庭内曝露の問題だって、さらに注
意を喚起しなくてはいけない問題じゃないです
か。ということは、そういう部分では、やっと問題
が全体化して、これから周知徹底を本当にね、目
の前の現実を皆さんに見せて、これをもとにして
周知徹底をやっていかなくてはいけないんです
よ。やっとその材料を得たわけでしょ。いままで
厚生労働省だってその情報を持ってなかったわ
けじゃないですか。だから周知徹底しようと思っ
てもできなかったでしょ。それを国民と被害者と
マスコミにやっていただいたんじゃないですか。
やっとこさ3千件以上の労災認定事例の情報を
取得したんでしょ。これを活用しないでどうする
んですか。ということなんですよ。その3千何百
件にはね、被害者のね、いろんなものが詰まって
るんですよ。そういうのが何で分からんかという
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ことですよ。
井上浩（全国安全センター顧問）： 最近の私が経

験した例を話して参考にしましょう。肺がんの認
定の請求を出したんです。会社を調べたら、過
去の記録がないということなんです。過去の記
録はないはずはないですよ。だって特化則であ
れは30年間保存すると義務があったんですから
ね。ところが「ない」というわけです。実はその前
の日だったか、昔のそこの衛生管理者兼看護婦
さんという人を探し出して、電話したら、その人は
偶然私が（労働基準監督官だった）30年前に電
話した人だったんですが、「おたくの30年前の健
康診断の記録はありますか」といったら、「昭和
43年以降はすべて残っています」と。「じゃ、いま
はどうですか？」「私が定年で退職するときに、作
業記録から何からすべてビニールに入れて揃え
ています」と。私に確答したわけですよ。で私は
監督署の第二課長に「実はこれこれこういう人
が専任でずっと衛生管理をやっておって、この人
に聞けば分かるから聞いたらどうですか」といっ
たら、何と言ったと思いますか。「あなたの言うこ
とは聞きません」と言いました。「あなたは被害者
でも被害者の家族でもないから、あなたの言うこ
とは聞かない」って。私だったらあらゆる情報を
集めたい。そんなことを認める人がいたら嬉し
いから是非聞きたいですよ。その課長の名前は
言いませんが、いまもまだいます。そういって全く
聞かず、結局、不認定になりました。それから皆
さん方も一生懸命おやりになって、労働者のこと
は守備範囲だから一生懸命やっても、近所のこ
とはあまり問題にしないかと思うんだけど、そこに
は労働者の家族が住んでいる。労働者自身でな
くても。その人たちが肺がんで死んでる人があ
るんですよ。外国の発表にもあるんだけど、私が
調査した範囲で3人の労働者が働いている家
族で1人肺がんで死んでいた。2人働いていると
ころで1人死んでいた。それから1人働いている
ところで2人死んでます。合計4人発見しました。
家族の方に、「どんな生活をしていたのですか」
と言ったら、良い服を着ていくともったいないから
と作業服で往復していた。会社から帰ってくる

と両方のポケットが真っ白で、下に石綿がすごい
あったそうです。それを洗濯していた。そういう
人の曝露は白石綿でも相当なものだと思うんで
す。いま環境省の結論は、白石綿についてはリ
スクが2倍にならないから日本では発生しないと
いうのが環境省の研究会の結論ですよね。そん
なことはないですね。家族が働きに行っておった
場合、工場の近くでもそうですよ。必ずしも冷暖
房を完備していませんから、すごい埃ですから、
どのくらいひどかったかというと、戦後そこで働い
ている人は給料が10銭高かったと。その10銭は
2年間分の昇給だったそうです。そういう高い給
料が欲しい人、就業規則に違反した人が懲罰と
して、そこに配転されたそうです。近所もそこの
埃があまりくるから窓を閉めると、暑いからまた開
ける。一日何度もそれをやったと言いました。リス
クが2倍あるかないかは測ってみなければ分か
らないけど、リスクは相当ですよ。それで工場は
20時間操業していたんですからね。労働者は8
時間すればおしまいですが、近所の人は8時間
では終わらない。工場が操業している限りは吸っ
ているわけだから。だからやはり近所の人は考
えなくてはいけないし、調査くらいはしてみたら良
いんじゃないでしょうか。
古谷： すみません。阿部先生がもう少しで席を立

たなくてはいけないこともあるので、さっきの話だ
けども、労働基準局として緊急性がないから公
表しないと決めたと言って、後で補償部と言った
けど、どっちなんですか？それだけはっきりさせて
ください。おととしは緊急性があると思って事業
場名を公表して、去年は緊急性があるか、デメ
リットがあるのか検討したいと答えて、今日は緊
急性がないと決めました、判断しましたと。これは
労働基準局として判断したと言ったんだけど、ど
うも言葉を濁しているが、はっきりさせておいて。
回答： 私たちは…。
古谷： はっきりさせて。
回答： 労災補償部としてこの意見をまとめました。
古谷： 労働基準局としては判断してないの？
回答： 判断というか、出す出さないとしての、あの

～判断…。やる（公開する）ときになったら、「やり
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ます」という判断を出すと思うのですが。
片岡： 何や、それ。
古谷： じゃ、さっき「労働基準局として」というのは

嘘だったということですね。
回答： 嘘じゃないです。そういう話はしております
という…。
阿部： 要するに、部から局にあげているということ

ですか。
回答： はい。
阿部： 局の判断はまだないのですか？
天明： これは早期発見にもつながる情報なんです
よ。残念ながら今のところ中皮腫の診断に関し
ては、医者であれば誰でも診断できるという病気
ではないわけです。それを前提として、疑っては
じめてこれは中皮腫かと、可能性があるかもと、
専門医を受診してもらうのが現状なんです。いま
の情報は病気の早期発見にもつながる情報な
んですよ。それを緊急性がないなんて話は全く
理解できない。
片岡： 最後にちょっとひとつ質問させてください。

いろいろ石綿新法とかね、作ってくださいました
ね。あのね、だけど僕ら現場の人間としてね、い
かんともしがたい問題がどうしても二つだけある
んですよ。何やと思いますか。どないもしようが
ない。明らかに石綿被害者だと分かっているけ
ども、その人を救済することができない。労働者
だって。あるいは中皮腫の患者さんであっても。
いかんともしがたい。何ももらえない。こういう人
がおるんですけど。労災に限れば、これだけはど
うしようもない。何やと思います？ 労働者で、明ら
かに石綿労災の人がいるが、この人については
全然労災で救済できない、絶対に。分かる？
回答： 肺がん…
片岡： いや、認定基準とか、そういう姑息な話じゃ
ない。分からんだろ。平成17年3月終わり以降に
時効になった人や。そういう相談を聞いたことな
いだろ。あるか？本省に電話はないかい？
回答： あると思いますけど…。
片岡： 自分のことでいいよ。
回答： 私は…
片岡： 聞いたことないだろ。君は聞いたことあるか

い？
回答： あの～ございませんが、あの～…
片岡： 聞いたら、俺らは何て答えたらよいんだ、そ

の人に。君らはね、時効でございますって言えば
いいよ。これは前に君らがずっとやっていたこと
よ。同時に君らは何て言っていたかというと、「周
知徹底に努めてまいります」と、5年も10年も言い
続けたんや。挙句の果てがこの結果じゃないか。
僕らはまたいまになって、2年経って、時効だから
どうしようもないんですということを、唇を噛みしめ
ながら、歯を食いしばりながら言わなあかんわけ
ですよ、その人に。で、君らはもう労災事業場名
なんか、そんなことはどうでもいいんだと言うんだ
ろ。ひでえ奴らだな。
回答： どうでもよいとは言ってないです。
片岡： いいかげんにしろ！
交渉団： 緊急性がないと言ってるじゃないか。
回答： それは早期に比べるとということで。
交渉団： 同じことだよ。
飯田浩： 教えてほしいんですがね、2年前に本来

出すべきことを目的にして集めたものでない情報
とおっしゃいましたよね。だから企業としては当
然反発があるわけですよ。その反発があっても
出すことにした理由は、具体的に何ですか？
回答： 要は、周知というか、国民の間に広まってい

た不安感の解消。
飯田： 企業名を公表すると不安感が解消できる
と、なぜ判断したのですか？
回答： あの～石綿の病気がですね、あの～曝露

から何十年も経ってから出てくるということで、自
分が発症した病気がまさかその病気ではないか
と気がつかない方が多いという前提に立って、こ
ういう会社にお勤めではなかったですかというふ
うのがございました。
飯田： そうすると、私は二つあると思うのですが、ひ
とつは個々の監督署自身が、事業場を明らかに
することがすごいプラスになったと、よけいな調査
をする手間が少しでもはぶけるわけですよ。そう
いう意味では、多くの国民の人たちも、こういう仕
事で労災になることがあるんだな、こういう会社
で石綿の病気になることがあるんだなと知ったこ

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉
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とはものすごく大きいんだけども、監督署のそれ
ぞれの担当者にとっても非常に大きかったんで
すね。それからいま現在、そういう要素がなくなっ
たかというと、逆なんですよ。ものすごく広がった
わけでしょ。あなた方はさっき、当初は情報が皆
無に等しかったとおっしゃった。これはあなた方
の責任なんですがね、何か非常に客観論でおっ
しゃってるけども。自分たちが何もしなかったか
ら、皆無に等しかったんですが、その状況から見
たら、企業の名前を明らかにすることによって、相
当広がった。しかしいま労災認定がどのくらいに
なっているかというと、まだせいぜい半分くらいで
しょう。そうすると、これだけたくさんの人が被害
に遭って、より一層多くの人が不安を感じている
んですよ。だから今、企業名を非公開にする何ら
かの積極的理由はないんですよ。ひょっとしたら、
発表した後に大変な反撃を食らって、かなり出す
ことに勇気がいるようになったということがあるか
もしれない。具体的にその問題と、企業が反対を
してくる問題と、それから出すことのメリットとを秤
にかけるわけですよ。秤にかけたとして、絶対に
これを公表しなかったら、広がらないです。救わ
れないです。それを逆だと考えて出すべきだ。
古川： 私たちは、あなたたちが企業から反発を食
らって、それで出さないと思っています。そういう
ふうに私は考えています。だから違う理由を明示
してください。それは誤解だと。教えてくださいよ。
だって、はっきり言ってくれないから、そう思ってい
ますよ。企業の圧力に負けたんだと。みな、そう
思ってますよ。
飯田： おそらく個々の監督署の立場で言ってもら
えれば、みな出してほしいと思っていますよ。
阿部知子（衆議院議員員）： すみません、私はもう

少しで退席するので。大変に重要だし、アスベ
スト問題で、本来は事業場の公表というのは止
めるべきどころか、国民の知る権利だと思います
ね。いまのお話では、補償部で判断したというこ
とですが、その判断の犯罪性ですよ、はっきり言
えば。そのことは国会審議の場でも取り上げさ
せていただきますし、もう一度しっかり考え直し
て、今日もこういう場をもって皆さんからのご意見

もあったわけで、本当に厚生労働省として、国民
の命を預かる仕事をしていただきたいので、今日
の指摘を受けて、最終的に局の判断としては公
表する、継続するというふうになることを望みま
す。そういうかたちに質問をさせていただきたい
と思います。あともうひとつ、データベースのこと
も、例えばどんな人たちがどういう経過でガンや
中皮腫になっていっているか、亡くなっていって
るかということのデータベース化はかなりの部分
で必要性を指摘されていたと思うんですよ。そ
れを今日うかがうと、「データベース化は必要あり
ません」と。アスベスト対策は、本当にこれから大
変になる時代に、厚労省としては何のデータベー
スもない、あるいは住民への周知や実態把握も
ないというのは際めて深刻な事態だと、今日は私
は皆さんのお話しをうかがいました。今日はもう
時間もないので、あらためて検討なり質問を受け
させていただきますので、誠実な答えを期待して
います。参加者の皆さん、すみません。
団体： ありがとうございました。
古川： 国民に目を向けてくださいよ。企業に向けな

いで。
飯田勝泰（東京労働安全衛生センター）： （4）に

ついては、ここだけじゃないですよね。アスベスト
センターや患者家族の会との話し合いの中でも
再三言ってきていることです。そのつど、メリット、
デメリットという話も去年のこの場だけではなく、
前回の患者と家族の会やセンターとの話し合い
の中でも行われていた。去年じゃないよ、今年に
なってから。つい最近。今日はもう補償部として
はそう決めたという話。
交渉団： 7月11日にやっている。
回答： その時には本日と同じ回答をさせていただ

いたと認識しております。
古川： ちょっとニュアンス違いますよ。今日はもう決

めたような言い方。
回答： 補償をつかさどる補償部としてはそういう考
えということで。
片岡： ひでえ奴らだな。
古川： 私たちはそれを納得して帰ったわけじゃな

いんですよ。時間切れで交渉が終わっただけな
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んですよ。
片岡： 本当にもう繰り返しになるけどね、そのオー
プンにしたところは853件で、オープンにしないと
いうのは3千数百件もあるんですよ。だったら初
めからね、何がなんでも公開しないとなんで言わ
ないんだよ。オープンしたことになってないじゃな
いですか、これは。マスコミにつつかれ、いろん
な関係省庁から、お前のところ出せと言われて
853件は渋々出したけど、あれよあれよという間に
3,600件になって、下手したら19年度中に4,000件
ですよ。隠すんですか、これを！そんなんだったら、
初めから出さなきゃいいじゃないか！一番良いこと
をやったことを止めにして、全部ふいにするんで
すよ、厚生労働省は。なんでそんなこを決められ
るんですか！訳が分からんですよ！ほんとに「責
任者出て来い」の世界ですよ、こんなんは。
飯田： 今日のこういった話を受けて、補償部の中で
もう一回議論になるんですか？ してくださいよ。
今日の話の中でまだ、阿部先生も含めて、正式な
かたちでそう決まったということで聞いたわけじゃ
ないから。絶対に納得いきませんし。
回答： 検討させてもらいます。
飯田： 石綿の曝露マニュアルだって作ってるわけ

ですよ。あれは、この情報に基づいて、実際にど
ういったところで曝露したのかということについ
て、認定調査をやっている人間も、あるいは問
診をしなければならない保健士さんや医師も分
からないから、ああいったものを作ったんでしょ。
だったら、もっともっと増えてるじゃないですか、曝
露の形態や曝露の場所が。そうでしょ。それを
公表しないで、曝露マニュアルでこういったことを
聞いてくださいとはできないでしょ。補償にもつな
がらないですよ。そう思いませんか？ 同じ厚生
労働省がやってんだよ。こんなちぐはぐなこと、な
いですよ。再検討してください。いいですね。
回答： はい。

労災補償給付への現金払い

飯田： これについては絶対に引き下がれない。、今
日は一応、再検討してもらうということにします。
時間の関係もあるので、3から12までまとめてやり

ますので。じゃ、名古屋の繁野さん。
繁野芳子（名古屋労災職業病研究会）： 8番で

す。結局何が問題かというと、外国人労働者の
確実な受給ということです。郵便局でのお金の
受け取りが非常に厳しくなりまして、有効な身分
証明書がないとダメなんですね。すると、不法滞
在者や不法就労者というのは、外国人登録証も
持っていない、パスポートも期限切れというのがあ
りますので、そういう方たちは零細企業にとって
は非常に必要な人材として働かせてますので、
そういう人たちが怪我をした時に郵便局でも受
け取れなくなってしまったんです。ひとつは、問
題があるから現金給付をやれないということでし
たが、それは確実に何か根拠があるのか、たと
えば、現金でやりましょうという労基署がある場
合はそれはそれで良いと考えているのか。不法
滞在や不法就労者であっても雇用関係がある
ので適用されますので、そのへんをどう考えるの
か、ちょっともう一度お答え願いたい。
回答： 労災管理課の方からお答えします。不法

就労の方でも労災補償されるのは間違いござい
ません。ただ、現金払いについては、全国津々
浦々の労基署での現金の受け取りというのはコ
スト面と、あと警備ですね。常にその日に来てい
ただくとは限らないので、その労働者の方がね。
で、やはり現金の出納業務というのは当然、財務
省の指定を受けたうえでお金の支払いというか
たちになりますので、受け入れと支払いがちょっ
と別ですね。やはり支払いするときには、ご本人
であることを厳格に確認するということが郵便局
において、いわゆる国際企業の流れの中で、身
分証明を厳格に確認するという国際的要請もご
ざいますので、その趣旨に従って郵便局もかなり
厳しく対応しているものと理解しています。ただ、
その趣旨の流れの中で、仮に労働基準監督署
の窓口において、仮に受け取りというかたちを指
定したとしても、いわゆる厳格な身分確認は求め
られますし、お金の支払いになるので多額の現
金を警備、いわゆる金融機関と違いまして警備
上の問題もありますので、やはり現行ではちょっと
困難かというふうに考えております。ま、いずれに

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉
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しましても郵便局の現金の窓口はコスト面等を
考えたら、あまり、あの、非常に、郵便局さんも正
直なところ、現金の受け取りは極力口座にしてほ
しいというのが、われわれの公務員の給料もそう
ですが、現金ではなくて口座というのが…
繁野： すいません、ですから、こういう方たちが怪

我をした場合に、労災給付金を受け取れるかど
うかっていうことを…
回答： 受け取れますが。
繁野： できる。では現実的にどうすれば良いか、お

聞きしたい。現金でもダメだということになれば、
その人たちの補償はどうなりますか？
回答： ご趣旨がちょっと…補償はされますが、その

いわゆる現金の給付は監督署の窓口では困難
だとご説明申し上げているんですが。
繁野： だから労災で認められた人、そういう方たち
に対する受給はできないということですか？
回答： いえ、受給はできないと申し上げているので

はなく…
繁野： だから現金は困難なんでしょ。例えば、労基

署で現金で出すといった場合、そういうことをし
ちゃいけないというしばりはないわけですね。
回答： しばりがないというのはどういうことでしょう？
繁野： 現金で出しても良いということですね。
回答： 現金で労基署の窓口でお支払いすること

は困難ですとご説明申し上げています。
繁野： 困難とできるかは、そしたら困難でできない

んだったら、そういう人たちは労災で認められて
も受給できないじゃないですか。
回答： 労基署の窓口で現金ではなくて、郵便局の

窓口で現金を…
繁野： いま言ってるでしょ、郵便局では無理なんで

すよ。
川本浩之（神奈川労災職業病センター）： だから

監督署が責任もって、この人は怪我をした本人
だということを、郵便局に対して証明して、この人
に渡して良いということまでやってくれよというこ
とを言ってるんだよ。監督署じゃ無理なんでしょ。
郵便局ならええというなら、その郵便局がヤダと
言うてるんだったら、この人はパスポートも何もな
いけど確かに本人だということを、監督署自身が

証明して、郵便局を説得しろと。そういうことまで
やってくれるんですか、ということを言っているん
だ。現金が無理だったら。
回答： 郵便局での現金の支払いというのは、われ

われの方からお願いして、郵便局での受け取り
を確認してますが、郵便局の方で身分…
川本： いや、だからその説得を、例えば、ある銀行

だったら、ある労働組合が責任もって、パスポート
も何もないけど労災で必要だからというて組合
の委員長名でハンコをついたら作ってくれるんだ
よ、口座を。何もなくても。それは、その支店と労
働組合との信頼関係なんだよ。マネーロンダリン
グじゃなくて、被災外国人労働者に対してきっち
りやっているところだと、ある銀行のある支店は
判断して、店長決裁でそれで良いと口座を作っ
てくれるんだよ。それと同じことを監督署が責任
を持ってやれと言ってるんだよ。
回答： 銀行口座の設定については、金融庁の…
川本： いや、だから…
回答： すいませんけども…
川本： だから、全国津々浦々同じことをやれと言っ

てるんじゃないよ。もしそういうケースがあった場
合、そんなことが毎月毎月何百件もあるわけじゃ
ないよ、何件しか起きないんだから、その時にき
ちんと監督署が責任を持って、本人が支給を受
けれるように責任を持って監督署としてやれとい
うことを要請しているんだ。労働組合はやってる
んだって、そういうことを。ちゃんと銀行と交渉し
て。それが全部のあらゆる、たとえば三菱なんと
か銀行のすべての支店でそれをやるように労働
省としてきちんとやれとか、そういうことを言ってる
んじゃないんだ。一つひとつのケースに対して丁
寧に対応しろと言っている。
繁野： もうひとつは、現実に現金で渡しているとこ
ろはあります。だからさっき言ったように、困難で
あっても現金で渡すことに対して、何かそれが違
法性があるとか、やってはいけないということがあ
るのかどうかということを聞きたい。
回答： あの～いわゆる現金の指定機関、当然国

庫金になるので再入金というかたちになりますの
で、財務省の指定を受けたうえで確実に、ちょっ
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とこれ、あの～明確に分からないんですけどあ
の～財務省の方から当然、国庫の支払い金とし
ての指定を受けたうえであの～対応するという
かたちになりますね、それは。そういった指定が
なければ、現金での支払いはできないですね。
繁野： 要するに…
回答： 違法ではなくて、いわゆるその認定…
繁野： 違法ではないわけでしょ。
回答： 認定を受けたうえでやらないと、それは指定

代理店ではないので違法です。
繁野： そういうことというのは、そちらの方の問題で
しょ。きちんと労災認定された場合は受給される
というのが保障されなくてはいけませんよね。
回答： あの～…
繁野： それを言ってるの。
回答： それはですね、補償されるというのはおっ
しゃるとおりで、私どもも理解しています。当然、
労働者である限りにおいてはですよ。仮に不法
でとかいう、いろんな事情でですよ、労働者の方
が来て、それで怪我をしたと。それが実際に認定
されると、その方が補償されるべきは当然だと思
います。ただ、それといわゆるその～これも答え
てないじゃないかとお叱りを受けるかもしれませ
んが、その金融機関は、その厚労省だけでやれ
るような話ではないですから。
浜田嘉彦（高知件労働安全衛生センター）： 
じゃ、その人はどうやったら受け取れるのか教え
ろよ。こうしたら受け取れるって言ってみな。
高山： そこが問題なんだよ。
浜田： だから不法就労の人は、こうやったら本人
に補償金が入るからこういうふうにしてくださいと
言ってみなよ。
古川： 監督署だって、お金を払わなきゃ困るでしょ
う。
川本： 外国人だけじゃないよ。いま、口座作れない

んだって、ふつう。借金がいっぱいあったりしたら
口座作れないよ。
浜田： とにかく方法を教えてくれよ。受け取る方法
を。補償するんだから、国が。確実に受け取れ
る方法を教えてくださいよ。
古川： お金が宙に浮いてどうするんですか？払わ

なかったら。
浜田： そのとおりに動くから、こっちは。
回答： いま私の方からあの～何らかのその～受け

取りというかたちでその～労働者の方っていうよ
うな話じゃなくその～私はこの場ではその受け取
りの方法というのは、当然あの～現状では金融
機関がマネーロンダリングが非常に厳しくなって
いるというのを認識していますし、ただその～銀
行口座と本人の確認と、やはり本人を確認すると
いうのがあの～国際的な流れでその～ひとつに
あってその～非常にあの～…
繁野： そんなのはもうよいですので、いま言ったよう
に、そういう人たちが労災で認定されて確実に
受給できる方法を確立してください。
回答： あの～受給する方法は、現在、見当たりま

せん。
交渉団： ええっ！そんなぁ。
＜交渉団一斉にざわめく＞
回答： 教えてくれと言われても。不法就労対策とい
うか、いわゆる不法でないかたちで…
川本： 不法でなくても、あると言ってるんだよ。銀行

口座が作れない。本人の身分証明書がない人
は日雇いでもいっぱいいはるんだよ。戸籍だって
抹消されている人はいるんだよ。そういう人が受
け取ろうと思ったら、くれないんだ。本人確認でき
ないんだよ。
飯田： 本人確認されればいいわけじゃないです

か。
川本： その努力をやるしかないじゃないか。
飯田： なんとかこの人に給付金を与えるために、

だって払わなきゃいけないものだから、監督署あ
るいは郵便局との間で、例えば本人を交えて、こ
の人は確かにそうだということにして、必ず郵便
局で現金にしてもらうと、郵便為替かなにかを。い
うかたちだってできるわけでしょ。だから全くない
ということじゃないですよ。そこまで努力してもら
わないと。別に在留資格のない外国人だけじゃ
ないですよ。日雇い派遣だのいろいろ問題が起
きてきて、誰だって、住むところがはっきりしない方
はいらっしゃる。ただ実際に労災は起きているか
ら。じゃどうするのという話ですよ。個々の具体
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的なケースに対して、監督署がちゃんと本人の
同一性を確認してもらって、渡るようにしてくれと
いう話ですよ。知恵をちゃんと使ってくださいとい
うことですよ。
井上浩（全国安全センター顧問）： 会計法の規則

があってなかなかできないわけですよね。昔は
現金払いでしたよね。やがて小切手払いになっ
て、それが委任払いをするようになった。いまで
も会計法の原則からみて、決して現金を払って
はいけないということはあるはずないでしょう。た
だ現金で払うと、いろんな不正事件が起こるか
らということで、だんだん厳しくなっただけですか
ら、やはり財務省ともよく話し合って。おたくだけ
の裁量ではできないかも分からんけど、財務省と
も話し合って、当然できるはずですよ。その努力
をしてもらわなきゃ納得しないですよ。
飯田： お願いします。
回答： ご要望はしっかりたまわりました。

兵庫労災保険審査官虚偽文書作成事件

神田雅之（ひょうご労働安全衛生センター）： で
は、簡単に発言させていただきたいと思います。
10番ですが、さきほど国民の信頼を根底から揺
るがすものと言いながら、事務処理の徹底の指
示というだけで、それで信頼が回復されると思っ
ているのでしょうか。被災者や遺族はどういう思
いで審査請求や再審査請求をしているか。監
督署で判断ミスがないんじゃないかという思い
で、すがる思いで審査請求をしているのに、その
窓口が偽造であったり不正だったり。事務処理
の徹底というのは指示じゃなくて常識だと思いま
すね。（2）の再調査が十分にできてないと思って
います。私たちが局との交渉において、局が局
の、同じ人が同じ人を審査して、それのどこが信
用できます？それで信用してくださいと言われて
も、できませんよ。そんなの誰が信用できます？私
たちが言うのは、請求人等が出した資料をもう
一度本人に確認するだけでよろしいと、ただそれ
だけですよ。情報公開も何もありませんよ。本人
のもんをもう一度本人に確認させというだけのこ
とが、なんでできないんですか？それくらいの指導

もできないんですか？最低限それくらいしてくだ
さい。それくらいはせんと、審査請求制度なんて
いうのは全然信用できませんし、特にこれからは
まだまだ出てくることですし、ここで徹底してやっ
ていかないと、これからの審査請求制度は信用
できないというのはずっと思っています。そのへ
んの答弁をお願いしたいと思います。
回答： 今回、調書の偽装というものが出たというこ
とですが、本来、請求人でも代理人でもよいので
すが、それに認められて証明するのが前提であ
ります。基本的にそれがある、たまたま今回はそ
れは申し訳ないが見つかってしまったかもしれな
いが、原則はそれを見させてその決定書に標題
としてこういう調書ありますよというところをつけ
ている次第で、本来はないはずだったんですが、
今回に関しては誠に申し訳ないということです。
神田： 今回いうからおかしくなる。いままで本当に

大丈夫だったのか。全部見たんか。
＜交渉団一斉にざわめく＞
回答： それは確認はしたんですが、「ない」という

のは、今のところ確認は取れているんですが。
神田： 局内同士やからあかんやろと言うてる。
川本： それは本省で確認したんですか？
神田： したの？ してないだろ。
川本： じゃ、他の局でもあるぞ。本当にないのか！う
ちには相談あるよ。審査請求して再審査してる
けど、聞き取りしてないのに「聞き取りした」という
審査官がいて、ちょっと問題になってるところがあ
るんだよ。兵庫局だけやっても意味ないよ。全部
やってないの？
回答： 一応確認はとっていますが…
川本： 違う、違う。誰に確認？労働局に確認さした

んでしょ。そんなのダメだよ。局の中でやってる
んだから。一人二人じゃないよ。三人も寄ってた
かってやってたんだろ。
神田： これも二回目にしたのは8月17日なんですよ。

その前日か前 日々に、この3人に対して起訴猶予
処分が出たという決定が。それで半分終わった
感じになったんと違います？起訴猶予になったと、
3人は。いや2人か。起訴猶予になったということ
は事件性とかそういうのを含めて終わったという
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くらいの甘い対応をしているんと違いますか？
回答： いや、そういうことは考えていないです。
神田： そない言うけどな、それやったら徹底した調

査。彼らにかかった人たちは不幸やぞ、それこ
そ。救済できんでしょ。
西山： 分からないんですけど、本来、聞き取りもし

ていない人の調書を作って印鑑を押してという
部分は、後から調べたら印鑑が本物か分かると
思います。しかし、兵庫で起きているのはそれだ
けではなくて、集めた書類を紛失してるということ
です。紛失したものは後から調べても分からな
い。そうでしょ。これは提出した人に、こんな資料
が出てますがと確認してみない限りは、全然究明
されないでしょ。そういう点もあるから、請求され
た方に、集めた資料をすべてもう一度見てもらっ
て、文書偽造とか出した資料は揃っていますか
と、その確認までしなかったら、審査官の信頼は
回復してないと言うてるわけです。それがなぜで
きないんですか。
飯田： 時間の関係もあるので、ちょっとすいません。

簡単にご答弁を。兵庫の事件について。
回答： 再調査は行ってはいるんですが…
高山： 本省が調査しなきゃダメよ。本省が直接調

査をするんだよ。局がやっても同じことだよ。
川本： 全然意味ない。
高山： そういう問題なんだよ。
飯田： 一応やりますね、じゃ、やりますね。
川本： やった方がいいよ。
古川： やってくださいね。
飯田： いいですね。オーケー？
＜交渉団ざわめく＞
古川： 返事してくださいよ。時間ないんです。
回答： あの～一応あの～…
西山： いまやらなかったら、いつまでたってもできま

せんよ、これ。
回答： あの～それはいろいろ会議の場を設けてあ

の～周知徹底を図っていくところであの～…。
川本： 徹底じゃないって、だから。
＜交渉団ざわめく＞
古川： 調査してください。はい。労働局と審査会
に非常に不信感を持っている私から質問いたし

ます。さっき審査会の方がおっしゃいましたね。
えっと～事案を原処分庁に戻さなくても職権で、
46条で調査できるとお聞きしました。私は労働局
で棄却された後に審査会に出して、いろいろ意
見書を出して、なしのつぶてで2年くらい経ったこ
ろ突然、大阪労働局から電話がありました。そ
れは夫の平均賃金の関係を求めての再請求で
した。2年間放ったらかされて突然、大阪労働局
から電話がありまして、「古川さん、平均賃金の
改訂を考えております。検討しております」と。そ
の結果、改訂されました。私が要求していたよう
に。でも私は納得していません。なぜなら審査会
に再請求を出したのであって、なぜ労働局から
そのような返事があるのか。労働局に「どうする
んですか」と聞いたら、「この間の石綿の騒動に
よって、賃金の見直しをしておりました」と。そこ
でひっかかったと。私が審査会に提出した資料
すべて労働局が把握していました。これはおた
くたちが内 に々話をしたんじゃないですか。
回答： ちょっと個別の事案については分かりませ

んが、監督署が自分のした仕事を見直して自ら
取り消すということが中にはあると思います。再
審査請求をやってきたんですよね。労働局は受
理手続を行いますので、再審査請求書とかは労
働局とかに送って、それで資料収集する手続が
あるので、労働局の方に資料を送ることはありま
す。はい。
古川： 私が言いたいのは、要するにさっきから兵

庫の件もあるし、労働局と審査会がもっと透明
性を持って、われわれにも理解できるような形で
やってほしいということです。とにかく認めたから
良いだろうということではなくて、労働局、審査会
から私は却下されました。当然ね。自分たちが
労働局に差し戻して結論を出して却下通知が
来てその中に書いてました。私の思いは、一応
出しているけども、審査会は個人の思いを審査
するところではないから、決定がくだされれば、会
計の決定があれば棄却しますという通知が来ま
した。
回答： たぶんその審査すべき…
古川： 分かります。だけど非常に不透明で、労働
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局の担当した方の話では、「どうしてですか」と
聞いたら、労働局があたかも大阪労働局がちゃ
んと見直しをやったんだと。賃金が正当かどうか
見直しをやったときに古川さんがひっかかったと。
「じゃ、他に本当に低い賃金の人を見直しした
んですか」というたら、「してません」と。した人も
いると。でも実際はされていません。だからこれ
は、審査会の方からさっきおっしゃったように、職
権で調査したときに、これは明らかに間違ってい
るということが発覚して労働局に戻したんじゃな
いですか、勝手に。ということで不信感を…
回答： そういうことはないです。調査は、あくまでう
ちが必要と思ったものについて46条に基づいて
公文書を持ってやるものです。書類を戻したりと
か…
古川： さっきから言ってる兵庫労働局も、大阪労

働局もそうです。非常に不透明な部分でやって
ると。それを言いたかった。もっとちゃんとした透
明性を持ってやってください。

石綿特殊健診のレントゲン検査（続）等

飯田： では、第一部で積み残して、再回答してい
ただくということで来ていただきました。石綿の特
殊健診の問題について、よろしくお願いします。
回答： 労働衛生課です。さきほど中途半端だった
ところを回答します。結論から申し上げますと、
先ほどもご説明申し上げましたとおり、この場で
ご報告できる内容を検討したという事実はござ
いません。1年以上何だったのかというお叱りは
十分受けたいと思います。じゃ、意見を無視して
いたのか、そういうことではございません。期間
的に見れば、無視していたんだろうとご意見があ
るかと思います。石綿初回曝露から経過期間ご
との健康診断については、検討する中で踏まえ
たいと考えております。以上です。
平野： 良くないですが、これからしっかり検討して

いただいて。少なくとも初回曝露から年2回や
ることは無意味だと、医学的にね、デメリットのこ
とが多いですよということについては是非認識
を、これはもう常識ですから、医学的にははっきり
言って。しかも石綿健診ですからね。一般健診

とは違いますから。それをしっかり認識していた
だいて、検討していただきたいと思います。
飯田： そうしましたら時間の関係で、最後に言い残
したことを。Cに関係することで。意見表明にな
るかと思いますが、一言言っていただけますか。
団体： 成田署の暴言の問題、それからその打ち切
りも適正管理通達に沿わずに、局医にも聞かず
にやってしまった、打ち切ってしまったという事案
が懲戒処分になってないという話ですが、これは
組合を騙すような話でひどいけしからんと思うの
ですが、その時の打ち切った処分について、精
査をしていただきたい。その中で適正管理通達
を違反の処分がたくさんあると思うんですよ。あ
そこの成田の国際線というのはかなり過酷な現
場で、腰痛や事故が多発しているので、その中
で今回暴言を吐いてどんどん切り捨てた課長が
いて、その中で処分があったと思うのですが、そ
こがどうだったのか。私が関わっていた3人、審
査請求、再審査請求に関わっていますが、その
全容を解明していただきたい。兵庫の件もそう
ですが、その事件自体をきちんと本省として調査
していないというのが問題だと思いますので、よ
ろしくお願いいたします。
飯田： はい、どうもありがとうございました。最後に

川田さん、ひとことお願いします。
川田龍平（参議院議員）： 途中から抜けてしまいま
したが、時間がやはり足りないということで、今回
も最後までできなかったかと思いますが、また是
非こういう機会をつくっていただき、皆さんととも
にしっかり。労働基準の問題もそうですが、今の
自分たちの仕事を、働くということがもっとしっかり
できる社会にしていきたいと思いますので、これ
からも仕事をしっかりできるように、僕自身も勉強
しながらですが、国会議員としての仕事を6年間
みなさんとお付き合いいただきたいと思いますの
で、よろしくお願いします。がんばりましょう。あり
がとうございました。
天明： どうも今日は長時間にわたってありがとうご
ざいました。やはり皆さんは財務省でもなく、通
産省でもなく、厚生労働省にお勤めになっ
ているということの志を信じたいと思いま
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CCAURMが、アジアの女子労働者の実態
を人権問題として捉え、私に各国を訪問して、
ネットワークをつくるように頼んだとき、対象はす
でに工業化が進んでいた、東アジア・東南アジ
アの開発途上国だった。

しかしどの国にも満遍なく行けたわけではな
い。70年代から80年代にかけて、英領だった香
港以外は、独裁政権下で草の根の労働運動
は弾圧されていたが、めげずに民主化運動が
活発だった韓国とフィリピンにはもっとも多く行っ
た。争議の現場や集会によばれるので、いつも
急に要請される。日本国内の仕事は早くから日
程がきまっているので、しばしば“身体がふたつ
あったなら”という切実な苦境にたたされた。

綱渡りの日程調整でフィリピンへ

あるときフィリピンのマニラで、極秘でフィリピ
ンのいろいろな民主化運動の活動家が集るの
で、外国からも支援者に参加してほしいという

知らせがあった。日曜日のお昼からの集会だ
が、私はその土・日は、食品労連婦人部の1泊2
日の集会の講師をひきうけていた。

会場は仙台で、土曜の午後から日曜のお昼
の閉会まで参加し、講演だけでなく参加者の
話しあいでも、助言などをするように頼まれてい
た。どう考えても、マニラの集会に行けるわけは
なかった。ところが諦めの悪い私は、国鉄と航
空機の時間表を子細にしらべると、仙台をおそ
い夜行でたつと、上野経由で空港に行き、マニ
ラ行きの一番機に乗れることがわかった。よく覚
えていないが、羽田から国際便が出ていた時
代で、マニラとは1時間の時差があるから、こん
なプランが立てられたのだろう。

私は食品労連の関係者に、土曜日は開会か
ら夜10時頃まで参加できるから、講演は1日目
にして、日曜日はオフにしてもらうように頼みこん
で、マニラ集会に参加することにした。しかし仙
台から空港に至る、どの交通機関もきっちり時
間通りに動いてくれないと、飛行機に乗りおくれ

アジア訪問のエピソード
塩沢美代子

連載第54回

塩沢美代子「語りつぎたいこと―日本・アジアの片隅から」 54
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る、きわめてリスクの高いスケジュールだった。マ
ニラの集会参加は、CCAの仕事の役目というだ
けでなく、私自身がとても行きたかったのである。

その当日、私は仙台で時間通りにきた夜行に
乗り、ハラハラする不安を祈るような気持ちでし
ずめながら、次 と々乗りかえたが、いずれも時刻
表通りに私を運んでくれた。定刻に離陸・着陸
しないのが普通である飛行機も、奇跡的に定
刻にマニラに到着した。空港には迎えの人が
いて、会場であるカトリックの大学に向かう車中
で、私はすべて定刻に動いてくれた乗りものに
感謝し、“ヤッター”という達成感を味っていた。

交通機関は定刻だったけれど…

ところが会場の大学につくと、なんだか様子
がおかしかった。集会がはじまっている時刻な
のに、群衆が大学の塀をとりかこんでいる。

極秘で着 と々準備してきた集会だが、昨夜、
官憲に察知されてしまい、この大学が封鎖され
て入場できないのである。

多数の参加者がそこにとどまっているのは、
ビショップ・ラバイアンが、門をあけるように交渉
中だからという。ビショップとはカトリックの高い位
にある人で、OHDの最高責任者でもあった。

こんな緊迫した場面なのに、そこで長いこと
待たされている人たちに、殺気だった気配はな
く、気軽に仲間とおしゃべりしている。日本や韓
国でこういう状況におかれた場合とは、ずいぶ
ん違うなと感じ、民族性の違いの上に“弾圧馴
れ”している面もあるのだろうかなどと考えてい
た。

その群れのなかに、おそろいのTシャツを着
た若者のグループがいた。これはどういう活動
をしている人たちなのかと、Tシャツに書かれて
いる文字を読んだら、なんと“メトロ・マニラ・ポリ
ス”なので仰天した。集っている民衆が、おとな
しくビショップの交渉により、門があくのを待って
いるから、彼らにもなんの行動命令もないので、

仲間とおしゃべりして寛いでいるらしい。日本で
多くのデモに参加していた私には、日本の警察
機動隊と、あまりにも違う光景に写った。

民族性の違いに“弾圧馴れ”？

私が着いてから1時間くらいたった頃、ビ
ショップの交渉も成らず、会場封鎖はとけないの
で、参加者は解散することになった。前夜に仙
台をたってから、すべての乗物が定刻に動いて
くれて、会場に到着したら、集会そのものが開
催できなかったという次第である。
しかし私にとって無駄足ではなかった。
会場の塀の外で、いろいろな活動グループ

の人たちと会えて話をきけたり、集会を諦めてか
ら、すぐにはじまった、ビショップ・ラバイアンが先
頭にたっての抗議行動に参加できたからであ
る。国会に行ったり、記者会見をしたりするさい
もついていった。私の顔は中国系のフィリピン
人にしかみえないから、外国人とは気付かれな
いのが幸いだった。ただし、現地の言葉は全く
わからないから、どんな話がかわされているの
かは不明なのだが、雰囲気だけでも当時のフィ
リピンの状況を肌で感じることができた。カトリッ
クの国だから、高い地位であるビショップに面会
を求められて、門前払いをする人はいなかった
ようである。いっしょに行動していた私たちは、
ある建物に入ることを守衛たちに阻止されたこ
ともあったが、それも日本ほど厳格ではなく、簡
単に強行突破してしまった。

政治的変化の多かったタイ

韓国・フィリピンに次いで何度もいったのはタ
イだった。韓国やフィリピンは独裁の期間が長
かったが、タイは私が関った7年くらいの間に、
政治状況の変化が多かったので、対照的な場
面に出会ったのが、印象に残っている。

太平洋戦争中に、タイは日本軍に、抗戦せ
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ず、無血占領したというニュースをきいた覚えが
あるが、戦後の歴史については全く知らなかっ
た。ただ1973年の10月に、学生革命で民主化
がはかられたというニュースは、日本の新聞で
知っていた。学生運動で政治を変えた国があ
るんだと、感心したのを覚えている。

学生革命後のメーデー

その1年半後にあたる1975年5月のゴールデ
ンウィークに、労研の小木さん、神奈川大の堀
野さん、岡山大の太田さんたちが、タイの労働
事情視察に行くさい、私もついていった。

そのとき見たメーデーの光景は、今もはっきり
覚えている。半日がかりで延 と々つづくデモを見
て、休憩しようとはいったコーヒー店（ホテルの1
階だったかもしれない）で思いがけない場面に
出会った。

急に店の奥でがやがやしたと思ったら、従業
員たちが、“スト突入”と英語で書いた新聞紙を
客に見せながら、店から飛び出していった。コッ
クさんなど白の高い帽子に白衣のままだった。
間もなく管理職らしい中年の女性が、“お騒がせ
して申し訳ありません”と英語で客にあやまって
歩いた。私たちはコーヒーを飲み終っていて、
なぜこういう事態になったかを想像してみた。

彼等は、メーデーに参加したかったのに、店
が許さなかったのだろう。店からも見えるデモ
行進が、やがて終りそうな時刻だった。矢も盾も
たまらなくなった従業員が、突如こういう行動を
とったのだろう。

私たちも間もなく店を出たが、彼らが戻ってく
るまで閉店になったに違いない。ほぼ全員のよ
うだったが、彼らが戻ってから、どんな処遇を受
けたか、32年たった今でも関心事である。

メーデーの行進で、先頭が赤旗とともに、国王
と王妃の写真をかかげていたのにはびっくりし
た。たんに生活習慣からか、官憲に阻まれない
ためかは、わからなかった。
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日本でいえば東大にあたるであろう、タマサー
ト大学で開かれた、メーデーの集会も印象的
だった。身なりなどからスラムの住人と思われ
る人たちが参加しており、とくに子供が多かっ
た。満席になったので、子供たちは舞台に上が
り、その後と横に座りこんでいた。日頃なんらか
の形で、学生が接触している人たちを招いたの
だろう。その年の2月に、革新勢力を代表する
民主党の党首が、右派連合を破り首相に当選
した時期だから、こういう光景も生まれたのだろ
う。

“血の水曜日”による軍事独裁

それからわずか1年半の1976年10月に、軍事
クーデターが起り、軍部が政権を掌握した。こ
のときは“血の水曜日”と称して、日本の新聞に
は一面に、大学のキャンパスの広場を埋めつく
す、学生の遺体の写真が大きくかかげられた。
後からきくと、報道管制でタイの人たちはこの事
実を知らなかった。タイでCAWの活動を支え
たのは、カトリックの正義と平和委員会（各国に
ある）担当の男性だったが、数年後に彼は、“私
はそのとき学生運動をやっており、たまたま農村
にオルグに行った先で病気になり、大学にいな
かったので生き残ったのだ”と殺された仲間た
ちに気がひける心境を語った。私にも日中戦争・
太平洋戦争で、戦死・戦災死した人たちに対し
て、生き残ったことを心から喜べない気持ちが
あるので、彼の心情はよくわかった。

クーデター直後は、5人以上人が集まるとき
は、官憲にとどけなければならないとかで、タイ
の人たちは怯えており、私とおちあうときは、日本
人の観光客が多い、高級ホテルのロビーを指定
してきたりした。

独裁下の繊維労働者の集会

それから6年後の1982年に、タイで繊維労働
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者の集会があるので参加してほしいと、CAW
から要請された。CAWのコーディネーターは、
私から仕事をひきついだシスター・テレサから、同
じくフィリピン人のシスター・ルディにひきつがれて
いた。

CAWでは国際集会だけでなく各国の国内
で、女子労働者を守る運動が起るように、資金
援助などを行っており、タイの集会もそのひとつ
ということだった。バンコック地域のいくつかの
繊維工場の労組から数名の男子も含め40名余
りが、バンコックから貸切りバスで3時間ほどの
海岸に行った。シーズンオフなのか人気のない
海の家みたいなところが1泊2日の会場だった。

ルディと私のために、国連関係の仕事をした
ことがあるという、英語の達者な青年が通訳と
してきていた。

私は日本でこのような集会に度々参加してい
るが、それにくらべて彼女らの発言はきわめて
積極的だった。

その頃タイでは不況下の生産調整のために、
レイオフで工場から放り出された労働者が多い
こと、残った者は労働強化に苦しんでいるのに、
労働組合に関心のうすいことなどがこもごも語
られた。土曜日が休日になったという不満が出
たのは、日本人には理解しにくいだろうが、彼女
らの賃金は日給や出来高ばらいだから、労働日
がへるともろに収入がへるからだった。

会社は組合をきり崩そうと、悪らつな手段をと
ることなど、具体的に話していた。

11才から働いて10年になるが、先月から工場
閉鎖となって失業中の人がいた。

彼女は“私たちがノルマを果すために、あれ
ほど急いで仕事しなければ、土曜日も働いて今
と同じ生産量になるのよ。流れ作業で、隣の人
の手がおそいから自分の成績が上らないと、監
督にいいつける人がいたりして、みんなで必死
でスピードを上げるから、またノルマがふえるじゃ
ないから。そして製品が売れないのに生産量
が多すぎるといって、私みたいに失業したり、土

曜日が休みになって賃金が下がったり、苦しむ
のは私たちなのよ”と訴えた。彼女が長い髪の
まつわる首をふりながらこの話をすると、会場か
ら拍手がわき起った。

外国人参加がばれるとまずい

かくして話が佳境にはいり、私は目は発言者
の表情に、耳は通訳の英語に集中していたと
き、主催者が急いで私たちの席にきて、通訳の
青年に小声でささやいた。すると彼の顔がこわ
ばり、“いま労働省の役人が集会の様子を見回
りにきた。通訳をしていると、外国人が参加して
いることがばれてしまうので、直ちに退席して、こ
の海岸に遊びにきている観光客としてふるまっ
て下さい”といった。

労働者の集会は、すべて関係官庁にとどけ
て、許可をもらわねばならないので、この会もと
どけてあったらしい。その内容は適当に書いて
あったから、ルデイと私がいてはまずいらしい。

そこでルディは昼寝をするといって部屋にこも
り、私はつねに水着を携帯しているので海に泳
ぎにいった。

ふりそそぐ陽光を反射して、きらきらとかがや
く海、沖に出てふり返ると、ゴミもない白い砂浜
には、高いやしの木が青空にとけこみ、バナナ
の木の大きな葉がみどり鮮やかにつづいてい
た。日本では海の汚れと芋を洗うような人混み
をおそれて、久しく海で泳ぐことがなかった私に
とって、それは夢のような最高の水泳だった。

それなのに私は、いつあの集会に戻れるのか
と、やきもきしていたのである。退席するとき、い
つまで役人がここにいるのかときくと、“それはわ
からない。終りまでいるかもしれない”といわれ
ていたからである。

幸いにも役人は1時間足らずで帰ってくれた
ので、私たちは集会のほとんどに参加できたの
である。
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台湾におけるアスベスト管理対策の現状及び展望
Chrisotile International Scientific Workshop, Taipei, Taiwan, 2007.6.28

※台湾行政院環境保護署と駐台カナダ貿易弁事

所の主催で、2007年6月28日に台北で開催され

た「白石綿国際検討会」における張森和氏（台

湾国務院環境保護庁環境衛生・有害物質対策

部副部長）の報告を入手したので紹介する（原

文は英語）。 報告中でふれられている台湾の

新たな禁止措置導入に対して、 カナダが異議

申立をした結果開かれたものであるが、台湾側

は提案を撤回しなかった。

抄録

国務院環境保護庁（EPA）は、アスベストを、その
高度の発がん・石綿肺及び人の健康を害する能力
のゆえに、1989年5月に規制対象有害化学物質に
指定した。EPAはまた、1991、1996、1997、1998及び
2005年に関連する法規及び政策を改正した。現行
法規によれば、クロシドライト及びアモサイトの製造、
輸入、販売及び使用などに関連する事業は禁止さ
れ、EPAはまた、飲料水補給ライン及びその部品へ
の新たな及び補修用へのすべての種類のアスベス
トの使用を禁止している。2005年12月30日、EPAは、

アスベスト禁止をめぐる世界の動き

板、管、セメント、繊維強化セメント板の製造における
アスベストの使用を、2008年1月1日から禁止すると発
表し、また、この発表日以後の新たな［アスベストの使
用］用途は認められないとした。国際的な動向及び
アスベストを規制する管理対策を考慮して、EPAは
さらに、建材関連製品に使用されるアスベストの禁
止を検討及び評価し、近い将来、先進国で実行され
ているように規制するだろう。

1. はじめに （省略）

2. アスベスト管理対策の経過

アスベストは1989年5月以来、EPAによって有害
化学物質とされ、関連する事業に対するアスベスト
に関する要求事項が、1991、1996、1997、1998及び
2005年に改訂されてきた。アスベストを管理するた
めの有害化学物質関連要求事項の経過は、表1に
詳説されている。

表1  有害化学物質としてのアスベスト

管理対策の経過
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1989年―規制対象となる有害化学物質

 5月1日付け告示 ： アスベストを重量15％含有する物

質を有害化学物質として発表し、新たに設置される飲

料用水道管への使用を禁止。管理番号は003-01。

1989年―規制除外項目の廃止

 11月7日付け解説通知 ： 水道管、ボイラー、商品など

のハードウエアにすでに使用されている物質及び重

量15％未満含有の物質は、この規制の対象とはなら

ない。

1991年―飲料用水道管への使用禁止

 2月27日付け告示 ： 新たに設置される飲料用水道管

及び配管部品へのアスベストの使用は禁止される。

使用中の水道管及び配管部品は、使用不可能になる

までは使うことができる。

1996年―9種類の許容される用途

 10月17日付け告示：

 許容される用途：

 1. 研究、実験、教育

 2. 合成樹脂（増粘剤）、防水アスベスト接着剤及び継

目充填材の製造

 3. アスベスト・タイル、板、管及びアスベスト・セメント

の製造

 4. 防火、断熱及び保温材の製造

 5. アスベスト・ベルト、布、紐及びワッシャーの製造

 6. アスベスト ・ フィルターの製造及びアスファルト（充

填材）製造

 7. ブレーキ・ライニングの製造

 8. 建材及び継目充填ベルトの製造

 9. アスベスト防錆塗料の製造

1997年―クロシドライト及びアモサイトの製造、輸入、販

売及び使用の禁止

 2月26日付け告示：

 1. 管理濃度基準 ： 繊維状、フィラメント状、絨毛状ア

スベスト濃度は1％以上（重量）

 2. クロシドライト及びアモサイトの製造、輸入、販売及

び使用は禁止される。ただし、実験、研究及び教

育目的はこの規制の対象ではない。

1998年―管理濃度基準及びアスベストの有害性分類の

改訂

 7月7日付け告示：

 1. 管理表番号：003

 2. 最小管理基準：500kg

 3. アスベストの管理濃度基準 ： 繊維状、フィラメント

状、絨毛状アスベスト濃度は1％以上（重量）

 4. 有害分類第II類 ： がん原性、催奇形性、変異原性、

その他の慢性疾患を引き起こす可能性または生

殖毒性を有する化学物質

 5. 許容用途の拡大 ： 第10項目に繊維セメント板の製

造

1998年―事業管理の改訂

 12月1日付け告示：

 1. 管理表番号は003、バッチ番号は01

 2. 最小管理基準：500kg

 3. 管理濃度【訳注：一部表欠落？】

2005年―限定用途管理

 12月30日付け告示：

 アスベスト板、アスベスト管、アスベスト ・ セメント及び

繊維（強化）セメント板製造に関するアスベストの使用

は、2008年1月1日から禁止される。

 また、発表日以降、新たな用途登録または使用許可

は認められない。

 出展：国務院環境保護庁『有害化学物質の

審査/保持/管理計画及び分析』（2003年）

1989年にアスベストは、「有害化学物質管理法」
の対象有害化学物質であると発表された。1991年、
新たに設置される飲料用水道管及び配管部品へ
のアスベストの使用が禁止された。1997年、クロシド
ライト及びアモサイトの製造、輸入、販売及び使用が
禁止された。1998年、アスベストの有害性は、がん原
性、催奇形性、変異原性、その他の慢性疾患を引き
起こす可能性または生殖毒性を有する化学物質と
される、第II類有害化学物質に分類された。2005年
末、使用禁止に関する―ほとんどが建材としての用
途―発表が行われた。

発表内容に基づいて、有害化学物質の管理
表番号―アスベストは003、分子式は5.5 FeO、1.5 
MgO-8SiO2・H2O、最小管理基準は500kg、管理基
準は繊維状、フィラメント状、絨毛状アスベスト濃度は
1％以上（重量）である。アスベストの使用に関して
EPAは、クロシドライト及びアモサイトの製造、輸入、
販売及び使用を禁止しているだけでなく、新たに設
置される飲料用水道管及び配管用部品へのすべ
てのアスベストの使用も禁止されている。EPAは、先
進諸国におけるアスベスト管理措置に関心を持ち
続けており、関連する実験データ及び化学的分析
に基づいてこの有害化学物質―アスベストの使用
に対する対策を見直し、一層強化していくつもりであ
る。現在、許容されているクリソタイルの用途は、以
下のとおりである。
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1. 研究、実験、教育
2. 樹脂（増粘剤）、アスベスト防水接着剤及び
ジョイント・シーリング材の製造

3. アスベスト屋根タイル、押出セメント合成中空
板の製造

4. 防火、断熱及び保温材の製造
5. アスベスト・テープ、布、紐及びマットの製造
6. アスベスト・フィルター及びアスファルト（充填
材）の製造

7. ブレーキ・ライニングの製造
8. 建材のジョイントテープの製造
9. アスベスト防錆塗料の製造
アスベスト繊維による被害は、吸入することによっ

て引き起こされるものであるから、固化することによっ
て被害を大きく減少させることができる。アスベスト
が固化された製品の製造及び使用を許容している
国もまだ存在している。繊維状、フィラメント状、絨毛
状物質を付加しておらず、アスベストが固化されて
いる建材は、規制対象となる有害化学物質には含
まれない。しかし、国際的な対策の動向に従い、わ
れわれは2005年12月30日の発表において、3の事業
に禁止を拡大した。アスベストは、アスベスト板、アス
ベスト管、アスベスト・セメント及び繊維強化セメント板
への使用を、2008年1月1日から禁止される。さらに、
この発表日以降、新たな用途登録及び使用許可は
許されない。

3. アスベストを管理する関連規制

台湾におけるアスベストを管理する関連規制は、
環境保護法に基づいている。これらの規制は、生活
環境の質を特定するだけでなく、アスベスト含有物
質を定義し、また、管理措置を定めている。アスベス
トを管理する関連規制の内容は、以下のとおりであ
る。

（1） 2006年12月29日の「管理対象物質表及びそ

の取扱・管理に関する要求事項」告示の改訂

第5条 アスベストの保管場所は、密閉されたとこ
ろでなくてはならない。アスベストは、大気中への飛
散または損失するのを防止するのに十分な容器に

入れて保管されなければならず、そのための関連す
る措置基準は以下のとおりである。
1. アスベスト袋の集積場所の目的は、施設内で
アスベストの大気中への飛散を防止することで
なければならない。

2. アスベスト袋を詰めるために頑丈な容器が用
いられなければならず、当該容器は、紙製の内
装袋またはその他の適当な内装で裏打ちされて
なければならない。

3. アスベストの収集及び詰め入れのために容器
に詰められたアスベスト袋を開ける必要のある
場合を除き、当該容器は、常に密封された状態
を維持されなければならない。

4. アスベスト袋を詰めた容器は、収集及び輸送
中、「有害物質」であることを示す図象、内容物の
名称、有害成分、有害性警告情報、危険予防措
置及び供給（収集）企業の名称、住所及び電話
番号を表示しなければならない。

5. アスベスト袋を詰めた容器を輸送する前に、
有害化学物質輸送マニュフェストが完備され、
出発地及び到着地の環境保護当局に報告され
なければならない。所有者、輸送者及び荷受人
は、将来の参照のために1年間、当該輸送マニュ
フェストを適切に保管しなければならない。
別掲の「管理物質リスト及び取扱管理基準」表

に、アスベストの使用に関する有害化学物質関連
告示の内容、アスベストに関する禁止または許可も
含まれている。

表2  アスベストに関する有害化学物質告示

管理表番号 003

バッチ番号 01

中国名 石綿

英語名 Asbestos

分子式 5.5FeO, 1.5MgO, 8SiO2, H2O

CAS番号 1332-21-4

最低管理基準（kg） 500

管理濃度基準 w/w％ 1

毒性区分 2

出典：国務院環境保護庁

2006年「管理物質表及び取扱管理基準」別表1
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表3  アスベストの使用の禁止に関する告示

管理表番号 003

バッチ番号 01

化学物質名 石綿

禁止

1 クロシドライト及びアモサイトの生産、輸入、販売

及び使用は禁止されるが、実験、研究及び教育目

的はこの制限の対象とはならない。

2 新たに設置される水道管及び配管部品へのア

スベストの使用は禁止され、稼働中の水道管及び

配管部品は、使用不可能となるまでは使うことがで

きる。

3 アスベスト板、管、アスベスト・セメント及び繊維セ

メント板製造に関するアスベストの使用は2008年1

月1日から禁止される。公布日以降、新たな用途登

録または使用許可は認められない。

出典：国務院環境保護庁

2006年「管理物質表及び取扱管理基準」別表2

表4  アスベスト（クリソタイルのみ）に関する

使用許可に関する告示

管理表番号 003

化学物質名 石綿

許可される用途

（1） 研究、実験、教育

（2） 樹脂 （増粘剤）、アスベスト防水接着剤及びシー

ム・フィルターの製造

（3） アスベスト・タイル、板、管及びアスベスト・セメン

トの製造

（4） 防火、断熱及び保温材の製造

（5） アスベスト・ベルト、布、紐及びワッシャーの製造

（6） アスベスト・フィルター及びアスファルト（充填材）

の製造

（7） ブレーキ・ライニングの製造

（8） 建材のシーム・フィルター・ベルトの製造

（9） アスベスト防錆塗料の製造

出典：国務院環境保護庁

2006年「管理物質表及び取扱管理基準」別表3

（II） 2006年12月14日の「有害産業廃棄物判定基

準」告示の改訂

廃棄物関連規則においては、アスベストは有害産
業廃棄物と見なされる物質として定義されている。

関連する規則の概要は以下のとおり。
8. 第4条「アスベスト及びアスベスト製品廃棄
物」は、以下の特性を生じさせる産業廃棄物とさ
れている。

（1） その製造及び研磨、穴空け等の仕上げに
アスベストが関連する、耐火、断熱、保温材及
びブレーキパッド等の摩擦材に使用される物
質は飛散性の高い廃棄物を生じさせる。

（2） 建設作業におけるアスベストに飛散によっ
て生じた廃棄物

（3） アスベストを含有する耐火、防火、保温材の
改修または除去によって生じる飛散性の高い
廃棄物

（4） 原料アスベストの梱包袋
（5） アスベストを1％以上含有し飛散性の高い

その他の廃棄物

（III） 2006年12月14日の 「有害産業廃棄物判定

基準」告示の改訂

産業廃棄物の保管、清掃及び廃棄に関する措
置及び施設基準規則においては、アスベストは中間
処理が必要な有害産業廃棄物に分類されている。
中間処理における施設及び処理方法基準は、同規
則に定められている。関連する規則の概要は、以下
のとおり。

第20条のもとで有害産業廃棄物が再使用され、
または他の中央機関の規則が適用されて、以下の
有害産業廃棄物は、まず中間処理がなされなけれ
ばならない。処理方法は、以下のとおり。
15. 有害産業廃棄物を含有するアスベスト及びア
スベスト製品： 厚さ60/10,000cmの二重のビニー
ル袋に梱包して湿式処理を用いる。袋は二度
結んでから、頑丈なコンテナに保管するか、大気
への飛散防止のための固化措置を採用しなけ
ればならない。

4. アスベスト管理の有効性

2004年第1期から2007年第1期までの、国内の有
毒化学物質取扱現場における管理総数及び取扱
報告に関する情報は、表5に示すとおりである。
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表5  アスベストに関する取扱報告情報の統計

年   2004 2005 2006 2007

報告事業場数 54 53 50 22

取扱事業場数

  取扱件数＞0 34 34 28 16

  総価額＞50％ 6 5 4 4

  総価額＞70％ 9 9 7 6

  総価額＞90％ 17 17 14 9

 総取扱量（トン） 4,288.33 4,141.33 3,385.35 632.25

出典：国務院環境保護庁

「有毒化学物質管理システム」、2007.5

このデータによれば、アスベストの生産、輸出、そ
の他の取扱は総計で、2004年4,288.33トン、2005年
4,141.33トン、2006年3,385.35トン。この結果は、国内
の取扱量が次第に減少していることを示している。
3年間のうちに、取扱量は902.98トン減少し、これは
2004年の取扱総量の21.06％に当たる。第1期の報
告量統計（632.25トン）に基づいて2007年の取扱量
を推計すると2,500トンから3,000トンの間である。2007
年末でアスベスト板、アスベスト管、アスベスト・セメン
トの製造へのアスベストの使用が禁止され、新たな
登録または使用許可が終結された後、台湾における
アスベストの取扱量は継続的に減少するだろう。

2007年以前に、報告記録のある取扱事業場が
63、そのうち取扱量が＞0の事業場が41あった。毎
年のデータを詳しく分析すると、2004年の報告事業
場54、＞0取扱事業場34、2005年の報告事業場53、
＞0取扱事業場34、2006年の報告事業場50、＞0取
扱事業場28。このデータは、台湾では取扱事業場
が次第に減少していることを示しており、関連規則に
よる管理、代替品の開発及び有毒化学物質への理
解との間に密接な関係がある。

2004～2006年の取扱量が大きいものから小さい
ものへと取扱事業場を分析した。クロス分析の結果
は、各年における総取扱量の50％を占める取扱事
業場は全体の1/7～1/6（およそ4～6事業場）でしか
なかった。各年の取扱事業場数の約半数で総取
扱量の90％を占めている。このことは、アスベスト取
扱が少数の大規模取扱事業場に集中していること
を示している。上位から5社の取扱事業場を動かせ

ば、台湾における年間アスベスト取扱量の半分を管
理することができる。数年間にわたるデータを比較し
た結果、上位5社の大規模取扱事業場は変わって
いないことがわかった。したがって、EPAが大規模
取扱事業場の削減状況を管理すれば、その有効性
は一層際だったものとなるだろう。

現在の許可されるアスベストの用途を踏まえると、
以下の製品は、アスベストの代替品を入手すること
が技術的に困難である。
I. 実験、教育、研究
II. ブレーキライニング
III. アスベスト・ロープ、ベルト及びマットの製造
IV. アスベスト・フィルター及びアスファルトの製造
V. アスベスト防錆塗料の製造
したがって、技術の促進、科学技術上の研究及

びアスベスト関連産業の発展が、環境法における強
制使用の管理の進展に密接に関連している。海外
におけるアスベスト関連管理措置の分析及び背景
データの収集とともに、産業技術の奨励と研究動向
を考慮に入れなければならない。

5. アスベスト管理の展望

アスベストに関する国際的な管理手法は1970年
代はじめに確立された。管理措置の進展には、3つ
の段階があった。
I. 第1段階：クロシドライト及びアモサイトの全面
禁止、しかし、クリソタイルは除外

II. 第2段階：クリソタイルの使用（用途）の制限
III. 第3段階：全てのアスベストの新たな使用の禁
止、しかし、適当な代替品のない使用済みのアス
ベストの一部だけは許されている

表6  国際的なアスベストの禁止管理のリスト

第1段階 ： クロシドライト及びアモサイトの全面禁止、しか

し、クリソタイルは除外

・ イングランド（1970年、クロシドライト）

・ イングランド（1985年、アモサイト）

・ ハンガリー（1988年）

・ クロアチア（1993年）

・ 日本（1995年）
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・ アルゼンチン（2000年）

・ オーストラリア

・ ルクセンブルグ

・ スペイン

II. 第2段階：クリソタイルの使用（用途）の制限

・ デンマーク（1986年）

・ アルゼンチン（2001年）

・ オーストラリア（2003年）

III. 第3段階 ： 全てのアスベストの新たな使用の禁止、し

かし、適当な代替品のない使用済みのアスベストの一

部だけは許されている

・ アイスランド（1983年）

・ ノルウェー（1984年）

・ スウェーデン（1986年）

・ スイス（1989年）

・ オーストリア（1990年）

・ オランダ（1991年）

・ イタリア（1992年、完全禁止 19941年）

・ フィンランド（1993年）

・ ドイツ（1993年、完全禁止 2011年）

・ フランス（1996年）

・ ポーランド（1997年）

・ ベルギー

・ リトアニア（1998年、完全禁止 2004年）

・ サウジアラビア（1998年）

・ イングランド（1999年）

・ アイルランド（2000年）

・ ラトビア（2001年）

・ チリ（2001年）

・ アルゼンチン（2003年）

・ オーストラリア（2003年）

・ 日本（2004年、完全禁止 2008年）

・ EU（2005年）

出典：南アフリカ全国経済開発及び

労働評議会「南アフリカにおけるアスベスト

段階的禁止の社会経済的影響」、2001年

表6に掲げたデータは、アスベスト管理措置の各
段階を実施した国及び実施年である。指摘すべき
点は、第2段階の諸措置を採用した国が数か国だ
けだということである。近年規制をしている国は全て
第3段階の厳格な管理措置を採用しているが、代替
品のない既存使用の一部は除外し、代替品のある
使用または新たな使用は禁止している。イタリア、ドイ
ツ、リトアニア、日本などのいくつかの国は、完全禁止

の実施に向けた期限を設定している。この結果は、
アスベスト使用の完全禁止は実現可能であるが、な
お代替品と産業技術に総合的に合致させることが
必要であるということを示している。

これら3つの段階の管理措置を分析してみると、
3つの段階は、台湾の諸告示及び関連規則の改訂
ですでにカバーされている。アスベスト板、管、アスベ
スト・セメント及び繊維セメント板の製造へのアスベス
トの使用は2008年1月1日に禁止される。新たな用
途登録または使用許可は、発表日以降は認められ
ない。したがって、アスベスト板、アスベスト管、アスベ
スト・セメント及び繊維セメント板を製造する国内の
事業者は、アスベストを他の物に代替する産業転換
を実施しなければならない。

アスベストの被害は世界中で確認されてきており、
管理対象有毒化学物質に指定されている。今なお
代替することのできない部分的な特性があり、いくつ
かの産業は、費用対効果を考慮に入れた状況のも
とでなおアスベストを使用しなければならない。共通
的な管理方法は、その用途と量を制限する措置を
使うことである。

アスベストの代替品及び技術は次第に進歩し、完
璧になりつつある。新世紀に入っても当分の間、アス
ベストの管理は総合的管理のもとで続くだろう。台
湾における環境保護及び労働安全衛生法令は、現
在のニーズを満たすことができるとはいえ、将来の管
理の傾向をにらみながら、先進国における管理の進
展や手法にしたがって告示の内容を継続的に改訂
し、より高いレベルと質の環境基準と労働環境を達
成しなければならない。

われわれは経済的及び環境的側面から台湾に
おけるアスベスト関連産業の転換の協議を開始し、
彼らに自主的・自発的に低減措置を採用させ、研究
者や産業界に代替品の現実可能性や利益に関す
る調査研究を促進し、台湾におけるアスベスト被害
の潜在要因を積極的に改善するだろう。様 な々側
面や見解を通じて、アスベスト産業に関連する諸問
題を効果的に管理できることを望んでいる。

参考資料： 1～9―省略
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自衛官の石綿被害すでに3件
東京●艦内補修業務で中皮腫、など

中皮腫・じん肺・アスベストセン
ターと中皮腫・アスベスト疾患・患
者と家族の会では、7月13日、第5
回目多省庁交渉にあたり、防衛
省に対する質問及び要望書を
提出していたが、防衛省は7月13
日付けの回答書のみで交渉に
は欠席した。

防衛省の回答書によると、これ
まで石綿関連疾患に罹患した自
衛官の公務災害が3件認定され
ている。

 死亡 2名 
 陸上自衛隊 1名 石綿肺 1名
 （駐屯地でボイラー業務従事）
 海上自衛隊 1名 中皮腫 1名
 （艦内補修業務監督作業等）
 療養中 1名

陸上自衛隊 1名 石綿肺 1名
 （駐屯地整備工場勤務）

中皮腫を発症した元海上自
衛官Aさんからは、相談を受け
た。防衛大学卒業後、1950年
代から護衛艦に乗り組み、砲術
士兼甲板士官として艦内各部で
勤務した。護衛艦は年次修理と
して石川島播磨重工業の豊洲
ドック（当時）に入る。艦内でアス
ベスト断熱材の張替え工事監督
をし、また、機関士として乗り込ん
だ護衛艦の機関室には配管に
アスベストが多量に使われてい
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た。Aさんは、1975年まで艦艇勤
務した。

2005年7月、胸膜中皮腫と診
断されたAさんは、海上自衛隊
勤務時代の艦内補修工事の監
督作業でアスベストに曝露したこ
とを確信し、2005年11月に防衛庁
（当時）に公務災害申請の手続
をとった。しかし、防衛庁の動き
はきわめて遅く、翌年にAさんが
他界しても、なお決定が出なかっ
た。

その後も何の連絡がないた
め、2006年7月、遺族は公務災害
の進捗状況を確認するため市ヶ
谷の防衛省を訪ね、海上幕僚監
部の担当者と面談した。人事教
育部の担当者は、「同じ自衛官と

して何とか認定したいが、護衛
艦の石綿使用状況を確認する
作業に時間がかかってしまった」
と謝罪し、早急に結論を出すと
述べた。そして今年3月、防衛省
海上幕僚長名で、公務災害補
償通知書が遺族に届いた。Aさ
んは、石綿による中皮腫として公
務災害認定された最初の自衛
官になった。

その後、遺族への補償給付
金が支給されるまでになお半年
余の時間がかかった。こうした
防衛省の対応のお粗末さにはあ
きれるばかりである。

軍事に石綿はつきもの。艦船、
車両、航空機、建物には被弾に
よる火災防止のため石綿の使
用は不可欠であった。これから
自衛隊関係者に石綿被害者が
出るのは避けられない。防衛省
は現役・元を問わず自衛官の石
綿被害の掘り起こしに努め、公
務災害による補償に真剣
に取り組むべきである。

（東京労働安全衛生センター）

警備システムが決め手に
兵庫●ITビジネス社員の脳内出血

親しくしているS社の社長か
ら電話がかかってきた。「社員が
脳溢血で倒れて…それでどうし
たらよいのか相談したくて」。驚
く私に「いや、それは1か月前の
ことで、もう本人は病院から退院
し、回復に向かっています。あと

1～2か月もすると現場に復帰す
ることができる」とのことだった。

S社はITビジネスの会社で、社
長は数名の仲間で事業を始め
た。今回倒れたKさんはその中
の一人で、会社は法人化され、
役員は社長一人、Kさんは従業
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員という立場であった。
Kさんが倒れたのは、2006年

10月のことである。得意先から
会社に戻る途中、急に激しい頭
痛に襲われ、眼の前にあった消
防署に駆け込み、そのまま救急
車で病院に運び込まれた。病名
は脳内出血。話を聞く限り、明ら
かな労災であった。

30代前半のKさんは、S社の
主要な業務を担っていた。この
間会社の業績も好調であった
が、ITなどベンチャービジネスの
特徴は、会社の持つ技術に対し
て大手企業が出資するというパ
ターンが多い。そのため投資に
見合うリターンを確保しなければ
ならず、利益を上げるのは必須
であった。いきおい経費が削ら
れてしまうが、その最たるものは
人件費などの固定費である。そ
のためベンチャーは、売上の規
模は大きいのに、小さなオフィスと
少人数で経営しているという会
社が多いのである。S社は、その
代表的な会社であった。

その主要業務を行っていたの
がKさんだが、この間新規に契
約した会社のコンピューターシス
テムのプログラミングとメンテナン
スの納期が迫っており、倒れる前
の5か月間はほとんど休みがない
状況であった。よくある話だが、
責任と業務量が大きくてもそれを
意に介さない、というのがKさんの
「仕事ぶり｣であった。

Kさんは、社長にとって大切な
仲間である。と言って休職期間
中には別の人を雇い給料を支払
わねばならず、十分な補償がで
きない。病院代も莫大だ。でも、

そういえば労災保険を掛けてい
たなと思い出し、私に電話してき
たのであった。会社ができること
は何でもしますから、何とか労災
認定できませんか、と言うのが今
回の相談であった。

脳・心疾患が労災と認められ
るのは、①脳内出血や脳梗塞、く
も膜下出血などの脳または心筋
梗塞などの心臓疾患を発症し、
②特に過重な労働を行ったとい
う証明ができて認定に至る。Kさ
んの場合、傷病名は申し分ない
が、「過重な労働」であったかが
証明できなかったのである。

Kさんの給料は、完全固定給
であった。残業をしようがしまい
が、全く賃金支給額は変わらな
いでいた。さらに出勤簿もない。
「②特に過重な労働」の判断基
準の大部分が労働時間である。
倒れた日から遡って1～6か月間
平均して45時間以上の超過勤
務を行っているか、または1～2か
月の間に80～100時間を超えて
残業している場合、などが対象と
なる。しかしKさんの場合、記録
そのものが存在しないのである。
しかも、Kさんはこの業務の期

間、得意先に出向するという形
式をとり、したがって会社から給
料が出ていなかったのである。も
ちろん、従業員であることには変
わりがないため、社会保険などは
そのままであった。

所轄の労働基準監督署に問
い合わせをしてみた。すると労
基署は、とりあえず窓口へ来てく
ださいという。社長を伴って窓口
へ行き事情を説明すると、Kさん
の労災認定に必要な書類の一

覧を提示した。それは会社案内
から始まり、組織図や事業所見
取図、就業規則などがズラリと並
んでいる。そして出勤簿も。しか
し、前述したように、存在しないの
である。
「社長の話によると、Kさんはほ

とんど毎日朝6時ごろに出勤し、
皆が帰った後も9時ごろまで残っ
ていたということですね。しかも
土日も祝日も変わらずに。それを
証明するものとして、オフィスの警
備システムの記録があるはずで
す。それを取り寄せてください」
と監督官は話した。確かに社長
は得意先周りのため直帰が多
く、Kさんは、仮に得意先から呼
び出しを受けて夜中になっても、
必ず会社に帰って警備システム
を作動させていた。

私は警備会社の記録と本人
のスケジュールを照らし合わせ、
あらためてKさんの労働時間を
調べてみた。すると多い月には
31日間休みナシで労働時間が
430時間を超えていることもあっ
たのである。もちろん、これは「控
え目」な数字である。警備システ
ム作動後に得意先を回ることも
あったからである。

Kさんは、16ページに及ぶ「脳・
心疾患に関する事案」という報
告書を作成し、会社もまた膨大
な添付資料と同僚証言、そして
同様の報告書を提出して、ようや
く労災として認定された。もちろ
ん、Kさんの事例は特別な例であ
る。会社の全面協力により必要
な書類が比較的早期に作成出
来、労基署の対応もスムースで
あったからだ。だがほとんどの会
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宅急便倉庫で働く日系人組織化
東京●労災申請や安全衛生学習会に協力

神奈川シティユニオンと下町
ユニオンは、宅配便倉庫で働く日
系ペルー労働者の組織化に共
同で取り組んでいる。これまでの
経緯をご紹介する。
日系ペルー労働者たちが雇わ

れているのは、江東区東陽町に
所在する光紀産業（株）という会
社。この会社は、十数年来、いわ
ゆる偽装請負状態で、東京－千
葉の臨海地域に拡がる佐川急
便の配送センターの夜勤倉庫作
業に、多くの日系ペルー労働者
を送り込み続けてきた。この間、
社会的に偽装請負問題が騒が
れるようになると、会社は労働局
の指導を受け、佐川から業務請
負されている別の会社へ日系労
働者を「派遣」することにし、苦しい
「合法性」を取り繕っている。

長い間、労働者たちに「うちの

会社は労災も雇用保険も社会
保険も有給休暇もない」と言い
続けてきた光紀産業（株）で、労
働者たちは文字どおり無権利状
態におかれてきた。しかし、昨年、
会社の事務・内勤の日系ペルー
女性労働者・又吉グロリアさんと、
その夫で倉庫作業に従事する
賢一さんが組合加入したことを
契機に、仲間たちも組合に加入

社は面倒なことを嫌がる。今回
のように申請すれば、「労基署が
目をつけるかもしれない」と思うか
らだ。事実、労災の認定を受け
てから1か月後にS社の社長は呼
び出しを受け、今回明らかになっ
た人事実務の不備な点の指摘
を受け、是正を勧告された。とく
に超過勤務については、残業代
の給料再計算とその差額の支
払を早急に行うこと、証拠資料を
提出することを命じられた。その

他の社員もまた同様であった。そ
して、就業規則をはじめとする労
基署への届出書類、社員の健
康診断の実施と報告など、期限
を決めて是正するように求めら
れたのである。

監督官のひと言がとりわけ印
象的であった。「これを機に、会
社として人事労務を整備してくだ
さい｣と。

（ひょうご労働安全衛生センター）

するようになってきた。
佐川急便の倉庫で働く日系ペ

ルー労働者は、夜7時から朝7時
までの12時間、ベルトコンベアか
ら流れてくるありとあらゆる大き
さ・重さの荷物を宛先ごとに仕分
けする作業を行う。深夜もはさん
だ長時間のたいへん過酷な肉
体労働である。仕事でのケガは
もちろんのこと、頚・肩・腕・腰を痛
めている労働者も多数いるが、
これまで会社は労災の手続もせ
ず、有給休暇も使わせようとしな
かったので、体調が悪くても労働
者は休むことすらできなかった。

ユニオン加入の動きと平行し、
昨年来、東京労働安全衛生セン
ターにも相次いで佐川の倉庫で
働く日系ペルー労働者たちから
の労災申請の相談が寄せられる
ようになってきた。

労働者の切実な不安や疑問
を解くとともに自分たちの権利を
知ってもらおうと、この間、神奈川
シティユニオン、下町ユニオン、
東京労働安全衛生センターは共
同で労働安全衛生に関する学
習会なども開催した（写真）。

現在、会社は組合員への不
当労働行為を続け、今年１月に
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は又吉賢一さんを不当配転し、
8月にはグロリアさんの雇い止め
＝「解雇」を強行した。これらに対
して組合は、不当労働行為の救
済申し立てを神奈川県地方労
働委員会で行うとともに、光紀産
業（株）、佐川急便（江東区南砂）
に対する抗議行動を継続して
行っている。

また、頚椎症、上肢障害、腰痛
などを訴えて、休業を余儀なくさ
れる労働者が増えており、今後、
彼らの労災申請の準備も急がね
ばならない。センターは彼らの闘
いと、その労働条件、職場環境
の改善への取り組みを応
援していく。

（東京労働安全衛生センター）

外国人労組、職場改善に取り組む
千葉●安全センターが団交にも出席

全統一労働組合に新しくG分
会ができたと聞き、取材に行って
来た。組合員はアフリカからの移
住労働者でガーナ国籍のサミュ
エルさん、ナイジェリア国籍のオビ
オラさん、イケチューさんの3名。

G㈱の本社は千葉県市川市
にあり、従業員数は217名規模。
亜鉛めっき加工を主体とする鋼
管の製造・加工をしている。

今回は、第2回目の団体交渉
を控えたサミュエルさん、オビオラ
さんの2人にお話をうかがった。
とても陽気で明るい方々でした。

●最初になぜ組合結成に至っ
たのか教えてください。

○オビオラさん： およそ2年前に
G㈱に友人の勧めもあり、アル
バイトとして働きはじめました。
当初時給は1,400円でした。し
かし今から約1年前に同じ会
社内に「Gサービス」という派
遣会社ができ、アルバイトをそ
の派遣会社に登録させまし
た。会社は登録すれば正社
員にすることもあると説明しま
した。しばらくして、アルバイト
時の時給1,400円が1,300円、

1,200円と段階的に下がってし
まった。これでは最初の約束
と違う。おかしいなと思い、友
人の紹介で全統一労働組合
外国人分会に相談をしたのが
きっかけでした。

●職場で問題だなと思うことはあ
りますか。

○オビオラさん： 現場では有機
溶剤の防毒マスクを着け塗装
の仕事をしています。マスク
内に熱がこもり汗をかくため、
マスクのラバーに皮膚が触れ
る部分がかゆくなります。かゆ
くならないマスクが欲しい。塗
装現場のすぐ近くにメッキ槽
があり、クレーンでメッキ槽に製
品を沈めるたびに白い煙がた
ちあがります。塗装作業をし
ているところまで、周りが白い
煙で覆われて何も見えなくなっ
てしまいます。

●組合を結成して変わったこと、
良かったことはありますか。

○オビオラさん： 組合を結成し
てすぐに変わったこともありま
した。現場では亜鉛メッキの
下処理として有機溶剤を使
用して塗装業務をしています
が、組合結成後に会社はすぐ
に塗料を全て見直し、有害性
の比較的低い塗料製品に変
更したことです。また、健康診
断もやり始めました。

●働く仲間の安全と健康への改
善が、少しだけれどひとつ前
進できたわけですね。

○オビオラさん： かゆくならない
マスクあったら教えてください。

●わかりました。いま使っている
マスクがあれば調べやすいが
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外国人労働者の労災隠し
京都●RSDで障害等級9級に認定

昨年5月、京都府内で行われ
ていた土木工事の作業中に、左
環指骨折の災害に被災したにも
関わらず、事業主らによって労災
隠しにあった韓国籍の労働者K
さんが、症状固定を受け、ようや
く韓国に帰国することができた。

被災からセンターにたどり着
き、同年10月に労災申請が実現
するまで数か月を要した。事故
当初、事業主らはわずかな金品
をKさんに支給して解決を図ろう
とし、また、Kさんは在留資格を
すでに失っていたため、工事現
場と地元の病院では別の日本名
を名乗り、大阪市内の病院には
親方の名前で国民健康保険を
使っていた。しかし、結局自己負
担分をまかないきれず、また指の
骨折が原因でRSD（反射性交感
神経性ジストロフィー）を引き起こ
し、左腕全体の機能が損なわれ

ていた状態にあり、療養が長引
いていた。

その後、Kさんは休業補償給
付を受けながらリハビリに励んで
きたが、RSDは治療方法など解
明されていない領域が多い症状
であり、回復の見込みも不明で
あるため、2007年3月末には労働
基準監督署から症状固定を通
知され、障害認定を受けるにい
たった。

RSDの労災上の取り扱いが
明確になったのはここ数年のこと
で、Kさんが来日間もなく同じ症
状に苦しんでいたとしたら、障害
が認定されなかったかもしれな
い。外傷が治癒しているにもか
かわらず、慢性疼痛が残り、接触
により左腕全体に激しい痛みが
発生すると言われても、本人以
外には分からないからである。

現在は症状の程度に応じて

…調べてみます。
9月11日、第2回目の団体交渉

がG㈱本社のある市川市で開
催されました。東京労働安全衛
生センターから私が団交に出席
するということで、会社の代表者
も幾分か緊張している様子でし
た。自己紹介の後、まず取締役
の総務部長が、事業場の安全
衛生対策について、次のように
説明しました。
○会社： 具体的な対策をスター
トさせたのが7月から。7月28
日から8月19日まで事業場内
のメッキ槽を交換する工事を
行っているために事業場を閉
鎖している状況。亜鉛メッキ
の作業工程はパレットごとの作
業になっていて、亜鉛メッキ加
工を同時に大量に行うため下
準備が必要になる。その下準
備の仕事を派遣社員の方々
が担っているという状況だ。下
準備のための塗装は有機溶
剤の濃度が非常に高く、マス
クを着けているとはいえ、安全
とは言えない。全ての塗料を
変更して有機溶剤の比較的
濃度が低いものに全て交換し
た。将来的には12～13％の製
品へ変更を考えている。

●製品データを見ると含有率
24％は高すぎるし、一層の改
善が必要だと感じる。

○会社： 理由は乾燥時間が遅く
なってしまい、効率が悪くなるた
め。最低限の乾燥時間でライ
ンにのせられる塗料製品を使
用する以外に、今のところ対策
が無いというのが現実だ。タッ
チペン型のものも使用を始め

た。また、健康診断もしましたが
異常所見のある方はいない。

●労働安全衛生法に基づく作
業環境測定のデータはある
か。

○会社： 年内には実施したい
が、まだ準備段階で対策はま
だこれからだ。

●オビオラさんが作業に使って
いるマスクが痒くなるということ
なので、当センターでも良いマ

スクがあるか調べてみる。
○会社： よろしくお願いしたい。

短時間の取材で事業場内見
学はできませんでしたが、引き続
き働く仲間の安全と健康を少し
でも前進できるようにこれからも
関わっていきます。新たな改善
事例ができましたら、また報告し
たいと思います。

（加藤浩次：

東京労働安全衛生センター）
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各地の便り

7級、9級、12級のいずれかが認
定されるので、できるだけ高い等
級の認定を期待していたところ、
9級に認定された。年金ではな
く一時金ではあるが、将来にわ
たって服することができる就労が
相当な程度制限されるものであ
ると判断されたことになる。

ちなみにKさんは、骨折した当
日、応急処置を受けた後に作業
現場に戻り、今度は全く別の災
害で目を損傷（災害のため片目の
視力が0.6以下になった等）した
ため、別途12級の障害認定も受
けている。労災患者が応急処置
を施されただけですぐに就労し、
別の労災に遭うという間の悪い
話もあったものではないが、「腕も
悪い、目も悪い。日本に来て10年
間、土方以外のことをしたこともな
く、他に何もできない」と、日を追う
ごとに帰国後の生活に不安を募
らせていた。

外国人、特に在留資格のない
外国人労働者の場合、労働基
準監督署に出頭することをリスク
ととらえ、業務災害に遭ったとし
ても申請しないケースもあるが、
一見「すぐに治るケガ」であって
も本件のような事例もある。この
10月からすべての事業所に外
国人雇用状況の届出が義務付
けられるようになったが、外国人
労働者の権利を守るという趣旨
で施行されている当該制度が、
かえってオーバーステイなどの事
情で届けられない外国人労働
者の労災隠しに拍車をかけるの
ではないかと懸念してい
る。

（関西労働者安全センター）

石綿健康管理手帳改善
韓国●紡績業務は3か月以上従事で発給

2007年10月23日

韓国：労働部発表報道資料

石綿取り扱い勤労者に健康
管理手帳の発給拡大 

 
今後は石綿含有製品の切

断、加工、石綿ブレーキライニング
（車両整備）、石綿建築物解体、
除去、補修作業の勤労者にも健
康管理手帳が発給される。

労働部は、石綿取り扱い勤労
者の健康保護のために、石綿
関連健康管理手帳発給対象を
拡大する内容の改善案を整え、
2008年下半期施行を目標に産
業安全保健法施行規則改訂手
続に入った、と23日明らかにした。
この間労働部は、石綿原材料を
扱い石綿製品を製造する勤労
者にだけ、健康管理手帳を発給
してきた。

石綿含有製品整備、

加工作業者等も健康管理

手帳の発給受ける

これにより、石綿最高曝露群
である「石綿紡織業務」は該当業
務に3か月以上、石綿高曝露群の
「石綿含有製品製造業務」、「石
綿含有製品切断等加工業務」、
「設備または建築物に吹き付け
られた石綿解体、除去、補修業

務」は1年以上、石綿低曝露群の
「石綿セメント石綿摩擦製品、石
綿断熱製品、石綿ガスケット製
品等、石綿含有製品の石綿解
体、除去、補修業務」は10年以
上従事した場合、健康管理手帳
が発給される。

石綿健康管理手帳を受ける
と、離退職後にも毎年石綿関連
健康診断を無料で受けることが
でき、その結果により産業安全公
団から健康保護に必要な内容
の勧告を受けることができる。

石綿健康管理手帳の交付を
希望する勤労者は、事業場管轄
の韓国産業安全公団地域本部
に申し込めば良い。労働部の今
回の石綿健康管理手帳発給対
象拡大改正案は、4回にわたる
労・使・専門家会議と委託研究を
経て整えられた。

健康管理手帳を受けた勤労
者は、手帳を他人に譲渡または
貸与してはならず、これに違反し
た場合、500万ウォン以下の過料
を課せられるようになる。

来年下半期施行目標、産業安

全保健法施行規則改訂推進

労働部産業安全保健局チョ
ン・チョルギュン局長は、「今回の
石綿健康管理手帳交付拡大
措置が、製造業のみならず建設



68  安全センター情報2007年11月号

世界から

中央労働金庫亀戸支店「（普）7535803」

業、サービス業などの分野でも、
石綿取り扱い勤労者の健康障
害予防及び疾病管理に大きな
役割を果たすもの期待される」と
明らかにした。

一方、石綿は一級の発がん性
物質で、ブレーキライニング、ガス
ケット、建築材料等に広く使われ

ている。勤労者が吸いこむ場合
15～30年の潜伏期を経て肺が
ん、悪性中皮腫、石綿肺等の疾
病を誘発し、一度疾病にかかっ
た場合、治療が不可能である。

石綿により、最近日本では石
綿水道管生産会社のクボタ社
の勤労者及び隣近住民79人が

死亡し、18人が治療を受ける事
件が発生した。アメリカでも現在
8,400余の会社が石綿関連訴訟
に巻き込まれた状態で、最大石
綿製品生産会社であるメンビル
社は、従事勤労者の石綿職業
病による巨額損害賠償で
倒産したことがある。 
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